
 

 

 

杉並区財団等経営評価 
 

２０１７ 
 

 

 

 

  

  平成２９年１１月 

  

 

 

  



目  次 

 

 

○ 平成２９年度杉並区財団等経営評価について .............................. １ 

１ 「杉並区財団等経営評価」の概要 ........................................... １ 

２  団体別事業目的・事業内容及び二次評価（区の評価） .................. ２ 

３  対前年度比較 ................................................................. ６ 

４  評価のまとめと課題 ......................................................... ８ 

 

○ 財団等に関する調べ .......................................................... ９ 

１  職員数 ......................................................................... ９ 

２  財政 ............................................................................ 10 

３  定性指標 ...................................................................... 11 

４  定量指標 ...................................................................... 12 

 

○ 各団体の経営評価表  ....................................................... 13 

１  公益財団法人 杉並区障害者雇用支援事業団 ............................ 13 

２  公益財団法人 杉並区スポーツ振興財団 ................................. 25 

３  社会福祉法人 杉並区社会福祉協議会 .................................... 37 

４  公益社団法人 杉並区シルバー人材センター ............................ 49 

５  特定非営利活動法人 すぎなみ環境ネットワーク ....................... 61 

６  杉並区交流協会 .............................................................. 73 

 

 

 

 

 

※ 各団体の経営評価表は、次の構成となっています。 

      ① 経 営 評 価 表  （②～⑧の総括表） 

      ② 事 業 分 析 Ⅰ  （事業概要） 

      ③ 事 業 分 析 Ⅱ  （事業評価指標） 

      ④ 事 業 分 析 Ⅲ  （財務状況等の推移） 

      ⑤ 経 営 分 析 Ⅰ  （定量指標） 

      ⑥ 経 営 分 析 Ⅱ  （定性指標） 

      ⑦ 団体総合評価   （財団等による総合評価） 

      ⑧ 二 次 評 価 表  （区による評価） 



平成２９年度杉並区財団等経営評価について 

１ 杉並区財団等経営評価の概要 

杉並区は、財団等団体がより効率的･効果的に事業を執行し、区民サービスの向上

や区民への説明責任を果たせるよう、平成１３年度から公社等に対する経営評価制

度を導入しました。 

平成２９年度の評価は、昨年度と同様、（公財）杉並区障害者雇用支援事業団、（公

財）杉並区スポーツ振興財団、（社福）杉並区社会福祉協議会、（公社）杉並区シル

バー人材センター、（ＮＰＯ）すぎなみ環境ネットワーク及び杉並区交流協会の６団

体を対象に実施しました。 

評価方法は、事業内容や経営状況について財団等が自ら評価する一次評価、区が

行う二次評価の二段階で行いました。 

○ 財団等経営評価を実施する目的

（１）財団等団体及び区所管部課のコスト意識の向上 

（２）経営評価の公表による説明責任の向上 

（３）効率的・効果的な事業による区民サービスの向上 

団体は、事業目的に合致した事業を行っているか、健全な運営を行っているか

等について自己評価し、経営改善に取り組んでいきます。また、区は、団体の経

営実績と自己評価をもとに、改善に向けた適切な支援に繋げていきます。 

○評価期間

平成２９年６月～７月 各団体による一次評価

８月～９月 区による二次評価 

－ 1 －



２ 団体別事業目的・事業内容及び二次評価（区の評価） 

 

（１） (公財)杉並区障害者雇用支援事業団 

事

業

目

的 

障害者の雇用の促進及び職業の安定を図る

ため、その障害に対応した職業能力の育成、就

労機会の開拓を行うとともに、地域社会と連携し

て就職・職場定着に係る相談、援助を行い、就

労を通じた障害者の自立と社会参加を進めるこ

とにより、ノーマライゼーションの実現に寄与す

る。 

事

業

内

容 

○就労支援及びこれに伴う日常生活又は社

会生活上の支援 

○事業主に対する雇用管理上の相談助言 

○関係情報の提供及び普及啓発 

○地域における人材育成等、障害者就労支

援の体制基盤づくりに関する支援 

○障害者総合支援法に基づく障害福祉サー

ビス事業 

二

次

評

価 

新規就職者数、就職後の定着支援、企業訪問、関係機関との連携などの取組実績から、事業団

が杉並区の障害者雇用の中核としての役割を果たしていると評価できる。  

しかし、障害者差別解消法による雇用事業主の合理的配慮規定や、平成 30 年度の法定雇用率

における精神障害者の算定基礎への算入、また、就労者の定着支援について新たな制度が予定

される等、障害者の安定的雇用への環境整備が求められている。その中で、事業団に期待される

役割は大きい。 

近年、精神障害者、発達障害者の就職者数の増加が顕著で、今後の就労支援を行っていく上

では、本人及び雇用する企業にも障害特性に合わせたきめ細やかな対応が必要である。今後、事

業団は支援における専門性の向上に引き続き取り組むとともに、これまでの支援ノウハウに関する

情報を地域の関係機関等へ発信し共有すること等により、障害特性に合わせた就労支援を一層推

し進めていくことが求められている。   

就労者の定着支援では、これまで以上に関係機関との連携が求められることが予想される。引き

続き、各関係機関と情報を共有し役割分担をしながら、効果的な支援を行っていく事が求められ

る。さらに、これまでの実績と経験を活かし、就労支援のネットワークの強化が図られるよう、その役

割が求められている。 

就労移行支援事業については、今後も利用者の確保に努めるとともに、障害特性に合ったそれ

ぞれのニーズに応えられる訓練プログラムの検証を常に行い就職者数の増加につなげていく必要

がある。 

 

 

（２） (公財)杉並区スポーツ振興財団 

事

業

目

的 

スポーツ振興に関する事業を行うことによっ

て、区民のスポーツ活動の活性化を促進し、健

康で潤いのある豊かな暮らしの実現と活力ある

地域社会の形成に資すること。 

事

業

内

容 

○スポーツ教室・講座及び各種大会開催 

○スポーツ関係団体育成・支援及び指導者

養成 

○スポーツ振興の普及啓発事業の実施 

○区から受託するスポーツ及びレクリエーショ

ン事業の実施 

○区から受託する施設の管理運営 
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二

次

評

価 

区は、区民が生涯にわたりスポーツに親しむことができることを目指して策定したスポーツ推進計

画「健康スポーツライフ杉並プラン」において、計画推進の最も重要な実施主体として財団を位置

付けている。財団が管理している施設の利用者だけでなく、広く区民を対象とした事業を進め、特

に、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした、区民のスポーツへの関心を高め

る取組や生涯にわたり区民が自主的・継続的にスポーツに親しめる事業提供を期待する。 

経営状況は、平成27・28年度と経常収入が経常支出を上回り、改善されている。平成29年度か

ら、新たに 5 施設の指定管理者としての業務を開始しており(指定管理期間は平成 33 年度まで）、

公益性の高い事業の実施とともに、施設管理者として自立した施設管理を行うこととなる。このた

め、財団の役割や指定管理について一人ひとりの職員が理解を深め、スキルアップを図る取組を

充実することを求める。さらに、財団は、その役割を果たすために、より公益性の高い事業展開が

可能となる組織体制や経営基盤の強化等、将来に向けた検討を進める必要がある。 

 

 

（３） (社福)杉並区社会福祉協議会 

事

業

目

的 

杉並区における社会福祉事業その他の社会

福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会

福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の

推進を図ることを目的とする。 

事

業

内

容 

○地域福祉推進・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業 

○福祉なんでも相談事業 

○地域福祉権利擁護事業 

○あんしん未来支援事業 

○住民参加型在宅福祉サービス事業 

○貸付事業  

○受託事業  

○助成事業 

○歳末たすけあい運動 

○法人運営事業 

二

次

評

価 

杉並区社会福祉協議会は、平成26年度から 5年間の実施計画に基づき、日常生活の自立支援

やボランティア活動の促進など、様々な地域課題に取り組んでいる。 

社会福祉協議会の事業は、平成26年度から開始した自主事業「福祉なんでも相談」をはじめとし

て、相談業務が数多くある。相談事業の質の向上には、相談終了時における利用者アンケートの実

施等による相談者のニーズ調査とその分析が有効であるため、相談事業に関するニーズ調査・分

析の実施についての検討を望む。そして、社会福祉協議会内部における情報共有と事業間の連携

を深め、きめ細やかな対応をすることにより、アウトリーチのさらなる充実に期待する。 

区委託事業を含むほぼ全ての事務事業についての評価を実施していることは、重要な取組であ

り、評価する。今後は、実施計画を着実に推進するとともに、事務事業評価の結果を活用し、事業の

見直しや適正な人員配置などに取り組み、効率的な運営に努めてもらいたい。 

平成 28 年の社会福祉法の改正において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、「地域に

おける公益的な取組」の実施に関する責務規定が追加された。社会福祉協議会は地域福祉を推進

する中核的な組織として、区からの補助事業や受託事業にとどまらず、これまで以上に地域の福祉

課題等に対応した取組を実践するとともに、他の社会福祉法人等と連携、協働して、公益的な取組

を実施することを期待する。 
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（４） (公社)杉並区シルバー人材センター 

事

業

目

的 

社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、

地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識

及び経験に応じた就業並びに社会奉仕等の活

動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増

進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活

力ある地域社会づくりに寄与する。 

事

業

内

容 

○就業機会提供  ○調査研究 

○相談 

○研修・講習                                       

○普及啓発 

○社会参加等支援 

○安全就業推進                                

二

次

評

価 

シルバー人材センターは、平成 24 年度に策定した「中長期方針 2012」に基づき、就業活動と地

域貢献活動を二本柱とした活動を展開してきた。会員数については、減少傾向であったが、会員募

集チラシの広域的な配布など会員増強運動の成果により、平成28年度は、前年度同様の新規入会

者数を維持できた。事業収入については、平成26年度をピークに減収となっているが、ニーズが高

い家事・子育て支援サービスの事業収入は増加している。今後も継続して新規入会者の促進を図る

とともに、発注件数の増加が見込めるサービス群の担い手の確保、高齢者の活用を考えている発注

者や会員の希望する就業先の開拓を進め、事業収入の増加につながるよう期待する。 

超高齢化の進展の中で、社会参加の意欲がある高齢者の就業や社会奉仕等の活動機会を確保

するとともに、高齢者の能力を生かした地域社会づくりに寄与するために、シルバー人材センターの

果たす役割はますます大きくなっている。現在、課題となっているセンターと会員との契約及び発注

者との契約の適正化、シルバー派遣事業についての方向性を早急に決定し、平成 29 年度以降の

「中長期方針」を今年度中に策定することを求める。 

（５）（ＮＰＯ）すぎなみ環境ネットワーク 

事

業

目

的 

環境・リサイクルに関する諸事業の推進を通

じて、区民の環境保全行動に寄与する。 

区民の生活環境の向上を図るとともに、活動

を通して地球環境の保全、ひいては地球温暖

化防止の一助となる事業を展開していく。 

事

業

内

容 

○環境保全及びリサイクルに関する普及啓発 

○同情報の収集及び提供 

○同調査研究  ○集団回収の推進 

○家具、衣料品等のリユース 

○エコ商品の普及 

○小中学生環境学習・サミット支援 

○フリーマーケットの運営 

○市民・他団体・行政等とのネットワーク構築 

二

次

評

価 

当該法人の活動拠点は荻窪と高井戸の2か所に分散していたが、平成26年 12月に高井戸１か

所に集約されてから１年以上が経過した。一次評価をみると、事業活動のあり方や方向性が平準化

されて定着してきたことがわかるが、それは、28 年度が「すぎなみ環境ネットワーク第３次中期計画

（平成２８～３２年度）」の初年度であり、新計画に基づく事業運営を実施できたことが大きな要因とい

える。 

平成 26 年 12 月の移転により事業実施環境は著しく変化したが、当該法人は、改善の好機と捉

え、果敢に目標管理の徹底、職員のコスト意識改革等経営努力に取組み、平成２７年度に続き平成

28 年度も経常収支黒字を達成したことは高い評価に値する。今後も引き続き事業改善、経営努力

の取組みに期待したい。 

一方、環境活動推進センターの認知度向上及び環境団体の活動活性化を図るため環境イベント

を開催する機運が高まっているものの、その一方で自己団体の活動をイベントでアピールしメンバ

ー増に繋げたいという環境団体が思ったほど多くないということが判った。メンバーの高齢化及びメ

ンバー不足による団体の弱体化などが理由であると思われるが、改めて環境団体が環境活動推進

センターで活動しやすくなるよう理由を分析、環境団体に寄り沿う施設づくりをしていくことが重要と

なってくる。 
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（６）杉並区交流協会 

事

業

目

的 

「人と人、地域と地域をつなぎ、活力ある地域

社会を実現する」ことを基本理念として、①在住

外国人への支援、②国内外の自治体交流の推

進、③多文化共生社会の相互理解の向上、の

3つの柱の実現を目指す。 

事

業

内

容 

○在住外国人への支援に関する事業 

○国内外の自治体交流の促進に関する事業 

○多文化共生社会の相互理解の向上に関す

る事業 

○その他協会の目的を達成するための事業 

二

次

評

価 

「杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる地方との連携を推進していくため、交流自治体

との交流事業に取組む交流協会の果たす役割は大きく、区及び交流自治体からも民間交流を推進

する組織として期待されている。 

また、増加する在住外国人が安心・安全に生活できる環境づくりを担う組織として交流協会の役

割は大きく、在住外国人が地域の中で生活していく相談役として貴重な存在となっている。 

今後は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした外国人旅行者の増加を見据

えた語学ボランティアのスキルアップ研修の充実や外国人とのコミュニケーション講座などの取組

は、区民などの期待が大きく、区と協会で意見交換や情報共有を密に行いながら、更なる充実を図

っていくことに期待する。 
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３ 対前年度比較 

 

（１）職員数 

平成２７年度と比べた６団体全体の職員数は、役員数が１人減少、役員以外の職

員数が３人減少し、総数は４人減少となっています。 

（９頁 資料「１職員数」参照） 

 

（２） 補助金収入割合 

６団体全体の補助金額は平成２７年度と比べ、約５９６万円増加しましたが、自

主財源額が約９，３９９万円増加したことにより、総収入に占める補助金収入の割

合は、対前年度比０．７ポイント減少の２１．８％となっています。 

補助金収入割合の最も低い団体はすぎなみ環境ネットワークで５．２％、最も高

い団体は杉並区交流協会で６４．４％となっています。 

（１０頁 資料「２財政」参照） 

 

 

（３）人件費割合 

６団体全体の人件費は平成２７年度と比べ、約１，０６８万円増加しましたが、

人件費以外の支出が約８，５８０万円増加したことにより、総支出に占める人件費

の割合は、対前年度比１．２％減少の４１．６％となりました。 

人件費の割合の高い団体は、杉並区障害者雇用支援事業団で７６．３％、次いで、

すぎなみ環境ネットワーク７５．５％、杉並区社会福祉協議会６４．３％となって

います。 

なお、杉並区シルバー人材センターの人件費割合は１７．６％で、６団体中最も 

  低い割合となりました。（１０頁 資料「２財政」参照） 
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（４）経常収支 

経常収支について赤字となった団体は、杉並区シルバー人材センター、杉並区障

害者雇用支援事業団、杉並区社会福祉協議会で、３団体の合計赤字額は約１８３万

円となっています。 

 (１０頁 資料「２財政」参照） 

 

（５）定性指標 

  定性指標は、団体経営の「計画性」「目的適合性」「健全性」「効率性」「経済性」

の５項目について、各項目１００点満点、合計５００点満点として、財団等が自己

評価をしたものです。各項目の平均得点は９０．７点で、前年度と比較して３．２

ポイント低くなりました。 

合計得点が最も高いのは杉並区社会福祉協議会と杉並区交流協会で、５００点満点

中４８０点でした。（１１頁 資料「３定性指標」参照） 
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４ 評価のまとめと課題 

 

○  多くの団体が経営改善計画や中長期計画に基づいた取組を進めており、一定の

成果を上げています。今後も、社会情勢の変化や制度の変更に柔軟に対応し、区

民のニーズに的確に応えていくことが求められます。 

 

○  各団体は、区からの財政支出や人的支援を受けていることを意識し、効率的な

事業運営に取り組むとともに、一方で各団体の設立目的に沿った公益事業を担っ

ていることも認識し、バランスのとれた経営に努めることが必要です。 

 特に、公益社団法人、公益財団法人へ移行した団体については、民間事業者と

は異なる視点で、より公益性の高い事業を提供していく役割が求められます。公

益性の高い事業を展開しつつ、経営基盤の強化を図っていく必要があります。 

 

○  経営評価の作業を通して業務の検証を行い、業務の改善や効率化に繋げている

団体もありましたが、まだ経営状況の改善が必要な団体もあり、課題等の解決に

向け、区も適切な支援を行う必要があります。 

 

○  今後も、的確な経営評価を行うとともに、事業に携わる職員が効率的な運営や

団体の役割について意識しながら業務に取り組んでいけるよう、団体内で評価結

果を共有し、改善・改革による区民サービスの向上に繋げていくことを望みます。 
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

人 101 84

件 10,004 10,469

件 6,616 9,069

人 62 66

％ 77.4 78.8

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 106,997 118,321 123,529

千円 317 418 22

千円 112,495 114,394 123,754

千円 526,939 528,425 531,113

千円 ▲ 5,498 3,927 ▲ 225

％ 96.8 96.9 96.5

％ 3.2 3.1 3.5

％ 15.7 13.5 14.4

％ 76.9 77.5 76.3

千円 4,570 5,255 5,315

千円 114,143 113,370 123,819

人 36 36 36

人 18.1 18.2 18.8

％ 5.4 5.4 5.3

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 90

A A A 88

A A A 100

A A A 90

A A A 90

A A A 458

事業内容

502,724千円 平成10年10月1日

事業目的
団
体
概
要

　障害者の雇用の促進及び職業の安定を図るた
め、その障害に対応した職業能力の育成、就労機
会の開拓を行うとともに、地域社会と連携して就職・
職場定着に係る相談、援助を行い、就労を通じた
障害者の自立と社会参加を進めることにより、ノーマ
ライゼーションの実現に寄与する。

・就労を希望又は既に就
職している障害者とその家
族等
・障害のある人を雇用、ま
たは雇用しようとしている
事業者
・区内福祉施設及び特別
支援学校

①就労支援及びこれに伴う日常生活又は
社会生活上の支援
②事業主に対する雇用管理上の相談助言
③関係情報の提供及び普及啓発
④地域における人材育成等、障害者就労
支援の体制基盤づくりに関する支援
⑤障害者総合支援法に基づく障害福祉
サービス事業

公益財団法人　杉並区障害者雇用支援事業団 ５３４６－３２５０

新規登録者の数（当該年度中）

74.2

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

就職者数

職場定着支援件
数

就職を希望する障害者及び就労中の障害
者の相談受付件数

・杉並区から受託する障害者就労支援センター事業及び障害者総合支援法に基づく就労移行支援事業においては、ハ
ローワークや他の就労支援機関、区及び地域の福祉・保健・医療・教育の機関等と連携し、障害の多様化に応じたきめ細か
な対応を行うなど事業の充実・拡大を図った。
・障害者就労支援センター事業では、新規登録者が前年度比で３５％増加し、就職者数は６％減少し６２名であった。就職
者のうち精神障害者の構成比は９ポイント上昇し７３％となった。また、利用者意向調査は未就労者を対象として実施した。さ
らに、相談・支援記録管理システムを新たに導入し支援業務の効率化を図った。
・就労移行支援事業は、前年度とほぼ同等の利用実績を確保するとともに、施設外就労を新たにプログラムに加え、訓練内
容の充実を図った。また、公益法人会計の収支相償原則に基づき前年度事業費の剰余金を繰り越して事業に活用した。
・成人期発達障害者職業準備プログラム事業について、引き続き区と協力して取り組んだ。利用者とのコミュニケーションや
会場管理を主として行うとともに、プログラムの一部を就労移行支援事業の訓練メニューへ取り込む等の取り組みを行った。

・活動指標「新規登録者数」は、
当該年度における新規相談から
登録までの活動量を端的に示す
指標として、累積登録者数を示す
「登録者数」から変更した。
・経常収支の２２万５千円の赤字
について：　会計別収支では、法
人会計が１２８万３千円の黒字、
公益目的事業会計が１５０万８千
円の赤字となっており、公益目的
事業会計の赤字要因は、就労移
行支援事業における前年度の利
用者増加に起因する剰余金１８７
万１千円を、公益法人の会計原
則により、当該年度に繰越して公
益目的事業費として支出したた
めである。

成果
指標

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

(就職者数-１年未満で離職した数）÷就職
者数

職場定着のため企業・就労中の障害者等を
支援した件数

62

113

8,222

5,615

事業団を利用して就職した人数（当該年度
中）

新規登録者数

相談件数

保健福祉部障害者生活支援課

指標名 平成28年度算式･内容

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

定着率

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート

－ 14 －



○平成25年度から公益財団法人へ移行し、公益目的を踏まえた障害者就労ニーズに応える取組が一層求められている中、各事業について概
ね事業計画どおりの取組を行ってきたが、就職者数と定着率は前年度実績を若干下回る結果となった。
○精神障害者・発達障害者からの就労相談は、本人の障害理解から就労準備までに丁寧な支援が必要な場合や、関係機関との緊密な連携
が必要な場合などが増加している。また、就職後に職場適応の課題から早期に離職するケースも見受けられる。職場適応という課題に対し、
ケースカンファレンスによる課題の共有や研修受講などによる職員の専門性の向上を図る取り組みが課題となった。
○就労移行支援事業については、利用者を就労につなげるとともに、事業収入の安定や、新規利用者の確保に向けた取組の結果、６名の就
職が実現し、事業収入も高水準を維持することができた。また、区内の高齢者施設において施設外就労事業を新たに展開することで訓練プロ
グラムの幅を広げた。
○成人期発達障害者職業準備プログラム利用者の就職先企業での定着支援の際、プログラム講師が同行し、事業団の支援員と企業の担当者
に対して利用者の特性に合わせた支援の具体的な方法についての指導を行ったり、事業団の就労移行訓練のメニューにプログラムの一部を
取り込むなどの成果があった。

・業務の成果向上に向けては、マンパワーの充実が重要であり、非常勤職員を含め、人材育成に力を
入れて取り組んでいる。
・相談・支援記録管理システムを導入し、集計処理及び支援データ管理の共有化と効率化を図った。
・清掃業務及びホームページ管理等を外部委託している。

・専門研修の計画的な実施により職員のスキルアップを図るとともに、新任職員の研修も確実に実施
した。また、嘱託員については無期雇用への転換を可能とすることで、人材の確保と活用を図った。
・管理体制では、事業運営に関する局長・次長・主任クラスの会議と職員会議等を通じて、意思決定
及び情報の共有を図っている。
・平成24年度以降、就労移行支援事業と区市町村障害者就労支援事業を実施し、区からの補助金を
削減している。
・個人情報は事業団規則に基づき、保管・管理を徹底している。マイナンバーについても要綱に基づ
き取得・保管を行った。

計
画
性

・目標数値は、従来の実績と計画目標を勘案して設定している。
・利用者意向調査を、新規就労者を対象に四半期ごとに、未就労者を対象に年１回実施した。また、
27年度の就労者を対象とした意向調査の結果を理事会・評議員会へ報告し意見を聴取した。就労者
意向調査結果では「就職ができた」という結果だけでなく「話をよく聞いてくれる」など対応姿勢に対す
る評価が高く、日頃の電話・面談・訪問等の相談支援業務ではより一層丁寧に対応するよう努めた。
・利用者意向調査やセミナー参加者アンケート及びネットワーク会議での関係機関の意見等を参考に
して、今後の定着支援や次回セミナー等の内容を検討した。

　新規就職者数、就職後の定着支援、企業訪問、関係機関との連携などの取組実績から、事業団が杉並区の障害者雇用の中核としての役割を果
たしていると評価できる。
　しかし、障害者差別解消法による雇用事業主の合理的配慮規定や、平成30年度の法定雇用率における精神障害者の算定基礎への算入、また、
就労者の定着支援について新たな制度が予定される等、障害者の安定的雇用への環境整備が求められている。その中で、事業団に期待される役
割は大きい。
　近年、精神障害者、発達障害者の就職者数の増加が顕著で、今後の就労支援を行っていく上では、本人及び雇用する企業にも障害特性に合わ
せたきめ細やかな対応が必要である。今後、事業団は支援における専門性の向上に引き続き取り組むとともに、これまでの支援ノウハウに関する情
報を地域の関係機関等へ発信し共有すること等により、障害特性に合わせた就労支援を一層推し進めていくことが求められている。
　就労者の定着支援では、これまで以上に関係機関との連携が求められることが予想される。引き続き、各関係機関と情報を共有し役割分担をしな
がら、効果的な支援を行っていく事が求められる。さらに、これまでの実績と経験を活かし、就労支援のネットワークの強化が図られるよう、その役割
が求められている。
　就労移行支援事業については、今後も利用者の確保に努めるとともに、障害特性に合ったそれぞれのニーズに応えられる訓練プログラムの検証
を常に行い就職者数の増加につなげていく必要がある。

【二次評価（区経営評価）】

経
済
性

・都内の障害者就労に実績ある支援機関等の取組の視察や情報収集等を行い業務改善に活かして
いる。
・障害者一人ひとりの能力・適性に応じた就職支援により、就職者数、職場定着率などの成果の向上
を図っている。
・就労移行支援事業の新規利用者の確保のために、特別支援学校等への訪問説明や、相談登録時
の訓練事業の周知等を継続的に行い、大幅に増収した前年度と概ね同等の収入を確保した。しかし
ながら、収支相償の適合も同時に求められるため、赤字となった。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

（１）経常収支が２２万５千円、
０．２％の赤字となり、経常収支
率は９９．８％、資産剰余率は
０．０％となった。概ね収支が均
衡した状況である。
（２）会計別収支では、法人会
計が１２８万３千円の黒字、公益
目的事業会計が１５０万８千円
の赤字となっており、公益目的
事業会計の赤字要因は、就労
移行支援事業における前年度
の利用者増加に起因する剰余
金１８７万１千円を、公益法人の
会計原則により、当該年度に繰
越して公益目的事業費として支
出したためである。
（３）その他、顕著な変化はな
かった。

定性評価
・中期計画「障害者就労支援事業推進プラン（26年度～30年度）」では、区保健福祉計画における「障
害者の就労支援の充実」方針との整合性を図り、平成30年度までの数値目標（２６年～３０年）を設定
している。平成28年度は、新たな取組として、未就労者へのアンケートによる意向調査や定着促進の
ための余暇支援充実などに計画に基づいて取り組んだ。
・成人期発達障害者職業準備プログラム事業について区と連携して取り組んだ。
・次年度の事業計画の推進に当たっては、より有効で効率的な定着支援の実施が課題である。

事業分析（現状の分析・評価）
○新規登録者数は、就労支援や職場定着支援を希望する障害者の増加などにより、前年度よりも２９名、３５％増加し１１３名で
あった。
○累積登録者数は、前年度よりも２７名、３％減少し８４１名であった。これは新規登録者が増加している一方で、「未就労者に対
するアンケート調査」による実態の把握、及び相談・支援記録管理システムへの移行に伴うデータ精査等の結果により、１４０件の
登録抹消を行ったためである。
○相談件数及び職場定着支援件数は、対前年比でそれぞれ２２％、３８％の減少となったが、主たる原因は、相談・支援記録管
理システムの導入に伴う集計方法の変更による影響である。
○就労移行支援事業は、平均利用者数で０．１人の減、年度中の在籍者数は２名の増で２４名、訓練等給付金収入は１．６％の
減であるが３，２６７万８千円を確保した。
○就職者数は、４名、６％減の６２名で２６年度と同人数だった。なお、就職者のうち精神障害者が多くを占める傾向（２８年度７
３％、２７年度６４％、２６年度７１％）は、法定雇用率の算定基礎に精神障害者が加えられ、法定雇用率が引き上げられることなど
により、今後も続くと見込まれる。
○就職者の定着率は昨年度より４．６ポイント減少した。企業と精神障害者のマッチングの向上や相談者の障害特性に応じた就
職前の就労準備支援及び就職後の定着支援の一層の充実が重要な課題となっている。
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調
査

は
未

就
労

者
を

対
象

と
し

て
実

施
し

た
。

さ
ら

に
、

相
談

・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
を

新
た

に
導

入
し

支
援

業
務

の
効

率
化

を
図

っ
た

。
・
就

労
移

行
支

援
事

業
は

、
前

年
度

と
ほ

ぼ
同

等
の

利
用

実
績

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、

施
設

外
就

労
を

新
た

に
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
加

え
、

訓
練

内
容

の
充

実
を

図
っ

た
。

ま
た

、
公

益
法

人
会

計
の

収
支

相
償

原
則

に
基

づ
き

前
年

度
事

業
費

の
剰

余
金

を
繰

り
越

し
て

事
業

に
活

用
し

た
。

・
成

人
期

発
達

障
害

者
職

業
準

備
プ

ロ
グ

ラ
ム

事
業

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
区

と
協

力
し

て
取

り
組

ん
だ

。
利

用
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

や
会

場
管

理
を

主
と

し
て

行
う

と
と

も
に

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
一

部
を

就
労

移
行

支
援

事
業

の
訓

練
メ

ニ
ュ

ー
へ

取
り

込
む

等
の

取
り

組
み

を
行

っ
た

。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（
事

業
評

価
指

標
）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

1
0
1

8
4

1
1
3

1
0
0

2
9

②
件

1
0
,0

0
4

1
0
,4

6
9

8
,2

2
2

8
,5

0
0

2
9

③
件

6
,6

1
6

9
,0

6
9

5
,6

1
5

6
,3

0
0

2
9

④
人

7
9
7

8
6
8

8
4
1

9
4
0

2
9

⑤
人

9
.6

1
1
.4

1
1
.3

1
1
.5

2
9

⑥
人

6
2

6
6

6
2

8
0

2
9

⑦
％

7
7
.4

7
8
.8

7
4
.2

9
0
.0

2
9

⑧

就
労

移
行

支
援

平
均

利
用

者
数

1
日

当
た

り
平

均
利

用
人

数
（
年

間
延

べ
出

席
人

数
／

年
間

開
所

日
数

）

活 動 指 標
累

積
登

録
者

数

○
新

規
登

録
者

数
は

、
就

労
支

援
や

職
場

定
着

支
援

を
希

望
す

る
障

害
者

の
増

加
な

ど
に

よ
り

、
前

年
度

よ
り

も
２

９
名

、
３

５
％

増
加

し
１

１
３

名
で

あ
っ

た
。

○
累

積
登

録
者

数
は

、
前

年
度

よ
り

も
２

７
名

、
３

％
減

少
し

８
４

１
名

で
あ

っ
た

。
こ

れ
は

新
規

登
録

者
が

増
加

し
て

い
る

一
方

で
、

「
未

就
労

者
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
」
に

よ
る

実
態

の
把

握
、

及
び

相
談

・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
へ

の
移

行
に

伴
う

デ
ー

タ
精

査
等

の
結

果
に

よ
り

、
１

４
０

件
の

登
録

抹
消

を
行

っ
た

た
め

で
あ

る
。

○
相

談
件

数
及

び
職

場
定

着
支

援
件

数
は

、
対

前
年

比
で

そ
れ

ぞ
れ

２
２

％
、

３
８

％
の

減
少

と
な

っ
た

が
、

主
た

る
原

因
は

、
相

談
・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
の

導
入

に
伴

う
集

計
方

法
の

変
更

に
よ

る
影

響
で

あ
る

。
○

就
労

移
行

支
援

事
業

は
、

平
均

利
用

者
数

で
０

．
１

人
の

減
、

年
度

中
の

在
籍

者
数

は
２

名
の

増
で

２
４

名
、

訓
練

等
給

付
金

収
入

は
１

．
６

％
の

減
で

あ
る

が
３

，
２

６
７

万
８

千
円

を
確

保
し

た
。

○
就

職
者

数
は

、
４

名
、

６
％

減
の

６
２

名
で

２
６

年
度

と
同

人
数

だ
っ

た
。

な
お

、
就

職
者

の
う

ち
精

神
障

害
者

が
多

く
を

占
め

る
傾

向
（
２

８
年

度
７

３
％

、
２

７
年

度
６

４
％

、
２

６
年

度
７

１
％

）
は

、
法

定
雇

用
率

の
算

定
基

礎
に

精
神

障
害

者
が

加
え

ら
れ

、
法

定
雇

用
率

が
引

き
上

げ
ら

れ
る

こ
と

な
ど

に
よ

り
、

今
後

も
続

く
と

見
込

ま
れ

る
。

○
就

職
者

の
定

着
率

は
昨

年
度

よ
り

４
．

６
ポ

イ
ン

ト
減

少
し

た
。

企
業

と
精

神
障

害
者

の
マ

ッ
チ

ン
グ

の
向

上
や

相
談

者
の

障
害

特
性

に
応

じ
た

就
職

前
の

就
労

準
備

支
援

及
び

就
職

後
の

定
着

支
援

の
一

層
の

充
実

が
重

要
な

課
題

と
な

っ
て

い
る

。

目
標

設
定

の
考

え
方

○
平

成
2
9
年

度
の

目
標

値
は

、
平

成
2
6
年

3
月

に
作

成
し

た
新

「
推

進
プ

ラ
ン

」
（
「
障

害
者

就
労

支
援

事
業

推
進

プ
ラ

ン
 平

成
2
6
年

～
3
0
年

」
)に

お
け

る
平

成
3
0
年

度
目

標
値

等
を

視
野

に
入

れ
て

設
定

し
て

い
る

。
○

新
規

相
談

か
ら

登
録

ま
で

の
活

動
量

を
端

的
に

示
す

指
標

と
し

て
、

活
動

指
標

①
「
新

規
登

録
者

数
」
を

加
え

、
活

動
指

標
④

「
登

録
者

数
」
は

「
累

積
登

録
者

数
」
へ

名
称

を
変

更
し

た
。

○
平

成
2
8
年

度
か

ら
相

談
・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
を

導
入

し
た

こ
と

に
伴

い
、

活
動

指
標

③
「
相

談
件

数
」
及

び
④

「
職

場
定

着
支

援
件

数
」
に

つ
い

て
は

、
集

計
方

法
が

変
更

し
て

い
る

。
2
7
年

度
ま

で
は

、
各

支
援

担
当

職
員

ご
と

に
記

録
し

た
件

数
を

集
計

し
て

い
た

が
、

2
8
年

度
か

ら
は

シ
ス

テ
ム

に
入

力
し

た
支

援
記

録
に

基
づ

き
支

援
対

象
者

ご
と

に
件

数
を

集
計

し
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

複
数

の
担

当
者

が
支

援
し

た
場

合
に

つ
い

て
の

集
計

値
が

2
7
年

度
以

前
よ

り
も

減
少

し
て

い
る

。
○

就
労

移
行

支
援

事
業

の
活

動
指

標
⑤

は
、

在
籍

者
数

に
基

づ
く

「
利

用
者

数
」
か

ら
実

際
の

出
席

人
数

に
基

づ
く

「
平

均
利

用
者

数
」
に

変
更

し
た

。
ま

た
、

平
成

2
9
年

度
の

目
標

値
は

、
収

支
相

償
の

会
計

原
則

に
よ

り
、

経
費

以
上

の
収

入
額

と
な

ら
な

い
こ

と
が

求
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
を

踏
え

た
目

標
値

を
設

定
し

て
い

る
。

事
業

団
を

利
用

し
て

就
職

し
た

人
数

（
当

該
年

度
中

）

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

成 果 指 標

相
談

件
数

就
職

者
数

定
着

率
(就

職
者

数
-
１

年
未

満
で

離
職

し
た

数
）
÷

就
職

者
数

目
標

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・
具

体
的

内
容

平
成

2
6
年

度
実

績
単

位

登
録

者
の

数
（
年

度
末

現
在

数
）

指
標

名

職
場

定
着

の
た

め
企

業
・
就

労
中

の
障

害
者

等
を

支
援

し
た

件
数

就
職

を
希

望
す

る
障

害
者

及
び

就
労

中
の

障
害

者
の

相
談

受
付

件
数

職
場

定
着

支
援

件
数

新
規

登
録

者
数

新
規

登
録

者
の

数
（
当

該
年

度
中

）
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
24

年
度

平
成

25
年

度
平

成
26

年
度

平
成

2７
年

度
平

成
28

年
度

備
考

（
ア

）
千

円
11

5,
06

6
10

6,
40

3
10

6,
99

7
11

8,
32

1
12

3,
52

9
千

円
19

,9
22

14
,1

94
16

,7
72

15
,9

59
17

,7
72

事
業

収
入

＋
受

取
給

付
金

千
円

89
,8

75
86

,6
44

84
,5

49
96

,6
93

99
,9

31
千

円
53

,9
15

55
,8

82
57

,2
32

62
,7

36
66

,4
90

千
円

5,
20

3
5,

49
2

5,
61

0
5,

61
6

5,
60

4
（
イ

）
千

円
9

83
31

7
41

8
22

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0.

0
0.

1
0.

3
0.

4
0.

0

（
ウ

）
千

円
10

5,
83

1
10

6,
80

8
11

2,
49

5
11

4,
39

4
12

3,
75

4
千

円
82

,3
16

10
2,

93
0

10
8,

87
8

11
0,

82
9

11
9,

42
6

千
円

12
,7

62
21

,9
05

24
,6

74
24

,4
76

27
,7

04
千

円
69

,5
54

81
,0

25
84

,2
04

86
,3

53
91

,7
22

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
53

,9
15

55
,8

82
57

,2
32

62
,7

36
66

,4
89

千
円

23
,5

13
3,

87
7

3,
61

7
3,

56
5

4,
32

8
千

円
13

,9
50

1,
52

3
1,

33
5

1,
26

4
1,

58
5

千
円

9,
56

3
2,

35
4

2,
28

2
2,

30
1

2,
74

3

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
79

,1
17

83
,3

79
86

,4
86

88
,6

54
94

,4
65

千
円

49
,2

69
47

,5
02

49
,0

63
52

,8
31

55
,6

99

（
エ

）
千

円
53

2,
62

9
53

6,
62

4
52

6,
93

9
52

8,
42

5
53

1,
11

3
千

円
9,

22
5

13
,5

48
9,

28
7

6,
78

1
9,

61
9

資
産

－
負

債
千

円
52

3,
40

4
52

3,
07

6
51

7,
65

2
52

1,
64

4
52

1,
49

4
千

円
50

2,
42

2
50

2,
49

8
50

2,
57

4
50

2,
64

9
50

2,
72

4
（
シ

）
役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
38

36
36

36
36

人
1

1
1

1
1

人
14

13
13

13
12

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
4

3
2

2
2

人
6

6
6

6
6

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

13
13

14
14

15
（
ス

）常
勤

職
員

の
勤

務
時

間
に

基
づ

き
職

員
数

を
算

定
人

18
.4

18
.4

18
.1

18
.2

18
.8

面
談

・
定

着
支

援
件

数
、

開
拓

訪
問

、
就

労
移

行
支

援
利

用
者

、
職

業
評

価
、

余
暇

支
援

参
加

者
人

8,
64

3
9,

10
4

10
,3

14
13

,3
23

8,
96

5
サ

ー
ビ

ス
利

用
年

間
延

べ
人

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
人

47
0

49
5

57
0

73
2

47
7

就
労

移
行

支
援

事
業

費
÷

就
労

移
行

支
援

利
用

者
数

千
円

1,
10

0
1,

44
8

1,
63

1
1,

66
6

1,
64

3

総
事

業
費

÷
就

職
者

数
千

円
1,

26
6

1,
32

0
1,

75
6

1,
67

9
1,

92
6

総
事

業
費

÷
累

積
登

録
者

数
千

円
13

0
14

6
13

7
12

8
14

2
※

金
額

は
、

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
す

る
。

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

　

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（
経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

基
本

財
産

運
用

収
入

額

総
収

入
（
経

常
収

入
）

り コ ス ト

単 位 当 た

就
労

移
行

支
援

事
業

一
人

当
た

り
の

事
業

費
　

就
職

者
一

人
当

た
り

の
事

業
費

全
支

援
対

象
者

一
人

当
た

り
の

事
業

費

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー財  務  状  況

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

総 収 入 の う ち
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
1
.0

9
1
.2

9
2
.3

（オ
）　

経
常

収
支

経
常

収
入

（総
収

入
）ー

経
常

支
出

（総
支

出
）

千
円

▲
 5

,4
9
8

3
,9

2
7

▲
 2

2
5

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
5
.1

1
0
3
.4

9
9
.8

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
9
7
.6

1
1
4
.4

1
0
3
.3

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
1
0
0
.6

1
1
0
.6

1
0
4
.4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（カ
）　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
6
.8

9
6
.9

9
6
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（キ
）　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
3
.2

3
.1

3
.5

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（ク
）　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

1
5
.7

1
3
.5

1
4
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
-

-
－

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (

補
助

金
は

含
ま

ず
）

％
5
2
.6

5
6
.6

5
5
.7

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（負

債
+正

味
財

産
）×

１
０

０
％

9
8
.2

9
8
.7

9
8
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
1
.1

1
.1

1
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（ケ
）　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
7
6
.9

7
7
.5

7
6
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（セ
）　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

5
.4

5
.4

5
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

6
.6

6
.5

8
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）×

１
０

０
％

1
1
.4

3
.1

▲
 1

2
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0
.2

0
.2

0
.2

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
4
,5

7
0

5
,2

5
5

5
,3

1
5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（当
期

正
味

財
産

増
加

額
）
÷

資
産

×
１

０
０

％
▲

 1
.0

0
.8

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（サ
）　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛1

ー
（変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
1
4
,1

4
3

1
1
3
,3

7
0

1
2
3
,8

1
9

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
1
0
6
.7

9
5
.8

1
0
0
.2

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

1
0

1
1

1
2

1
95 6 7 8 91 2 3 4 2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

（１
）経

常
収

支
が

２
２

万
５

千
円

、
０

．
２

％
の

赤
字

と
な

り
、

経
常

収
支

率
は

９
９

．
８

％
、

資
産

剰
余

率
は

０
．

０
％

と
な

っ
た

。
概

ね
収

支
が

均
衡

し
た

状
況

で
あ

る
。

（２
）会

計
別

収
支

で
は

、
法

人
会

計
が

１
２

８
万

３
千

円
の

黒
字

、
公

益
目

的
事

業
会

計
が

１
５

０
万

８
千

円
の

赤
字

と
な

っ
て

お
り

、
公

益
目

的
事

業
会

計
の

赤
字

要
因

は
、

就
労

移
行

支
援

事
業

に
お

け
る

前
年

度
の

利
用

者
増

加
に

起
因

す
る

剰
余

金
１

８
７

万
１

千
円

を
、

公
益

法
人

の
会

計
原

則
に

よ
り

、
当

該
年

度
に

繰
越

し
て

公
益

目
的

事
業

費
と

し
て

支
出

し
た

た
め

で
あ

る
。

（３
）そ

の
他

、
顕

著
な

変
化

は
な

か
っ

た
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

－ 19 －



財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（
定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（1

00
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（
数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

△

分 析 ・ 評 価 6
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・分

析
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

・中
期

計
画

「障
害

者
就

労
支

援
事

業
推

進
プ

ラ
ン

（
26

年
度

～
30

年
度

）」
で

は
、

区
保

健
福

祉
計

画
に

お
け

る
「障

害
者

の
就

労
支

援
の

充
実

」方
針

と
の

整
合

性
を

図
り

、
平

成
30

年
度

ま
で

の
数

値
目

標
（２

６
年

～
３

０
年

）を
設

定
し

て
い

る
。

平
成

28
年

度
は

、
新

た
な

取
組

と
し

て
、

未
就

労
者

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
に

よ
る

意
向

調
査

や
定

着
促

進
の

た
め

の
余

暇
支

援
充

実
な

ど
に

計
画

に
基

づ
い

て
取

り
組

ん
だ

。
・成

人
期

発
達

障
害

者
職

業
準

備
プ

ロ
グ

ラ
ム

事
業

に
つ

い
て

区
と

連
携

し
て

取
り

組
ん

だ
。

・次
年

度
の

事
業

計
画

の
推

進
に

当
た

っ
て

は
、

よ
り

有
効

で
効

率
的

な
定

着
支

援
の

実
施

が
課

題
で

あ
る

。

・目
標

数
値

は
、

従
来

の
実

績
と

計
画

目
標

を
勘

案
し

て
設

定
し

て
い

る
。

・利
用

者
意

向
調

査
を

、
新

規
就

労
者

を
対

象
に

四
半

期
ご

と
に

、
未

就
労

者
を

対
象

に
年

１
回

実
施

し
た

。
ま

た
、

27
年

度
の

就
労

者
を

対
象

と
し

た
意

向
調

査
の

結
果

を
理

事
会

・
評

議
員

会
へ

報
告

し
意

見
を

聴
取

し
た

。
就

労
者

意
向

調
査

結
果

で
は

「就
職

が
で

き
た

」と
い

う
結

果
だ

け
で

な
く

「話
を

よ
く

聞
い

て
く

れ
る

」な
ど

対
応

姿
勢

に
対

す
る

評
価

が
高

く
、

日
頃

の
電

話
・面

談
・訪

問
等

の
相

談
支

援
業

務
で

は
よ

り
一

層
丁

寧
に

対
応

す
る

よ
う

努
め

た
。

・利
用

者
意

向
調

査
や

セ
ミ
ナ

ー
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
及

び
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

会
議

で
の

関
係

機
関

の
意

見
等

を
参

考
に

し
て

、
今

後
の

定
着

支
援

や
次

回
セ

ミ
ナ

ー
等

の
内

容
を

検
討

し
た

。

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：お
お

む
ね

で
き

て
い

る
、

×
：で

き
て

い
な

い
　

　

88

・専
門

研
修

の
計

画
的

な
実

施
に

よ
り

職
員

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
を

図
る

と
と

も
に

、
新

任
職

員
の

研
修

も
確

実
に

実
施

し
た

。
ま

た
、

嘱
託

員
に

つ
い

て
は

無
期

雇
用

へ
の

転
換

を
可

能
と

す
る

こ
と

で
、

人
材

の
確

保
と

活
用

を
図

っ
た

。
・管

理
体

制
で

は
、

事
業

運
営

に
関

す
る

局
長

・次
長

・主
任

ク
ラ

ス
の

会
議

と
職

員
会

議
等

を
通

じ
て

、
意

思
決

定
及

び
情

報
の

共
有

を
図

っ
て

い
る

。
・平

成
24

年
度

以
降

、
就

労
移

行
支

援
事

業
と

区
市

町
村

障
害

者
就

労
支

援
事

業
を

実
施

し
、

区
か

ら
の

補
助

金
を

削
減

し
て

い
る

。
・個

人
情

報
は

事
業

団
規

則
に

基
づ

き
、

保
管

・
管

理
を

徹
底

し
て

い
る

。
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

つ
い

て
も

要
綱

に
基

づ
き

取
得

・保
管

を
行

っ
た

。

分
 野

計  画  性

90

　 目 的 適 合 性  健  全  性

10
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（
定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（1

00
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

△

分 析 ・ 評 価

90

効  率  性

90

経  済  性

・業
務

の
成

果
向

上
に

向
け

て
は

、
マ

ン
パ

ワ
ー

の
充

実
が

重
要

で
あ

り
、

非
常

勤
職

員
を

含
め

、
人

材
育

成
に

力
を

入
れ

て
取

り
組

ん
で

い
る

。
・相

談
・支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
を

導
入

し
、

集
計

処
理

及
び

支
援

デ
ー

タ
管

理
の

共
有

化
と

効
率

化
を

図
っ

た
。

・清
掃

業
務

及
び

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

管
理

等
を

外
部

委
託

し
て

い
る

。

・都
内

の
障

害
者

就
労

に
実

績
あ

る
支

援
機

関
等

の
取

組
の

視
察

や
情

報
収

集
等

を
行

い
業

務
改

善
に

活
か

し
て

い
る

。
・障

害
者

一
人

ひ
と

り
の

能
力

・適
性

に
応

じ
た

就
職

支
援

に
よ

り
、

就
職

者
数

、
職

場
定

着
率

な
ど

の
成

果
の

向
上

を
図

っ
て

い
る

。
・就

労
移

行
支

援
事

業
の

新
規

利
用

者
の

確
保

の
た

め
に

、
特

別
支

援
学

校
等

へ
の

訪
問

説
明

や
、

相
談

登
録

時
の

訓
練

事
業

の
周

知
等

を
継

続
的

に
行

い
、

大
幅

に
増

収
し

た
前

年
度

と
概

ね
同

等
の

収
入

を
確

保
し

た
。

し
か

し
な

が
ら

、
収

支
相

償
の

適
合

も
同

時
に

求
め

ら
れ

る
た

め
、

赤
字

と
な

っ
た

。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

○
区

内
障

害
者

の
一

般
就

労
を

促
進

す
る

上
で

、
区

内
企

業
や

作
業

所
へ

の
訪

問
等

の
働

き
か

け
を

継
続

し
て

強
化

し
て

い
く

必
要

が
あ

り
、

引
き

続
き

、
区

の
連

携
と

協
力

を
お

願
い

し
た

い
。

○
事

業
団

は
、

公
益

目
的

事
業

の
み

を
実

施
し

て
お

り
、

障
害

者
の

就
労

支
援

と
い

う
事

業
の

性
格

上
、

ま
た

公
益

会
計

の
ル

ー
ル

上
、

収
益

性
の

あ
る

事
業

展
開

が
難

し
い

こ
と

か
ら

引
き

続
き

財
政

面
の

支
援

を
お

願
い

し
た

い
。

取 組 み ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
事

業
団

は
、

杉
並

地
域

に
お

け
る

障
害

者
就

労
支

援
に

関
し

て
、

区
と

の
連

携
の

も
と

で
中

核
的

な
役

割
を

引
き

続
き

担
っ

て
い

く
。

ま
た

、
各

事
業

は
次

の
３

つ
の

方
向

性
に

基
づ

い
て

推
進

す
る

。
（
１

）
障

害
の

多
様

化
に

対
応

し
た

就
労

支
援

　
（
２

）
福

祉
施

設
・
学

校
等

へ
の

支
援

と
連

携
　

（
３

）
障

害
者

が
安

心
し

て
働

け
る

環
境

づ
く

り
○

平
成

３
０

年
度

ま
で

の
実

施
計

画
を

確
実

に
実

施
す

る
と

と
も

に
、

状
況

変
化

に
よ

る
見

直
し

を
適

時
に

行
い

、
区

の
政

策
目

標
を

踏
ま

え
た

平
成

３
１

年
度

以
降

の
計

画
改

定
に

取
り

組
む

。
○

公
益

財
団

法
人

と
し

て
一

層
の

透
明

性
の

確
保

を
図

る
た

め
、

事
業

運
営

及
び

業
務

管
理

に
つ

い
て

の
さ

ら
な

る
レ

ベ
ル

ア
ッ

プ
求

め
ら

れ
る

。
○

平
成

2
8
年

4
月

か
ら

、
障

害
者

差
別

解
消

法
の

施
行

及
び

障
害

者
雇

用
促

進
法

の
改

正
に

基
づ

く
合

理
的

配
慮

提
供

義
務

等
の

規
定

が
施

行
さ

れ
た

。
ま

た
、

平
成

３
０

年
４

月
か

ら
は

、
精

神
障

害
者

が
法

定
雇

用
率

の
算

定
基

礎
に

加
え

ら
れ

、
法

定
雇

用
率

が
民

間
企

業
で

は
従

来
の

２
．

０
％

か
ら

２
．

２
％

に
引

き
上

げ
ら

れ
、

さ
ら

に
３

年
以

内
に

は
２

．
３

％
と

な
る

。
こ

れ
ら

の
こ

と
か

ら
、

今
ま

で
以

上
に

企
業

の
障

害
者

雇
用

の
活

動
が

進
展

し
、

障
害

者
及

び
企

業
か

ら
の

相
談

が
継

続
的

に
増

加
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
た

め
、

就
職

を
希

望
す

る
障

害
者

、
就

職
後

の
障

害
者

、
及

び
企

業
等

へ
の

支
援

及
び

啓
発

活
動

な
ど

に
一

層
取

り
組

む
。

○
平

成
2
5
年

度
か

ら
公

益
財

団
法

人
へ

移
行

し
、

公
益

目
的

を
踏

ま
え

た
障

害
者

就
労

ニ
ー

ズ
に

応
え

る
取

組
が

一
層

求
め

ら
れ

て
い

る
中

、
各

事
業

に
つ

い
て

概
ね

事
業

計
画

ど
お

り
の

取
組

を
行

っ
て

き
た

が
、

就
職

者
数

と
定

着
率

は
前

年
度

実
績

を
若

干
下

回
る

結
果

と
な

っ
た

。
○

精
神

障
害

者
・
発

達
障

害
者

か
ら

の
就

労
相

談
は

、
本

人
の

障
害

理
解

か
ら

就
労

準
備

ま
で

に
丁

寧
な

支
援

が
必

要
な

場
合

や
、

関
係

機
関

と
の

緊
密

な
連

携
が

必
要

な
場

合
な

ど
が

増
加

し
て

い
る

。
ま

た
、

就
職

後
に

職
場

適
応

の
課

題
か

ら
早

期
に

離
職

す
る

ケ
ー

ス
も

見
受

け
ら

れ
る

。
職

場
適

応
と

い
う

課
題

に
対

し
、

ケ
ー

ス
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

に
よ

る
課

題
の

共
有

や
研

修
受

講
な

ど
に

よ
る

職
員

の
専

門
性

の
向

上
を

図
る

取
り

組
み

が
課

題
と

な
っ

た
。

○
就

労
移

行
支

援
事

業
に

つ
い

て
は

、
利

用
者

を
就

労
に

つ
な

げ
る

と
と

も
に

、
事

業
収

入
の

安
定

や
、

新
規

利
用

者
の

確
保

に
向

け
た

取
組

の
結

果
、

６
名

の
就

職
が

実
現

し
、

事
業

収
入

も
高

水
準

を
維

持
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

ま
た

、
区

内
の

高
齢

者
施

設
に

お
い

て
施

設
外

就
労

事
業

を
新

た
に

展
開

す
る

こ
と

で
訓

練
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
幅

を
広

げ
た

。
○

成
人

期
発

達
障

害
者

職
業

準
備

プ
ロ

グ
ラ

ム
利

用
者

の
就

職
先

企
業

で
の

定
着

支
援

の
際

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

講
師

が
同

行
し

、
事

業
団

の
支

援
員

と
企

業
の

担
当

者
に

対
し

て
利

用
者

の
特

性
に

合
わ

せ
た

支
援

の
具

体
的

な
方

法
に

つ
い

て
の

指
導

を
行

っ
た

り
、

事
業

団
の

就
労

移
行

訓
練

の
メ

ニ
ュ

ー
に

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

一
部

を
取

り
込

む
な

ど
の

成
果

が
あ

っ
た

。

 平
成

２
９

年
度

は
、

杉
並

区
か

ら
受

託
し

て
実

施
す

る
障

害
者

就
労

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

と
、

障
害

者
総

合
支

援
法

に
基

づ
く

障
害

者
就

労
移

行
支

援
事

業
を

柱
と

し
て

定
款

に
定

め
ら

れ
た

各
種

事
業

を
着

実
に

実
施

し
て

い
く

。

○
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
な

ど
と

連
携

し
な

が
ら

、
区

内
等

企
業

を
訪

問
し

、
障

害
者

雇
用

に
関

す
る

情
報

提
供

等
に

よ
り

就
労

・
実

習
の

場
の

開
拓

を
い

っ
そ

う
進

め
る

。
○

就
労

相
談

・
支

援
に

お
い

て
、

相
談

・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
等

を
活

用
し

た
個

別
支

援
計

画
を

作
成

し
、

就
職

や
職

場
定

着
に

至
る

ま
で

の
プ

ロ
セ

ス
を

明
確

に
す

る
こ

と
に

よ
り

、
障

害
者

自
身

が
主

体
的

に
就

労
活

動
に

取
り

組
め

る
よ

う
サ

ポ
ー

ト
す

る
。

○
新

規
就

職
者

及
び

就
労

継
続

者
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

し
、

事
業

団
事

　
業

に
対

す
る

評
価

と
ニ

ー
ズ

、
課

題
等

を
把

握
す

る
。

○
就

労
移

行
支

援
事

業
の

新
規

利
用

者
の

安
定

的
な

確
保

と
多

様
な

特
性

の
あ

る
障

害
者

に
応

じ
た

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

を
図

り
、

よ
り

多
く

の
就

職
者

の
輩

出
に

つ
な

げ
る

。
○

雇
用

支
援

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

等
で

福
祉

施
設

・
関

係
機

関
と

連
携

を
と

り
、

ケ
ー

ス
対

応
な

ど
必

要
な

と
き

に
協

力
し

て
支

援
す

る
体

制
・
関

係
づ

く
り

を
行

う
。

団
体

名
称

杉
並

区
障

害
者

雇
用

支
援

事
業

団

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

2275

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

　障害者の就労支援及び就労後の定着支援については、法改正や障害者の就労意欲の高まりなどの社会
状況の変化に伴い、その重要性が増している。新規・累積登録者数、相談件数及び職場定着支援件数は、
そのような社会のニーズに対する活動実績を表す指標として適切である。また、新規就職者数と定着率を示
すことは活動の成果を見る上で適切な指標である。
　平成28年度より相談・支援記録管理システム導入に伴う集計方法の変更については、実態をより分かりや
すく把握できるように改善されており、妥当と考える。

事業分析
(現状の分析・

評価）

　平成28年度の新規就職者数は62名と前年度比6.0％減となった。これには、生活や障害の特性により相
談を受けてもすぐに就労に結びつかないケースが多くみられ、就労支援の長期化が見受けられる。また、定
着率が前年度比4.6ポイント減となった。これには、精神障害者の就労が増加する半面、障害の特性から体
調が不安定となり離職となることが多くみられた。精神障害者等の障害特性と生活状況に応じたより効果的
な就労・定着支援に取り組むことを期待したい。
　就労移行支援事業については、利用者数が、安定していることが見て取れる。事業の運営に当たっては、
利用者の就労スキルが高められるプログラムが効果的に取り入れられていると評価できる。

事業分析

所管部
課係名

保健福祉部障害者生活支援課
就労支援担当係

団体名 杉並区障害者雇用支援事業団

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

　総支出は、嘱託員の月あたりの勤務日数を１６日から１８日へ変更したことによる人件費の増等により増加
した。また、当該人件費の増に伴う区受託事業費の増等により総収入についても増加した。一方、訓練等給
付金収入は微減であったが安定した収入を確保した。これらにより経常収支比率は微減となった。
　組織については非常勤職員の欠員状況による増減ほか定数の変動はなかった。サービス利用年間延べ
人数の減については、相談・支援記録管理システム導入に伴う集計方法の変更によるもので、昨年度まで
の実績との乖離はないものと判断している。
　コストについては、就労移行支援事業については大きな変化はなく、就労支援事業による相談を行い就労
に結び付けるコストについては、相談開始時に、就労活動を行うための生活面の準備等が整っていない方
が増えてきたことにより、就労までに支援の時間を要する方が増えたことで単位コストが増加している。今後
も、法定雇用率の引き上げ等により就労相談のニーズは増加すると見込まれるため、支援をより効果的かつ
効率的に行うことが必要である。

　新規就職者数、就職後の定着支援、企業訪問、関係機関との連携などの取組実績から、事業団が杉並区の障害者雇用の中
核としての役割を果たしていると評価できる。
　しかし、障害者差別解消法による雇用事業主の合理的配慮規定や、平成30年度の法定雇用率における精神障害者の算定基
礎への算入、また、就労者の定着支援について新たな制度が予定される等、障害者の安定的雇用への環境整備が求められて
いる。その中で、事業団に期待される役割は大きい。
　近年、精神障害者、発達障害者の就職者数の増加が顕著で、今後の就労支援を行っていく上では、本人及び雇用する企業
にも障害特性に合わせたきめ細やかな対応が必要である。今後、事業団は支援における専門性の向上に引き続き取り組むとと
もに、これまでの支援ノウハウに関する情報を地域の関係機関等へ発信し共有すること等により、障害特性に合わせた就労支援
を一層推し進めていくことが求められている。
　就労者の定着支援では、これまで以上に関係機関との連携が求められることが予想される。引き続き、各関係機関と情報を共
有し役割分担をしながら、効果的な支援を行っていく事が求められる。さらに、これまでの実績と経験を活かし、就労支援のネット
ワークの強化が図られるよう、その役割が求められている。
　就労移行支援事業については、今後も利用者の確保に努めるとともに、障害特性に合ったそれぞれのニーズに応えられる訓
練プログラムの検証を常に行い就職者数の増加につなげていく必要がある。

経営分析

定量評価

　経常収支は前年度の黒字から僅かに赤字へ転化したが、事業収入および経常収入の伸び率が前年度よ
り上回っており、経常収支比率は、９９．８％と大きな落ち込みは見られていない。経営面からの視点で考え
ると、就労移行支援事業の収入が高い水準を維持したことにより経営の安定が保てている。
　なお、管理費比率の削減率については、事務機器のリース替え等管理費増によりマイナス１２．２％となっ
たが、管理費自体の比率は総支出の３．５％と依然、低水準にとどまっているため、大きな影響は生じていな
い。

定性評価

　杉並区障害者雇用支援事業団が策定した障害者就労支援事業推進プラン（平成26年度～30年度）に基
づいて、計画通りに事業が実施されている。
　前年度に行った就職者に対するアンケート調査結果に基づき、定着支援を推進する取組として余暇支援
の充実を行った。余暇支援については、ニーズが多く実施場所や人員の面ではより効率的な実施が課題と
なっている。また、雇用支援ネットワーク会議など関係機関からの意見を障害者や支援職員への就労支援
セミナーの内容に活かして取り組んだことは評価できる。
　就労・定着支援の実施には、直接職員が足を運ぶことで成果につながることからマンパワーが最も求めれ
る。また、新たに相談・支援記録管理システムを導入し、集計処理や支援記録について職員間での共有化
を図り、担当不在時においても適切な支援を行うなどの対応に活用されている。事業団は今後も人材の育
成と確保に努めるとともにより効果的な支援方法の開発等に取り組んでいただきたい。
　就労移行支援事業については、その事業収支が経営全体の収支を左右する要因となっており、今後とも
利用者の安定的確保に努めていただきたい。また、公益法人会計の収支相償原則により、公益目的事業と
しては収益を出さない運営が求められていることから、現状の収支状況は適正な範囲にあると判断する。

二次評価（区経営評価）
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

人 565,447 562,528

人 83,738 85,190

人 31,063 28,154

％ 41.7 44.6

％ 83.3 78.1

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 346,025 346,259 377,320

千円 74,578 72,928 80,884

千円 349,048 340,956 365,383

千円 628,085 649,500 649,627

千円 ▲ 3,023 5,303 11,937

％ 93.1 93.3 93.1

％ 6.9 6.7 6.9

％ 22.7 21.7 22.3

％ 49.0 49.7 46.1

千円 4,666 5,298 6,007

千円 316,993 329,885 353,148

人 89 90 88

人 55.8 49.8 47.8

％ 1.8 2.0 2.1

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 90

A A A 88

A A A 90

A A A 100

A A A 100

A A A 468

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

利用者満足度

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

利用者満足度調査

野外事業、都立学校開放事業等財団
管理施設以外での教室・イベントに参
加した延べ人数

41.9

549,262

85,854

27,068

区民意向調査

施設利用者数

財団管理施設での教
室・イベント参加人数

区民生活部スポーツ振興課

指標名 平成28年度算式･内容

貸切使用、一般使用(個人利用)、教室、大会
などで施設を利用した延べ人数（民間施設
等の利用を除く財団管理施設利用者数）

87.0

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

成人の週1回以上のス
ポーツ・運動の実施率

財団管理施設以外で
の教室・イベント参加人
数

財団管理施設で主催・共催するスポーツ教
室やイベントに参加した延べ人数

①スポーツ教室・講座及び各種大会運営に関する事業：71種目、68教室、区民体育祭1回、延べ参加者53,151名
②スポーツ関係団体の育成・支援及び指導者の育成事業：6種目、142回、延べ参加者4,521名
③スポーツ振興のための普及啓発事業：広報紙の発行年4回、673,900部、財団ＨＰ、6施設地域情報紙の発行、クラブ紹介、ふ
れあい伝言板、SNSの実施
④杉並区から受託するスポーツ及びレクリエーション事業：31種目、50教室、体育の日イベント１回、一般使用：19種目　延べ参
加者59,771名
⑤杉並区から受託するスポーツ施設の管理及び運営に関する事業：7施設、施設総利用者数549,262名
　☆指定管理施設の管理運営（4施設） 291,021名
　☆区受託施設の管理運営（3施設） 　258,241名

成果
指標

事業内容

500,000千円 平成5年10月1日

事業目的団
体
概
要

スポーツ振興に関する事業を行うことによって、区民の
スポーツ活動の活性化を促進し、健康で潤いのある豊
かな暮らしの実現と活力ある地域社会の形成に資する
こと。

区内在住、在勤、在学者
及び体育施設利用者

○スポーツ教室・講座及び各種大会開催
○スポーツ関係団体育成・支援及び指導
者養成
○スポーツ振興の普及啓発事業の実施
○区から受託するスポーツ及びレクリエー
ション事業の実施
○区から受託する施設の管理運営

5305-6161公益財団法人　杉並区スポーツ振興財団

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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　区は、区民が生涯にわたりスポーツに親しむことができることを目指して策定したスポーツ推進計画「健康スポーツライフ杉並プラン」
において、計画推進の最も重要な実施主体として財団を位置付けている。財団が管理している施設の利用者だけでなく、広く区民を
対象とした事業を進め、特に、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした、区民のスポーツへの関心を高める取組や生
涯にわたり区民が自主的・継続的にスポーツに親しめる事業提供を期待する。
　経営状況は、平成27・28年度と経常収入が経常支出を上回り、改善されている。平成29年度から、新たに5施設の指定管理者として
の業務を開始しており(指定管理期間は平成33年度まで）、公益性の高い事業の実施とともに、施設管理者として自立した施設管理を
行うこととなる。このため、財団の役割や指定管理について一人ひとりの職員が理解を深め、スキルアップを図る取組を充実することを
求める。さらに、財団は、その役割を果たすために、より公益性の高い事業展開が可能となる組織体制や経営基盤の強化等、将来に
向けた検討を進める必要がある。

【二次評価（区経営評価）】

経
済
性

○3年間の長期継続契約にすることで委託費低減に努めている。また施設担当者
による施設修繕に努め、経費の削減を図った。
○区民の健康志向は年々増え、特に中高齢者の関心は高く、フィットネス系の種
目の充実を図った。
○事業収入（施設利用料）は利用料改定に伴い前年度比27％増となったが、参
加料収入は前年度と同程度だった。
○より多くの区民がスポーツに親しめるよう、広報紙の発行及び財団ホームペー
ジにより適宜周知している。特にホームページは、開催する教室の紹介、マイス
ポーツすぎなみの掲載など月3回の定期更新に加え、随時、最新情報の提供に
努めている。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○下高井戸運動場の工事休館(約1か
月）の影響による利用者数の減はあった
が、教室参加費収入は27年度と同程度と
なり、施設利用料改定に伴い利用料金収
入については増となった
○支出については、荻窪体育館の照明
のLED化や各施設の設備の老朽化に伴
う改修・更新、新たな著作権使用料の支
払い、広報紙の内容充実などにより増加
したが、職員の配置等の見直しによる人
件費の縮減や、荻窪体育館の電気供給
会社の変更による光熱水費の削減などに
取り組んだ。
○収入、支出とも27年度より増加したが、
支出の抑制を図り、経常収支は前年度よ
り更に改善することができた。

定性評価
○指定管理施設（4施設）は、提案時の事業計画並びに収支計画に基づき、また、
業務受託施設（3施設）は受託契約内容に基づきそれぞれ事業を実施している。
○中長期的な運営方針については、平成25年度に区が策定したスポーツ推進計画
を踏まえ、平成26年度に財団のスポーツ推進計画を策定し、目標管理、効率的運
営方針等を明確にし事業に取り組んでいる。
○今後、計画の実現に向け、区のスポーツ振興施策を推進する事業実施主体とし
て、指定管理者制度の施設管理への対応については区と協議していく。

事業分析（現状の分析・評価）
　
１　誰もが気軽に参加できる当日参加型事業の充実を図り、３施設で実施した「楽らく健康タイム」では、延べ81回、延べ7,884人の参
加があり、回数・参加人数とも前年度より増となった。
２　他の指定管理施設での事業として、上井草スポーツセンターでの障がい者バスケットボール教室（2回・39名）と障がい者水泳教室
（2回・16名）、大宮前体育館でのフェンシング教室（50回・612名）を開催した。また、都立学校施設開放事業として、西高等学校(13
回・100名)、豊多摩高等学校(27回・976名)で実施するほか、新たに、民間施設を利用した教室（ピラティス・25名）を実施し、より多角
的に事業に取り組んだ。
３　年4回発行している財団機関紙「マイスポーツすぎなみ」は、財団管理施設だけでなく区の体育施設全体の情報を取り上げるととも
に、トップアスリートを目指す区内の子どもたちの紹介記事を掲載するなど内容の充実を図った。
４　こうした取組等により、利用者の満足度は向上したが、年間利用者数は549,262人で前年度より減少し、目標達成率は92％であっ
た。これは、杉並第十小学校温水プールや下高井戸運動場等の老朽化した施設の改修工事に伴う休館・休場が主な要因である。

　平成28年度は、新規に親子を対象とした野外活動事業や民間施設を活用した教室を実施した。各施設が計画する区民スポー
ツ教室についても、必要に応じて内容の見直しを行い、より区民が満足するような教室実施に心掛けている。また、前年度に区か
ら移管された事業について充実を図るとともに、障がい者を対象としたスポーツ教室（フットサル、水泳、バスケットボール）も継続
的に実施することにより、多くの区民がスポーツ・運動に親しめるように努めてきた。
　こうした取組により教室・イベント等への参加者数は前年度と同程度であったが、工事による休館等もあり、施設全体の利用者数
は減少傾向にある。今後も、より利用しやすい施設とするために、老朽化した設備の改修・更新を図り、快適で利用しやすい施設
としていくとともに、公益財団法人として区や関係団体などと連携し、施設利用者だけでなく広く区民を対象としたより公益性の高
い事業を実施していくことが必要である。また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関連した事業では多くの区民が参
加し、好評であったことから、引き続き、オリンピック・パラリンピックをきっかけに多くの区民がスポーツに親しめる事業に取り組んで
いくこととする。

○施設ごとに予算・決算、削減目標の進行管理を行い、節減に努めた。
○工事等による施設の休場期間中は、他施設への職員応援を実施している。
○平成28年度は、職員の配置等の見直しなど、人件費の縮減に努めた。
○財団向上検討会を定期的に開催し、事務処理の改善を図っている。
○会計システムの改善を随時行っている。

○新任職員研修や普通救命（AED)研修を毎年実施するほか、CS研修等を実施
している。
○意思決定機関の評議員会、業務執行機関の理事会の決定に基づき運営して
いる。また、公認会計士の指導、監査を受けている。
○事業内容の充実を図り、区の補助金以外の歳入確保に努めている。
○個人情報保護規定、情報公開規則等に基づき適切な管理を行っている。

計
画
性

○定款に定めた財団の目的を達成するため事業を展開している。
○目標は、これまでの実績と計画をもとに設定している。
○教室参加者への利用者アンケート調査により顧客ニーズの把握に努め、事業
に反映している。
○区の体育施設利用者満足度調査の実施結果を基に満足度・要望を把握して
いる。また、要望への検討結果や改善の取組を一覧にし、施設に掲示すること
で、利用者へフィードバックしている。
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団
体

名
称

顧 　 客 事 業 目 的

5
0
0
,0

0
0
千

円

組 織 構 成基
本

財
産

①
ス

ポ
ー

ツ
教

室
・
講

座
及

び
各

種
大

会
の

運
営

（
第

1
号

事
業

）
  
 多

く
の

区
民

が
、

ス
ポ

ー
ツ

に
親

し
み

、
生

涯
に

わ
た

り
ス

ポ
ー

ツ
に

参
加

で
き

る
よ

う
に

教
室

や
講

座
を

実
施

す
る

ほ
か

、
区

民
の

ス
ポ

ー
ツ

の
普

及
を

図
る

た
め

各
種

大
会

や
イ

ベ
ン

ト
を

実
施

。
②

ス
ポ

ー
ツ

関
係

団
体

の
育

成
・
支

援
及

び
指

導
者

養
成

（
第

2
号

事
業

）
  
 区

内
の

ス
ポ

ー
ツ

団
体

及
び

公
的

な
団

体
等

の
ス

ポ
ー

ツ
活

動
を

育
成

・
支

援
し

、
指

導
者

等
の

養
成

を
行

い
、

地
域

ス
ポ

ー
ツ

の
振

興
を

図
る

。
③

ス
ポ

ー
ツ

振
興

の
た

め
の

普
及

啓
発

（
第

3
号

事
業

）
  
 広

報
紙

や
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

の
活

用
に

よ
り

、
ス

ポ
ー

ツ
に

関
す

る
情

報
を

提
供

し
、

ス
ポ

ー
ツ

の
普

及
啓

発
を

図
る

。
④

杉
並

区
か

ら
受

託
す

る
ス

ポ
ー

ツ
及

び
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ
ン

事
業

の
実

施
（
第

4
号

事
業

）
  
 杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

振
興

事
業

及
び

委
託

事
業

を
実

施
し

、
区

民
へ

ス
ポ

ー
ツ

の
普

及
・
振

興
を

目
的

と
し

た
教

室
や

イ
ベ

ン
ト
の

へ
の

参
加

の
機

会
を

提
供

す
る

。
⑤

杉
並

区
か

ら
受

託
す

る
ス

ポ
ー

ツ
施

設
の

管
理

及
び

運
営

（
第

5
号

事
業

）
  
 杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

施
設

に
つ

い
て

、
「
杉

並
区

体
育

施
設

等
に

関
す

る
条

例
」
「
杉

並
区

体
育

施
設

等
に

関
す

る
条

例
施

行
規

則
」
等

に
基

づ
き

、
公

平
・
平

等
な

管
理

運
営

を
行

う
。

　

平 成 2 8 年 度 の 事 業 実 績

ス
ポ

ー
ツ

振
興

に
関

す
る

事
業

を
行

う
こ

と
に

よ
っ

て
、

区
民

の
ス

ポ
ー

ツ
活

動
の

活
性

化
を

促
進

し
、

健
康

で
潤

い
の

あ
る

豊
か

な
暮

ら
し

の
実

現
と

活
力

あ
る

地
域

社
会

の
形

成
に

資
す

る
こ

と
。

事 業 規 模

①
ス

ポ
ー

ツ
教

室
・
講

座
及

び
各

種
大

会
運

営
に

関
す

る
事

業
：
7
1
種

目
、

6
8
教

室
、

区
民

体
育

祭
1
回

、
延

べ
参

加
者

5
3
,1

5
1
名

②
ス

ポ
ー

ツ
関

係
団

体
の

育
成

・
支

援
及

び
指

導
者

の
育

成
事

業
：
6
種

目
、

1
4
2
回

、
延

べ
参

加
者

4
,5

2
1
名

③
ス

ポ
ー

ツ
振

興
の

た
め

の
普

及
啓

発
事

業
：
広

報
紙

の
発

行
年

4
回

、
6
7
3
,9

0
0
部

、
財

団
Ｈ

Ｐ
、

6
施

設
地

域
情

報
紙

の
発

行
、

ク
ラ

ブ
紹

介
、

ふ
れ

あ
い

伝
言

板
、

S
N

S
の

実
施

④
杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

及
び

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

事
業

：
3
1
種

目
、

5
0
教

室
、

体
育

の
日

イ
ベ

ン
ト
１

回
、

一
般

使
用

：
1
9
種

目
　

延
べ

参
加

者
5
9
,7

7
1
名

⑤
杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

施
設

の
管

理
及

び
運

営
に

関
す

る
事

業
：
7
施

設
、

施
設

総
利

用
者

数
5
4
9
,2

6
2
名

　
☆

指
定

管
理

施
設

の
管

理
運

営
（
4
施

設
）
 2

9
1
,0

2
1
名

　
☆

区
受

託
施

設
の

管
理

運
営

（
3
施

設
）
 　

2
5
8
,2

4
1
名

事 業 内 容

〈
平

成
2
8
年

度
計

画
〉

○
ス

ポ
ー

ツ
教

室
・
講

座
及

び
各

種
大

会
の

運
営

に
関

す
る

事
業

（
5
6
事

業
）
：
教

室
・
講

座
・
春

の
イ

ベ
ン

ト
な

ど
延

べ
参

加
予

定
6
8
,3

8
1
名

○
ス

ポ
ー

ツ
関

係
団

体
の

育
成

・
支

援
及

び
指

導
者

養
成

（
8
事

業
）

○
ス

ポ
ー

ツ
振

興
の

た
め

の
普

及
啓

発
事

業
（
7
事

業
）
：
広

報
紙

の
発

行
年

4
回

　
6
7
3
,9

0
0
部

○
杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

及
び

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

事
業

（
5
1
事

業
）
：
体

育
の

日
の

イ
ベ

ン
ト
、

各
種

教
室

な
ど

、
延

べ
参

加
予

定
3
5
,7

8
0
名

○
杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

施
設

の
管

理
及

び
運

営
に

関
す

る
事

業
　

☆
指

定
管

理
施

設
の

管
理

運
営

（
4
施

設
）

　
　

・
下

高
井

戸
運

動
場

：
野

球
場

・
運

動
場

　
　

・
高

円
寺

体
育

館
：
体

育
室

、
小

体
育

室
　

　
・
永

福
体

育
館

：
体

育
室

　
　

・
荻

窪
体

育
館

：
体

育
室

、
小

体
育

室
、

武
道

場
、

会
議

室
　

☆
区

受
託

施
設

の
管

理
運

営
（
3
施

設
）

　
　

・
松

ノ
木

運
動

場
：
野

球
場

、
庭

球
場

（
和

田
堀

公
園

野
球

場
及

び
調

節
池

庭
球

場
を

含
む

）
　

　
・
（
暫

定
）
遊

び
場

1
0
6
番

運
動

場
：
庭

球
場

　
　

・
杉

並
第

十
小

学
校

温
水

プ
ー

ル
：
プ

ー
ル

、
運

動
場

（
蚕

糸
の

森
公

園
運

動
場

を
含

む
）

区
民

生
活

部
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

5
6
5
,4

4
7

5
6
2
,5

2
8

5
4
9
,2

6
2

6
0
0
,0

0
0

2
8

②
人

8
3
,7

3
8

8
5
,1

9
0

8
5
,8

5
4

9
0
,0

0
0

2
8

③
人

3
1
,0

6
3

2
8
,1

5
4

2
7
,0

6
8

3
0
,0

0
0

2
8

④
人

4
,5

2
7

3
,6

5
2

4
,5

2
1

3
,8

0
0

2
8

⑤
部

4
6
2
,0

0
0

6
6
4
,8

0
0

6
7
3
,9

0
0

6
6
4
,8

0
0

2
8

⑥
％

4
1
.7

4
4
.6

4
1
.9

4
5
.0

2
9

⑦
％

8
3
.3

7
8
.1

8
7
.0

8
5
.0

2
8

⑥
％

8
9
.3

9
1
.6

8
8
.2

9
6
.0

2
8

指
標

名

広
報

紙
「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
杉

並
」

の
発

行
部

数

目
標

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
6
年

度
実

績
単

位

　 １
　

誰
も

が
気

軽
に

参
加

で
き

る
当

日
参

加
型

事
業

の
充

実
を

図
り

、
３

施
設

で
実

施
し

た
「
楽

ら
く

健
康

タ
イ

ム
」
で

は
、

延
べ

8
1
回

、
延

べ
7
,8

8
4
人

の
参

加
が

あ
り

、
回

数
・
参

加
人

数
と

も
前

年
度

よ
り

増
と

な
っ

た
。

２
　

他
の

指
定

管
理

施
設

で
の

事
業

と
し

て
、

上
井

草
ス

ポ
ー

ツ
セ

ン
タ

ー
で

の
障

が
い

者
バ

ス
ケ

ッ
ト

ボ
ー

ル
教

室
（
2
回

・
3
9
名

）
と

障
が

い
者

水
泳

教
室

（
2
回

・
1
6
名

）
、

大
宮

前
体

育
館

で
の

フ
ェ

ン
シ

ン
グ

教
室

（
5
0
回

・
6
1
2
名

）
を

開
催

し
た

。
ま

た
、

都
立

学
校

施
設

開
放

事
業

と
し

て
、

西
高

等
学

校
(1

3
回

・
1
0
0
名

)、
豊

多
摩

高
等

学
校

(2
7
回

・
9
7
6
名

)で
実

施
す

る
ほ

か
、

新
た

に
、

民
間

施
設

を
利

用
し

た
教

室
（
ピ

ラ
テ

ィ
ス

・
2
5
名

）
を

実
施

し
、

よ
り

多
角

的
に

事
業

に
取

り
組

ん
だ

。
３

　
年

4
回

発
行

し
て

い
る

財
団

機
関

紙
「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
」
は

、
財

団
管

理
施

設
だ

け
で

な
く

区
の

体
育

施
設

全
体

の
情

報
を

取
り

上
げ

る
と

と
も

に
、

ト
ッ

プ
ア

ス
リ
ー

ト
を

目
指

す
区

内
の

子
ど

も
た

ち
の

紹
介

記
事

を
掲

載
す

る
な

ど
内

容
の

充
実

を
図

っ
た

。
４

　
こ

う
し

た
取

組
等

に
よ

り
、

利
用

者
の

満
足

度
は

向
上

し
た

が
、

年
間

利
用

者
数

は
5
4
9
,2

6
2
人

で
前

年
度

よ
り

減
少

し
、

目
標

達
成

率
は

9
2
％

で
あ

っ
た

。
こ

れ
は

、
杉

並
第

十
小

学
校

温
水

プ
ー

ル
や

下
高

井
戸

運
動

場
等

の
老

朽
化

し
た

施
設

の
改

修
工

事
に

伴
う

休
館

・
休

場
が

主
な

要
因

で
あ

る
。

目
標

設
定

の
考

え
方

１
　

指
定

管
理

施
設

の
指

定
管

理
期

間
終

了
が

平
成

2
8
年

度
で

あ
る

た
め

、
目

標
年

度
は

平
成

2
8
年

度
に

設
定

し
て

い
る

。
2
　

利
用

者
は

、
施

設
貸

切
利

用
者

、
一

般
使

用
、

行
政

使
用

の
利

用
者

及
び

教
室

参
加

者
に

大
別

さ
れ

る
。

財
団

管
理

施
設

数
は

平
成

2
7
年

度
と

同
じ

で
あ

る
た

め
、

施
設

利
用

者
数

の
目

標
は

6
0
0
,0

0
0

人
と

し
て

い
る

。
３

　
財

団
管

理
施

設
の

事
業

で
は

、
誰

も
が

気
軽

に
参

加
し

や
す

い
よ

う
に

、
楽

ら
く

健
康

タ
イ

ム
等

の
当

日
参

加
型

教
室

や
フ

ィ
ッ

ト
ネ

ス
系

教
室

の
充

実
を

図
る

。
４

　
よ

り
多

く
の

区
民

を
対

象
に

事
業

展
開

で
き

る
よ

う
、

上
井

草
ス

ポ
ー

ツ
セ

ン
タ

ー
や

都
立

学
校

施
設

な
ど

の
財

団
管

理
施

設
以

外
の

施
設

を
活

用
し

て
多

様
な

事
業

を
実

施
す

る
。

５
　

財
団

機
関

紙
「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
」
を

広
報

す
ぎ

な
み

と
合

わ
せ

て
新

聞
折

り
込

み
に

し
て

配
布

し
、

区
内

他
の

指
定

管
理

者
の

教
室

情
報

を
掲

載
す

る
な

ど
内

容
を

充
実

さ
せ

な
が

ら
、

事
業

の
周

知
度

を
高

め
、

参
加

者
増

を
図

る
。

６
　

成
人

の
ス

ポ
ー

ツ
・
運

動
の

実
施

率
に

つ
い

て
は

、
区

の
施

策
目

標
と

合
わ

せ
て

い
る

。

区
民

意
向

調
査

利
用

者
満

足
度

調
査

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

利
用

者
満

足
度

成 果 指 標

成
人

の
週

1
回

以
上

の
ス

ポ
ー

ツ
・
運

動
の

実
施

率

施
設

利
用

率
利

用
総

枠
数

÷
利

用
可

能
総

枠
数

活 動 指 標

野
外

事
業

、
都

立
学

校
開

放
事

業
等

財
団

管
理

施
設

以
外

で
の

教
室

・
イ

ベ
ン

ト
に

参
加

し
た

延
べ

人
数

財
団

管
理

施
設

以
外

で
の

教
室

・
イ

ベ
ン

ト
参

加
人

数

指
導

者
養

成
事

業
や

ス
ポ

ー
ツ

関
係

団
体

の
育

成
支

援
に

参
加

し
た

延
べ

人
数

指
導

者
養

成
事

業
等

の
参

加
人

数

財
団

管
理

施
設

で
主

催
・
共

催
す

る
ス

ポ
ー

ツ
教

室
や

イ
ベ

ン
ト

に
参

加
し

た
延

べ
人

数

新
聞

折
込

等
に

よ
る

広
報

紙
発

行
部

数

貸
切

使
用

、
一

般
使

用
(個

人
利

用
)、

教
室

、
大

会
な

ど
で

施
設

を
利

用
し

た
延

べ
人

数
（
民

間
施

設
等

の
利

用
を

除
く
財

団
管

理
施

設
利

用
者

数
）

財
団

管
理

施
設

で
の

教
室

・
イ

ベ
ン

ト
参

加
人

数

施
設

利
用

者
数
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
（ア

）
千

円
3
6
8
,4

3
5

3
6
7
,4

7
2

3
4
6
,0

2
5

3
4
6
,2

5
9

3
7
7
,3

2
0

千
円

6
7
,8

9
7

6
4
,4

3
9

7
8
,5

6
0

7
5
,1

9
3

8
4
,1

3
5

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
2
8
7
,8

4
2

2
9
3
,9

0
3

2
6
0
,3

8
1

2
6
3
,9

8
3

2
8
7
,1

7
6

千
円

2
1
0
,6

2
2

2
1
4
,5

1
9

1
8
5
,8

0
3

1
9
1
,0

5
5

2
0
6
,2

9
2

千
円

6
,1

9
0

5
,9

1
4

4
,7

1
9

5
,9

2
4

4
,6

4
8

（イ
）

千
円

7
7
,2

2
0

7
9
,3

8
4

7
4
,5

7
8

7
2
,9

2
8

8
0
,8

8
4

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
2
3
.1

2
3
.7

2
3
.0

2
2
.9

2
3
.8

（
ウ

）
千

円
3
6
2
,4

6
1

3
6
1
,6

4
5

3
4
9
,0

4
8

3
4
0
,9

5
6

3
6
5
,3

8
3

千
円

3
3
4
,5

4
5

3
3
4
,5

9
3

3
2
4
,8

8
5

3
1
8
,2

5
6

3
4
0
,2

3
5

千
円

1
6
2
,3

4
1

1
6
4
,8

1
8

1
6
2
,8

6
1

1
5
7
,3

5
0

1
8
1
,3

9
3

千
円

1
7
2
,2

0
4

1
6
9
,7

7
5

1
6
2
,0

2
4

1
6
0
,9

0
6

1
5
8
,8

4
2

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
2
4
8
,4

4
0

2
4
8
,5

0
6

2
1
9
,4

3
3

1
9
1
,0

5
5

2
2
9
,5

9
4

千
円

2
7
,9

1
5

2
7
,0

5
1

2
4
,1

6
2

2
2
,7

0
0

2
5
,1

4
9

千
円

1
4
,2

7
9

1
4
,9

9
0

1
5
,3

0
6

1
4
,0

1
4

1
5
,4

4
0

千
円

1
3
,6

3
6

1
2
,0

6
1

8
,8

5
6

8
,6

8
6

9
,7

0
9

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
1
8
5
,8

4
0

1
8
1
,8

3
6

1
7
0
,8

8
0

1
6
9
,5

9
2

1
6
8
,5

5
1

千
円

1
3
4
,3

3
2

1
3
6
,4

4
0

1
1
0
,1

0
8

1
1
2
,6

5
2

1
0
8
,6

7
5

（エ
）

千
円

6
3
3
,7

7
2

6
3
8
,6

0
8

6
2
8
,0

8
5

6
4
9
,5

0
0

6
4
9
,6

2
7

千
円

4
6
,5

1
9

4
5
,5

2
7

3
8
,0

2
6

5
4
,1

3
9

4
2
,3

3
0

資
産

－
負

債
千

円
5
8
7
,2

5
3

5
9
3
,0

8
1

5
9
0
,0

5
9

5
9
5
,3

6
1

6
0
7
,2

9
7

千
円

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

（シ
）役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
1
0
2

1
0
5

8
9

9
0

8
8

人
1

1
1

1
1

人
1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
3

3
3

3
3

人
3
8

3
9

3
7

3
7

3
4

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

5
0

5
2

3
8

3
9

4
0

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
6
6
.2

6
8
.0

5
5
.8

4
9
.8

4
7
.8

人
7
0
0
,3

7
5

6
9
2
,8

1
6

5
6
5
,4

4
7

5
6
2
,5

2
8

5
4
9
,2

6
2

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
1
0
,5

8
3

1
0
,1

8
8

1
0
,1

3
3

1
1
,2

9
1

1
1
,4

9
1

総
支

出
÷

活
動

指
標

①
（施

設
利

用
者

延
べ

人
数

）
円

5
1
7

5
2
2

6
1
7

6
0
6

6
6
5

教
室

事
業

費
（
イ

ベ
ン

ト
、

大
会

を
除

く
）
÷

教
室

参
加

延
べ

人
数

円
7
3
8

7
4
9

6
7
3

6
9
1

7
3
5

事
業

委
託

費
÷

活
動

指
標

①
（
施

設
利

用
者

延
べ

人
数

）
円

3
5
4

3
5
8

3
8
8

3
8
5

4
1
8

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

財  務  状  況

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

総 収 入 の う ち総
収

入
（経

常
収

入
）

施
設

利
用

者
コ

ス
ト

教
室

参
加

者
コ

ス
ト

施
設

委
託

コ
ス

ト

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

り コ ス ト

単 位 当 た

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

受
益

者
負

担

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担
比

率
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
参

考

　
事

業
費

の
対

計
画

比
率

全
事

業
の

事
業

費
（決

算
額

）÷
当

初
予

算
事

業
費

額
×

１
０

０
％

9
8
.5

9
0
.8

9
4
.4

 

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 3
,0

2
3

5
,3

0
3

1
1
,9

3
7

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
9
.1

1
0
1
.6

1
0
3
.3

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
8
8
.6

1
0
1
.4

1
0
8
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
9
4
.2

1
0
0
.1

1
0
9
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
3
.1

9
3
.3

9
3
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
6
.9

6
.7

6
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

2
2
.7

2
1
.7

2
2
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
1
6
.1

2
2
.9

2
3
.8

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

6
7
.5

6
0
.0

6
7
.5

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

9
3
.9

9
1
.7

9
3
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0
.9

1
.2

0
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
4
9
.0

4
9
.7

4
6
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

1
.8

2
.0

2
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

3
.9

3
.2

4
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

7
.5

3
.8

▲
 3

.4
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0
.6

0
.5

0
.6

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
4
,6

6
6

5
,2

9
8

6
,0

0
7

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
0
.6

0
.8

1
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

3
1
6
,9

9
3

3
2
9
,8

8
5

3
5
3
,1

4
8

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
9
1
.6

9
5
.3

9
3
.6

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

○
下

高
井

戸
運

動
場

の
工

事
休

館
(約

1
か

月
）
の

影
響

に
よ

る
利

用
者

数
の

減
は

あ
っ

た
が

、
教

室
参

加
費

収
入

は
27

年
度

と
同

程
度

と
な

り
、

施
設

利
用

料
改

定
に

伴
い

利
用

料
金

収
入

に
つ

い
て

は
増

と
な

っ
た

○
支

出
に

つ
い

て
は

、
荻

窪
体

育
館

の
照

明
の

L
E
D

化
や

各
施

設
の

設
備

の
老

朽
化

に
伴

う
改

修
・更

新
、

新
た

な
著

作
権

使
用

料
の

支
払

い
、

広
報

紙
の

内
容

充
実

な
ど

に
よ

り
増

加
し

た
が

、
職

員
の

配
置

等
の

見
直

し
に

よ
る

人
件

費
の

縮
減

や
、

荻
窪

体
育

館
の

電
気

供
給

会
社

の
変

更
に

よ
る

光
熱

水
費

の
削

減
な

ど
に

取
り

組
ん

だ
。

○
収

入
、

支
出

と
も

27
年

度
よ

り
増

加
し

た
が

、
支

出
の

抑
制

を
図

り
、

経
常

収
支

は
前

年
度

よ
り

更
に

改
善

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 1
0

1
1

1
2

1
95 6 7 8 9
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  

  
  

 標
評

価
分

野
の

点
数

（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
△

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
△

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

分
 野

計  画  性
90

　 目 的 適 合 性  健  全  性

90
○

新
任

職
員

研
修

や
普

通
救

命
（A

E
D

)研
修

を
毎

年
実

施
す

る
ほ

か
、

C
S
研

修
等

を
実

施
し

て
い

る
。

○
意

思
決

定
機

関
の

評
議

員
会

、
業

務
執

行
機

関
の

理
事

会
の

決
定

に
基

づ
き

運
営

し
て

い
る

。
ま

た
、

公
認

会
計

士
の

指
導

、
監

査
を

受
け

て
い

る
。

○
事

業
内

容
の

充
実

を
図

り
、

区
の

補
助

金
以

外
の

歳
入

確
保

に
努

め
て

い
る

。
○

個
人

情
報

保
護

規
定

、
情

報
公

開
規

則
等

に
基

づ
き

適
切

な
管

理
を

行
っ

て
い

る
。

○
指

定
管

理
施

設
（4

施
設

）は
、

提
案

時
の

事
業

計
画

並
び

に
収

支
計

画
に

基
づ

き
、

ま
た

、
業

務
受

託
施

設
（
3
施

設
）
は

受
託

契
約

内
容

に
基

づ
き

そ
れ

ぞ
れ

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

○
中

長
期

的
な

運
営

方
針

に
つ

い
て

は
、

平
成

25
年

度
に

区
が

策
定

し
た

ス
ポ

ー
ツ

推
進

計
画

を
踏

ま
え

、
平

成
2
6
年

度
に

財
団

の
ス

ポ
ー

ツ
推

進
計

画
を

策
定

し
、

目
標

管
理

、
効

率
的

運
営

方
針

等
を

明
確

に
し

事
業

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
○

今
後

、
計

画
の

実
現

に
向

け
、

区
の

ス
ポ

ー
ツ

振
興

施
策

を
推

進
す

る
事

業
実

施
主

体
と

し
て

、
指

定
管

理
者

制
度

の
施

設
管

理
へ

の
対

応
に

つ
い

て
は

区
と

協
議

し
て

い
く

。

○
定

款
に

定
め

た
財

団
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
事

業
を

展
開

し
て

い
る

。
○

目
標

は
、

こ
れ

ま
で

の
実

績
と

計
画

を
も

と
に

設
定

し
て

い
る

。
○

教
室

参
加

者
へ

の
利

用
者

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
に

よ
り

顧
客

ニ
ー

ズ
の

把
握

に
努

め
、

事
業

に
反

映
し

て
い

る
。

○
区

の
体

育
施

設
利

用
者

満
足

度
調

査
の

実
施

結
果

を
基

に
満

足
度

・要
望

を
把

握
し

て
い

る
。

ま
た

、
要

望
へ

の
検

討
結

果
や

改
善

の
取

組
を

一
覧

に
し

、
施

設
に

掲
示

す
る

こ
と

で
、

利
用

者
へ

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
し

て
い

る
。

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  

  
  

 標
評

価
分

野
の

点
数

（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

効  率  性

10
0

経  済  性

○
施

設
ご

と
に

予
算

・決
算

、
削

減
目

標
の

進
行

管
理

を
行

い
、

節
減

に
努

め
た

。
○

工
事

等
に

よ
る

施
設

の
休

場
期

間
中

は
、

他
施

設
へ

の
職

員
応

援
を

実
施

し
て

い
る

。
○

平
成

28
年

度
は

、
職

員
の

配
置

等
の

見
直

し
な

ど
、

人
件

費
の

縮
減

に
努

め
た

。
○

財
団

向
上

検
討

会
を

定
期

的
に

開
催

し
、

事
務

処
理

の
改

善
を

図
っ

て
い

る
。

○
会

計
シ

ス
テ

ム
の

改
善

を
随

時
行

っ
て

い
る

。

○
3年

間
の

長
期

継
続

契
約

に
す

る
こ

と
で

委
託

費
低

減
に

努
め

て
い

る
。

ま
た

施
設

担
当

者
に

よ
る

施
設

修
繕

に
努

め
、

経
費

の
削

減
を

図
っ

た
。

○
区

民
の

健
康

志
向

は
年

々
増

え
、

特
に

中
高

齢
者

の
関

心
は

高
く

、
フ

ィ
ッ

ト
ネ

ス
系

の
種

目
の

充
実

を
図

っ
た

。
○

事
業

収
入

（施
設

利
用

料
）は

利
用

料
改

定
に

伴
い

前
年

度
比

27
％

増
と

な
っ

た
が

、
参

加
料

収
入

は
前

年
度

と
同

程
度

だ
っ

た
。

○
よ

り
多

く
の

区
民

が
ス

ポ
ー

ツ
に

親
し

め
る

よ
う

、
広

報
紙

の
発

行
及

び
財

団
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

よ
り

適
宜

周
知

し
て

い
る

。
特

に
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
は

、
開

催
す

る
教

室
の

紹
介

、
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
の

掲
載

な
ど

月
3回

の
定

期
更

新
に

加
え

、
随

時
、

最
新

情
報

の
提

供
に

努
め

て
い

る
。

10
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

　
平

成
28

年
度

は
、

新
規

に
親

子
を

対
象

と
し

た
野

外
活

動
事

業
や

民
間

施
設

を
活

用
し

た
教

室
を

実
施

し
た

。
各

施
設

が
計

画
す

る
区

民
ス

ポ
ー

ツ
教

室
に

つ
い

て
も

、
必

要
に

応
じ

て
内

容
の

見
直

し
を

行
い

、
よ

り
区

民
が

満
足

す
る

よ
う

な
教

室
実

施
に

心
掛

け
て

い
る

。
ま

た
、

前
年

度
に

区
か

ら
移

管
さ

れ
た

事
業

に
つ

い
て

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

障
が

い
者

を
対

象
と

し
た

ス
ポ

ー
ツ

教
室

（フ
ッ

ト
サ

ル
、

水
泳

、
バ

ス
ケ

ッ
ト
ボ

ー
ル

）も
継

続
的

に
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
多

く
の

区
民

が
ス

ポ
ー

ツ
・
運

動
に

親
し

め
る

よ
う

に
努

め
て

き
た

。
　

こ
う

し
た

取
組

に
よ

り
教

室
・イ

ベ
ン

ト
等

へ
の

参
加

者
数

は
前

年
度

と
同

程
度

で
あ

っ
た

が
、

工
事

に
よ

る
休

館
等

も
あ

り
、

施
設

全
体

の
利

用
者

数
は

減
少

傾
向

に
あ

る
。

今
後

も
、

よ
り

利
用

し
や

す
い

施
設

と
す

る
た

め
に

、
老

朽
化

し
た

設
備

の
改

修
・更

新
を

図
り

、
快

適
で

利
用

し
や

す
い

施
設

と
し

て
い

く
と

と
も

に
、

公
益

財
団

法
人

と
し

て
区

や
関

係
団

体
な

ど
と

連
携

し
、

施
設

利
用

者
だ

け
で

な
く

広
く

区
民

を
対

象
と

し
た

よ
り

公
益

性
の

高
い

事
業

を
実

施
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
東

京
20

20
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

に
関

連
し

た
事

業
で

は
多

く
の

区
民

が
参

加
し

、
好

評
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

、
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

を
き

っ
か

け
に

多
く

の
区

民
が

ス
ポ

ー
ツ

に
親

し
め

る
事

業
に

取
り

組
ん

で
い

く
こ

と
と

す
る

。

・昨
年

度
の

指
定

管
理

事
業

者
選

定
の

結
果

、
29

年
度

か
ら

ス
ポ

ー
ツ

施
設

4か
所

と
区

民
集

会
所

1か
所

を
3
3
年

度
ま

で
の

5
年

間
に

渡
り

管
理

・
運

営
す

る
と

と
も

に
、

3
施

設
を

業
務

受
託

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
こ

れ
ら

の
施

設
等

を
活

用
し

て
、

よ
り

公
益

性
の

高
い

事
業

を
全

区
的

に
展

開
す

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

て
お

り
、

区
ス

ポ
ー

ツ
推

進
計

画
及

び
財

団
の

ス
ポ

ー
ツ

推
進

プ
ラ

ン
の

実
現

に
向

け
、

障
が

い
者

、
健

康
分

野
な

ど
の

関
係

機
関

等
と

連
携

し
事

業
の

質
を

高
め

る
と

と
も

に
、

魅
力

あ
る

教
室

等
の

開
催

や
財

団
機

関
紙

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
な

ど
を

活
用

し
た

情
報

提
供

な
ど

、
よ

り
利

用
し

や
す

い
施

設
運

営
に

努
め

、
減

少
傾

向
に

あ
る

利
用

者
数

の
増

を
図

っ
て

い
く

。
・区

の
ス

ポ
ー

ツ
推

進
計

画
の

改
定

に
あ

わ
せ

、
財

団
の

ス
ポ

ー
ツ

推
進

プ
ラ

ン
も

改
定

し
、

区
の

ス
ポ

ー
ツ

施
策

の
重

要
な

実
施

主
体

と
し

て
、

公
益

性
が

高
く

、
質

の
高

い
事

業
の

計
画

的
な

実
施

を
め

ざ
す

。
・平

成
20

年
度

会
計

基
準

に
基

づ
き

、
公

益
目

的
事

業
会

計
と

法
人

会
計

の
会

計
区

分
に

よ
る

正
確

な
会

計
事

務
処

理
を

行
う

。
・利

用
者

満
足

度
の

高
い

施
設

運
営

を
め

ざ
し

て
、

日
常

的
な

業
務

検
証

や
接

遇
の

充
実

を
は

じ
め

各
種

研
修

を
実

施
し

、
安

全
・
安

心
で

質
の

高
い

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
い

く
。

団
体

名
称

公
益

財
団

法
人

　
杉

並
区

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

総 合 評 価

（ 区 へ の 要 望

等 ）

そ の 他

・施
設

の
老

朽
化

に
伴

い
、

施
設

修
繕

が
増

加
し

て
い

る
。

ま
た

、
障

が
い

者
、

高
齢

者
の

利
便

性
を

高
め

る
た

め
、

施
設

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

も
望

ま
れ

る
。

建
て

替
え

等
も

含
め

た
総

合
的

な
施

設
保

全
計

画
を

定
め

る
こ

と
を

要
望

す
る

。
・施

設
の

修
繕

計
画

を
、

区
と

と
も

に
立

案
し

、
設

備
・用

具
の

経
年

劣
化

に
よ

る
購

入
計

画
の

作
成

を
要

望
す

る
。

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

　
財

団
は

、
区

の
ス

ポ
ー

ツ
推

進
計

画
で

、
計

画
の

推
進

に
あ

た
り

「最
も

重
要

な
実

施
主

体
」と

位
置

付
け

ら
れ

、
こ

れ
ま

で
、

「
い

つ
で

も
」
、

「
ど

こ
で

も
」
、

「
だ

れ
で

も
」
、

を
コ

ン
セ

プ
ト
に

、
気

軽
に

ス
ポ

ー
ツ

で
き

る
機

会
の

提
供

を
目

的
に

事
業

を
行

っ
て

き
た

。
今

後
は

、
29

年
度

に
改

定
す

る
財

団
の

ス
ポ

ー
ツ

推
進

プ
ラ

ン
に

基
づ

き
、

よ
り

一
層

の
効

率
的

運
営

を
図

る
と

と
も

に
、

安
全

・安
心

な
施

設
環

境
の

整
備

や
公

益
性

が
高

く
利

用
者

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

る
事

業
を

実
施

し
、

利
用

者
満

足
度

の
向

上
を

め
ざ

す
。

　
ま

た
、

東
京

20
20

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

・パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク
競

技
大

会
の

開
催

に
向

け
、

区
民

の
ス

ポ
ー

ツ
へ

の
関

心
は

高
く

、
こ

れ
ら

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
地

元
ト
ッ

プ
ア

ス
リ
ー

ト
と

の
連

携
や

、
ス

ポ
ー

ツ
ア

カ
デ

ミ
ー

事
業

を
通

し
た

人
材

育
成

、
パ

ブ
リ

ッ
ク

ビ
ュ

ー
イ

ン
グ

の
実

施
な

ど
に

よ
る

気
運

の
醸

成
に

努
め

る
。
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

内線　1676

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

　27年度・28年度は、経常収入が経常支出を上回り、経営状況は改善されている。
　施設利用者数が減ったことから、施設利用者コストなどの単位当たりコストは増えているが、職員
配置等を見直し人件費の縮減にも努めている。

所管
部

課係

区民生活部
スポーツ振興課　施設管理係

公益財団法人
　杉並区スポーツ振興財団

団体名

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

　活動指標を見直し、指導者やスポーツ関係団体の育成支援への参加人数や財団管理施設以
外で開催した教室・イベント参加人数を指標に加えることにより、財団の幅広い事業内容を把握
することが可能となった。
　今後は成果指標である「成人の週１回以上のスポーツ・運動の実施率」を上げることを目標とし
て、より多くの人がスポーツ・運動に親しむことができるよう、事業を展開していくことを期待する。

 　誰もが気軽に参加できる当日参加型事業や障害者を対象とした教室など、より多くの区民がス
ポーツ・運動に親しむことができる取組を実施するほか、広報紙「マイスポーツすぎなみ」の充実、
さらには東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関連した事業の実施など、積極的に事
業を展開しており、評価できる。また、成果指標のうち利用者満足度については28年度目標値を
上回っており、引き続き、利用者が満足できる施設運営が望まれる。

定性評価

　27年度・28年度は、前年度より収益事業比率が増えている。また、職員配置等を見直し人件費
の縮減に努めたことなどにより、職員一人当たりの事業収入は増えている。さらに、利用者満足度
も87％と目標を2％上回っている。今後も、事業を充実し収益を上げるなど、財源基盤の安定を図
るとともにサービスの一層の向上に取り組む必要がある。

　健康志向の高まりに合わせてフィットネス系の種目の充実を図るなど、区民ニーズに基づいた
事業を行っている。今後も、区民のスポーツ状況の実態やニーズを把握し、事業に反映していく
ことが望まれる。また、スポーツ分野だけでなく、健康・福祉分野などの様々な関係機関、区民や
地域の団体などと連携し、公益性の高いサービスの提供を行うとともに、効率的な財団運営を行う
ことが必要である。

二次評価（区経営評価）
　区は、区民が生涯にわたりスポーツに親しむことができることを目指して策定したスポーツ推進計画「健康スポー
ツライフ杉並プラン」において、計画推進の最も重要な実施主体として財団を位置付けている。財団が管理してい
る施設の利用者だけでなく、広く区民を対象とした事業を進め、特に、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会を契機とした、区民のスポーツへの関心を高める取組や生涯にわたり区民が自主的・継続的にスポーツに親し
める事業提供を期待する。
　経営状況は、平成27・28年度と経常収入が経常支出を上回り、改善されている。平成29年度から、新たに5施設
の指定管理者としての業務を開始しており(指定管理期間は平成33年度まで）、公益性の高い事業の実施ととも
に、施設管理者として自立した施設管理を行うこととなる。このため、財団の役割や指定管理について一人ひとりの
職員が理解を深め、スキルアップを図る取組を充実することを求める。さらに、財団は、その役割を果たすために、
より公益性の高い事業展開が可能となる組織体制や経営基盤の強化等、将来に向けた検討を進める必要がある。
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

件 6,618 7,252

回 8,883 9,076

件 382 280

件 165 150

％ 45 53

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 577,898 612,858 720,580

千円 20,410 20,004 18,884

千円 578,094 612,524 720,715

千円 833,679 862,288 870,116

千円 ▲ 196 334 ▲ 135

％ 78.4 82.4 71.2

％ 21.6 17.6 28.8

％ 35.7 36.4 31.8

％ 73.7 73.0 64.3

千円 4,178 3,932 3,792

千円 578,147 612,428 720,753

人 145 151 152

人 78.1 85.0 89.2

％ 1.3 1.2 1.1

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 90

A A A 90

A A A 480

事業内容

3,000千円 昭和27年4月18日

事業目的団
体
概
要

杉並区における社会福祉事業その他の社会福祉を
目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関す
る活動の活性化により、地域福祉の推進を図ること
を目的とする。

区民、各種施設・団体 ○地域福祉推進・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業
○福祉なんでも相談事業
○地域福祉権利擁護事業
○あんしん未来支援事業
○住民参加型在宅福祉サービス事業
○貸付事業　○受託事業　○助成事業
○歳末たすけあい運動　○法人運営事業

５３４７－１０１０社会福祉法人　杉並区社会福祉協議会

判断能力が十分でない高齢者や障害者等からの日
常の金銭管理等へ支援を求める相談件数

45

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

地域福祉権利擁護
事業契約件数

福祉なんでも相談
新規相談件数

高齢者等の援助が必要な方への、協力員によ
る家事援助及び介護援助のサービス

①「ボランティア・地域活動見本市」の開催
　　in荻窪ハーモニーまつり・・・協力6団体、来場者239名
　　in東京立正短期大学・・・協力15団体、来場者延べ270名
②ボランティアセミナーの開催（夏のボランティア体験）・・・受入施設・団体107所、参加者140名
③きずなサロン・・・区内全40か所（4か所の新規開設を支援）、延べ参加者数10,374人
④災害ボランティアセンター運営スタッフ養成講座修了者（第4期）・・・23名
⑤「福祉なんでも相談事業」新規相談件数・・・314件（12％増）
（内訳等）本人(当事者）および家族からの相談・・・266件（全体の84％）、
60歳以上の相談者・・・167件（全体の53％）、地域での出張相談会・・・133件
⑥ささえあいサービス・・・外出介助支援を試行
⑦生活困窮者自立支援窓口「くらしのサポートステーション」（区からの委託事業）・・・対応件数延べ7,239件（26％増）

※満期を迎えた積立金（債権）１億
円の再積み立ての実施に伴い、収
入の積立資産取崩収入と支出の
管理費の積立資産支出の双方に1
億円を計上した。これにより、総収
入、総支出について、いずれも1億
円の増となり、管理費比率も増加し
た。

成果
指標

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

当該年度の協力会員の実活動者数／総数

相談先がわからない区民の困りごとや制度やしくみ
の狭間の課題等の相談受付件数

141

8,110

9,269

314

当該年度末の契約件数

地域福祉権利擁護
事業相談件数

ささえあいサービス事業
延べ活動回数

保健福祉部管理課

指標名 平成28年度算式･内容

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

ささえあいサービス事業
協力会員実働率

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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○事業の充実・向上にむけ、マンパワーを最大限に活用するため、資格を持つ非常勤職員
やパートタイマーを採用し、OJTを活用し育成することで、相談援助等の専門分野で質の高
い支援ができるよう工夫している。
○「資金管理方針」に基づく年度ごとの資金管理計画により、適正な資金運用を行ってい
る。

○人材育成計画（平成27～30年度）に基づく職層研修を実施するとともに、「地域共生社
会」の実現に向けた地域づくりに貢献できる職員育成のためのコミュニティワーク研修を
行った。また、特定個人情報の取扱いや電子情報の管理方法等の留意点を繰り返し研修
し、個人情報の扱いには常に細心の注意を払うことの意識付けを徹底している。「情報セ
キュリティ手順書」等を定め、個人情報への的確な対応をルール化している。
○適切な財務管理及び会計処理を行うと共に、外部（会計事務所）委託による財務書類の
調製、決算書類の確認、指導等を受け、より適正な事務を行った。
○収益事業として、引き続き自動販売機設置事業を実施した。

計
画
性

○社会福祉協議会の本来目的である地域福祉の推進、地域福祉コミュニティーづくりを目指し、
住民活動への幅広い支援と地域で生活する上での狭間の課題に対応する事業を展開している。
○各事業における講座等の催しでは、参加した区民にアンケート調査を実施し、回答から得られ
た満足度やニーズを分析し、講座の内容に区民の福祉課題に関係の深い民法の解説を取り入
れるなど、次の企画･計画に活かしている。

目
的
適
合
性

・地域福祉権利擁護事業では相談件数は増加したが、年度末の契約件数は減少した。新規契約件数は例年並みであるが、契約者の判断能力
の低下により、成年後見制度へ移行したことに伴う等解約件数が増加したことが要因である。
・ささえあいサービス事業については、利用会員のQOL（生活の質）向上のため、外出介助支援を試行するとともに、生活保護受給者への利用
料減免制度の実施に向けて、利用対象範囲等の検討を行うなど、介護保険法の改正や地域包括ケアの動向を踏まえた見直しに着手している。
・開始から3年目となる「福祉なんでも相談」の新規相談件数は、前年度から34件増の314件で微増となった。情報誌の発行や駅前などでの街頭
相談会の実施など、ＰＲ活動を強化したことが、本人(当事者）及び家族からの新規相談件数の増加につながった。開始初年度の相談件数には
およばないが、実態として身近な相談機関として定着しつつある。
・「ボランティア・地域活動見本市」は年２回実施し、参加者は延べ509名であった。28年度は区内大学での開催を試み、学生企画を取り入れた。
情報誌「ボラン・て」では『イマドキの学生事情～ボランティアってどうよ?!～』と題し、区内大学の教員へのインタビュー記事を隔月で特集するな
ど、若い層のボランティア活動への参加のきっかけづくり、意識醸成につなげた。
・きずなサロンは28年度で計40か所となった。サロン立ち上げ希望者が参加する「運営のい・ろ・は」は参加希望者が増加したため、当初の計画よ
り1回増やし5回開催となった。活動者同士のつながりづくりを目指し、サロン運営者の交流会を行ったことが、立ち上げ希望者の増加に寄与し
た。

　杉並区社会福祉協議会は、平成26年度から5年間の実施計画に基づき、日常生活の自立支援やボランティア活動の促進など、様々な
地域課題に取り組んでいる。
　社会福祉協議会の事業は、平成26年度から開始した自主事業「福祉なんでも相談」をはじめとして、相談業務が数多くある。相談事業の
質の向上には、相談終了時における利用者アンケートの実施等による相談者のニーズ調査とその分析が有効であるため、相談事業に関
するニーズ調査・分析の実施についての検討を望む。そして、社会福祉協議会内部における情報共有と事業間の連携を深め、きめ細や
かな対応をすることにより、アウトリーチのさらなる充実に期待する。
　区委託事業を含むほぼ全ての事務事業についての評価を実施していることは、重要な取組であり、評価する。今後は、実施計画を着実
に推進するとともに、事務事業評価の結果を活用し、事業の見直しや適正な人員配置などに取り組み、効率的な運営に努めてもらいた
い。
　平成28年の社会福祉法の改正において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、「地域における公益的な取組」の実施に関する
責務規定が追加された。社会福祉協議会は地域福祉を推進する中核的な組織として、区からの補助事業や受託事業にとどまらず、これま
で以上に地域の福祉課題等に対応した取組を実践するとともに、他の社会福祉法人等と連携、協働して、公益的な取組を実施することを
期待する。

【二次評価（区経営評価）】

経
済
性

○城西ブロック内社会福祉協議会に設置した協議会において、法人全体、管理運営部門
及び各事業部の担当者会議等を定例的に開催し、情報交換や比較研究等を行い、改正社
会福祉法への適切な対応や、効率的な業務遂行等の改善を行っている。
○商品購入の際は複数社から見積もりをとり、低価格でよりよいものを得られるよう努力し
た。また業務委託やリース契約の発注の際も同様に見積もりを取り、発注先を決めている。
○相談、サービスの単位当たりコストは低減傾向にあり、公益事業等の事業費は前年度並
みであったが、自主事業の実施のため、当初収支予算に基づく積立金の取り崩し等を行っ
たことにより、経常収支は減となった。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○資産剰余率がマイナスに転じているの
は、福祉なんでも相談等の自主事業を実
施するため、当初収支予算に基づき積立
資産を取り崩したことによるものである。

※満期を迎えた積立金（債権）１億円の
再積み立ての実施に伴い、収入の積立
資産取崩収入と支出の管理費の積立資
産支出の双方に1億円を計上した。これ
により、総収入、総支出について、いずれ
も1億円の増となり、管理費比率も増加し
た。

定性評価
○杉並区社会福祉協議会実施計画（平成26～30年）に基づく取組は３年目の中間年度と
なり、これまでの進捗状況を評価･検証し、社会福祉法の改正等の動向や利用者のニーズ
を踏まえ、事業の対象者の拡大等を図るとともに、区内の大学等と連携し、学生など若年層
の事業参画への働きかけを強化した。
○実施計画（平成26～30年）に基づき、単年度ごとの事業計画及び行動計画を作成してい
る。行動計画は四半期ごとに成果と達成度を確認し、計画どおりに進捗していない事業に
ついては、その原因の検証を踏まえて次の四半期の事務事業執行にあたった。

事業分析（現状の分析・評価）

　平成28年度は、「あなたの力(チカラ)をつなげる共助のまちづくり」を基本目標とした実施計画（平成26～30年度）３年目の中間年度であった。下半期に
は、今計画の新規事業をはじめとした実施計画事業全般の進捗状況を評価･検証し、その結果及び社会福祉法の改正等の動向や利用者のニーズを踏ま
え、事業の対象者の拡大等を図るとともに、区内の大学等との連携を図り、学生など若年層の事業参画への働きかけを強化した。
　この実施計画による新たな取組として平成26年4月に開始した「福祉なんでも相談」は3年目となった。利用できる制度を知りたい、相談先がわからない等
の相談に丁寧に寄り添い、地域で暮らす区民の様々な福祉課題に対応してきた。その中で、連携できる制度や仕組みがなく関わりが長期化するケースの
支援や、この事業のこれからのあり方など、今後、取り組むべき課題も明確になってきた。
　平成28年度の重点事業であるボランティア活動推進事業では、「地域」「若者」をキーワードとした取組みを強化した。区内の大学を会場とし、学生企画
を盛り込んだ「ボランティア・地域活動見本市」の開催や、小学生とその親を対象としたボランティアセミナーを実施するなど、幅広い世代への働きかけに努
めた。また、平成29年4月に全面施行される「改正社会福祉法」に向けて、経営組織体制の見直しや財務規律の強化、これらに伴う定款の変更等の整備
を行った。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅰ

（事
業

概
要

）

電
話

設
立

年
月

日
所

管
部

課

①
「
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

」
の

開
催

　
　

in
荻

窪
ハ

ー
モ

ニ
ー

ま
つ

り
・
・
・
協

力
6
団

体
、

来
場

者
2
3
9
名

　
　

in
東

京
立

正
短

期
大

学
・
・
・
協

力
1
5
団

体
、

来
場

者
延

べ
2
7
0
名

②
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

（
夏

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
体

験
）
・
・
・
受

入
施

設
・
団

体
1
0
7
所

、
参

加
者

1
4
0
名

③
き

ず
な

サ
ロ

ン
・
・
・
区

内
全

4
0
か

所
（
4
か

所
の

新
規

開
設

を
支

援
）
、

延
べ

参
加

者
数

1
0
,3

7
4
人

④
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
運

営
ス

タ
ッ

フ
養

成
講

座
修

了
者

（
第

4
期

）
・
・
・
2
3
名

⑤
「
福

祉
な

ん
で

も
相

談
事

業
」
新

規
相

談
件

数
・
・
・
3
1
4
件

（
1
2
％

増
）

（
内

訳
等

）
本

人
(当

事
者

）
お

よ
び

家
族

か
ら

の
相

談
・
・
・
2
6
6
件

（
全

体
の

8
4
％

）
、

6
0
歳

以
上

の
相

談
者

・
・
・
1
6
7
件

（
全

体
の

5
3
％

）
、

地
域

で
の

出
張

相
談

会
・
・
・
1
3
3
件

⑥
さ

さ
え

あ
い

サ
ー

ビ
ス

・
・
・
外

出
介

助
支

援
を

試
行

⑦
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

窓
口

「
く

ら
し

の
サ

ポ
ー

ト
ス

テ
ー

シ
ョ
ン

」
（
区

か
ら

の
委

託
事

業
）
・
・
・
対

応
件

数
延

べ
7
,2

3
9
件

（
2
6
％

増
）

事 業 内 容
2
8
年

度
の

規
模

１
　

会
員

個
人

会
員

：
1
,9

6
7
人

、
施

設
会

員
：
1
5
9
施

設
、

団
体

会
員

：
7
7
団

体
、

地
域

団
体

会
員

：
1
4
3
団

体
、

企
業

会
員

：
3
0
企

業
２

　
財

政
社

会
福

祉
事

業
　

5
0
1
,8

0
2
,4

1
9
円

、
　

公
益

事
業

　
2
1
8
,2

2
0
,6

1
5
円

収
益

事
業

　
6
9
1
,7

5
7
円

　
　

　
　

　
　

　
  
合

計
　

7
2
0
,7

1
4
,7

9
1
円

３
　

組
織

概
要

【
経

営
管

理
課

】
管

理
係

：
法

人
運

営
、

会
員

管
理

、
広

報
事

業
、

財
務

、
人

事
給

与
【
生

活
支

援
課

】
生

活
相

談
係

：
生

活
福

祉
資

金
貸

付
事

業
、

福
祉

な
ん

で
も

相
談

事
業

、
生

活
困

窮
者

等
自

立
支

援
事

業
／

認
定

調
査

係
：
要

介
護

認
定

調
査

事
業

／
あ

ん
し

ん
サ

ポ
ー

ト
係

：
地

域
福

祉
権

利
擁

護
事

業
、

あ
ん

し
ん

未
来

支
援

事
業

／
さ

さ
え

あ
い

係
：
住

民
参

加
型

在
宅

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

（
さ

さ
え

あ
い

サ
ー

ビ
ス

事
業

）
、

フ
ァ

ミ
リ

ー
サ

ポ
ー

ト
セ

ン
タ

ー
事

業
、

訪
問

育
児

サ
ポ

ー
タ

ー
事

業
【
地

域
支

援
課

】
地

域
福

祉
推

進
係

：
募

金
活

動
、

車
い

す
貸

出
事

業
、

各
種

団
体

へ
の

助
成

事
業

、
小

地
域

福
祉

活
動

、
地

域
た

す
け

あ
い

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

事
業

／
杉

並
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
：
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業
／

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

（
ケ

ア
2
4
）
：
高

齢
者

を
支

え
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

づ
く

り
、

高
齢

者
総

合
相

談
支

援

５
３

４
７

－
１

０
１

０

区
民

、
各

種
施

設
・
団

体

2
8
年

度
の

組
織

構
成

理
事

：
1
5
人

（
会

長
1
人

、
副

会
長

3
人

含
む

）
、

監
事

2
人

，
評

議
員

：
3
1
人

常
務

理
事

（
常

時
勤

務
す

る
役

員
）
：
1
人

事
務

局
長

：
常

務
理

事
＜

事
務

取
扱

＞
経

営
管

理
課

長
：
1
人

，
生

活
支

援
課

長
：
1
人

，
地

域
支

援
課

長
：
1
人

，
公

益
社

団
法

人
杉

並
区

成
年

後
見

セ
ン

タ
ー

へ
派

遣
：
2
人

（
常

勤
職

員
2
人

）
常

勤
職

員
：
4
7
人

，
非

常
勤

職
員

：
2
7
人

，
パ

ー
ト
職

員
：
6
0
人

社
会

福
祉

法
人

　
杉

並
区

社
会

福
祉

協
議

会
団

体
名

称

顧 　 客 事 業 目 的

3
,0

0
0
千

円

組 織 構 成

基
本

財
産

１
　

広
報

事
業

等
を

活
用

し
た

周
知

及
び

会
員

組
織

の
強

化
２

　
は

じ
め

て
の

地
域

活
動

応
援

事
業

  
  
（
地

域
福

祉
活

動
推

進
事

業
・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業
）

　
　

①
活

動
へ

の
参

加
の

仕
組

み
強

化
②

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

・
地

域
福

祉
活

動
参

加
促

進
  
  
③

情
報

の
収

集
と

発
信

・
提

供
④

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

学
習

・
福

祉
教

育
の

推
進

３
　

共
同

募
金

・
歳

末
た

す
け

あ
い

運
動

４
　

福
祉

の
ま

ち
基

盤
強

化
（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業
・
地

域
福

祉
活

動
推

進
事

業
）

　
　

①
ご

近
所

の
き

ず
な

の
向

上
（
き

ず
な

サ
ロ

ン
の

支
援

・
車

い
す

貸
出

・
す

ぎ
な

み
地

域
福

祉
  
  
 フ

ォ
ー

ラ
ム

の
開

催
）
②

住
民

主
体

の
活

動
支

援
③

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

の
運

営
  
  
④

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

⑤
基

盤
づ

く
り

の
た

め
の

調
査

・
研

究
５

　
地

域
福

祉
権

利
擁

護
事

業
　

　
６

　
あ

ん
し

ん
未

来
支

援
事

業
　

　
７

  
福

祉
な

ん
で

も
相

談
事

業
８

　
生

活
福

祉
資

金
貸

付
事

業
　

　
９

 高
齢

者
入

居
支

援
事

業
1
0
 生

活
困

窮
者

等
自

立
支

援
事

業
　

　
1
1
　

受
験

生
チ

ャ
レ

ン
ジ

支
援

貸
付

事
業

1
2
　

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
　

　
1
3
  
フ

ァ
ミ

リ
ー

サ
ポ

ー
ト
セ

ン
タ

ー
事

業
1
4
  
訪

問
育

児
サ

ポ
ー

タ
ー

事
業

　
1
5
　

要
介

護
認

定
調

査
事

業
1
6
 地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
（
ケ

ア
2
4
）
　

　
1
7
　

法
人

運
営

1
8
　

私
立

保
育

所
施

設
整

備
資

金
貸

付
事

業
　

　
1
9
　

交
通

遺
児

援
護

事
業

平 成 2 8 年 度 の 事 業 実 績

杉
並

区
に

お
け

る
社

会
福

祉
事

業
そ

の
他

の
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

健
全

な
発

達
及

び
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
の

活
性

化
に

よ
り

、
地

域
福

祉
の

推
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

保
健

福
祉

部
管

理
課

昭
和

2
7
年

4
月

1
8
日

事 業 規 模
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
件

6
,6

1
8

7
,2

5
2

8
,1

1
0

8
,0

0
0

2
9

②
回

8
,8

8
3

9
,0

7
6

9
,2

6
9

9
,3

0
0

2
9

③
件

3
8
2

2
8
0

3
1
4

4
2
0

2
9

④
人

5
5
3

9
1
8

9
5
4

1
,0

0
0

2
9

⑤
人

7
,8

6
5

9
,7

0
7

1
0
,3

7
4

1
0
,5

0
0

2
9

⑥
件

1
6
5

1
5
0

1
4
1

1
5
0

2
9

⑦
％

4
5

5
3

4
5

5
0

2
9

⑧
人

2
6

1
5

2
3

2
5

2
8

活 動 指 標

相
談

先
が

わ
か

ら
な

い
区

民
の

困
り

ご
と

や
制

度
や

し
く
み

の
狭

間
の

課
題

等
の

相
談

受
付

件
数

福
祉

な
ん

で
も

相
談

新
規

相
談

件
数

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

を
始

め
た

い
方

ま
た

は
活

動
し

て
い

る
方

を
対

象
に

、
活

動
に

必
要

な
知

識
や

情
報

提
供

、
情

報
交

換
な

ど
を

行
う

。
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
説

明
会

・
各

種
講

座
の

参
加

者
数

高
齢

者
等

の
援

助
が

必
要

な
方

へ
の

、
協

力
員

に
よ

る
家

事
援

助
及

び
介

護
援

助
の

サ
ー

ビ
ス

社
協

が
支

援
す

る
地

域
の

有
志

に
よ

る
サ

ロ
ン

活
動

へ
の

参
加

人
数

判
断

能
力

が
十

分
で

な
い

高
齢

者
や

障
害

者
等

か
ら

の
日

常
の

金
銭

管
理

等
へ

支
援

を
求

め
る

相
談

件
数

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
延

べ
活

動
回

数

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

相
談

件
数

・
地

域
福

祉
権

利
擁

護
事

業
で

は
相

談
件

数
は

増
加

し
た

が
、

年
度

末
の

契
約

件
数

は
減

少
し

た
。

新
規

契
約

件
数

は
例

年
並

み
で

あ
る

が
、

契
約

者
の

判
断

能
力

の
低

下
に

よ
り

、
成

年
後

見
制

度
へ

移
行

し
た

こ
と

に
伴

う
等

解
約

件
数

が
増

加
し

た
こ

と
が

要
因

で
あ

る
。

・
さ

さ
え

あ
い

サ
ー

ビ
ス

事
業

に
つ

い
て

は
、

利
用

会
員

の
Q

O
L
（
生

活
の

質
）
向

上
の

た
め

、
外

出
介

助
支

援
を

試
行

す
る

と
と

も
に

、
生

活
保

護
受

給
者

へ
の

利
用

料
減

免
制

度
の

実
施

に
向

け
て

、
利

用
対

象
範

囲
等

の
検

討
を

行
う

な
ど

、
介

護
保

険
法

の
改

正
や

地
域

包
括

ケ
ア

の
動

向
を

踏
ま

え
た

見
直

し
に

着
手

し
て

い
る

。
・
開

始
か

ら
3
年

目
と

な
る

「
福

祉
な

ん
で

も
相

談
」
の

新
規

相
談

件
数

は
、

前
年

度
か

ら
3
4
件

増
の

3
1
4
件

で
微

増
と

な
っ

た
。

情
報

誌
の

発
行

や
駅

前
な

ど
で

の
街

頭
相

談
会

の
実

施
な

ど
、

Ｐ
Ｒ

活
動

を
強

化
し

た
こ

と
が

、
本

人
(当

事
者

）
及

び
家

族
か

ら
の

新
規

相
談

件
数

の
増

加
に

つ
な

が
っ

た
。

開
始

初
年

度
の

相
談

件
数

に
は

お
よ

ば
な

い
が

、
実

態
と

し
て

身
近

な
相

談
機

関
と

し
て

定
着

し
つ

つ
あ

る
。

・
「
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

」
は

年
２

回
実

施
し

、
参

加
者

は
延

べ
5
0
9
名

で
あ

っ
た

。
2
8
年

度
は

区
内

大
学

で
の

開
催

を
試

み
、

学
生

企
画

を
取

り
入

れ
た

。
情

報
誌

「
ボ

ラ
ン

・
て

」
で

は
『
イ

マ
ド

キ
の

学
生

事
情

～
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
っ

て
ど

う
よ

?
!～

』
と

題
し

、
区

内
大

学
の

教
員

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

記
事

を
隔

月
で

特
集

す
る

な
ど

、
若

い
層

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
へ

の
参

加
の

き
っ

か
け

づ
く

り
、

意
識

醸
成

に
つ

な
げ

た
。

・
き

ず
な

サ
ロ

ン
は

2
8
年

度
で

計
4
0
か

所
と

な
っ

た
。

サ
ロ

ン
立

ち
上

げ
希

望
者

が
参

加
す

る
「
運

営
の

い
・
ろ

・
は

」
は

参
加

希
望

者
が

増
加

し
た

た
め

、
当

初
の

計
画

よ
り

1
回

増
や

し
5
回

開
催

と
な

っ
た

。
活

動
者

同
士

の
つ

な
が

り
づ

く
り

を
目

指
し

、
サ

ロ
ン

運
営

者
の

交
流

会
を

行
っ

た
こ

と
が

、
立

ち
上

げ
希

望
者

の
増

加
に

寄
与

し
た

。

目
標

設
定

の
考

え
方

1
　

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

に
つ

い
て

は
、

杉
並

区
認

知
症

高
齢

者
の

見
込

み
数

の
5
0
％

に
対

し
、

一
人

当
た

り
平

均
1
.5

回
の

相
談

を
受

け
る

こ
と

を
目

指
し

、
2
9
年

度
の

相
談

件
数

は
8
,0

0
0

件
を

目
標

値
と

し
た

。
契

約
件

数
に

つ
い

て
は

平
成

2
8
年

度
の

実
績

を
踏

ま
え

1
5
0
件

と
し

た
。

2
　

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
は

、
協

力
会

員
の

実
働

率
5
0
%
以

上
の

維
持

を
目

指
し

つ
つ

、
活

動
回

数
9
,3

0
0
回

を
目

標
と

し
た

。
3
　

「
福

祉
な

ん
で

も
相

談
」
は

地
域

の
あ

ら
ゆ

る
福

祉
課

題
や

困
り

ご
と

に
対

応
す

る
総

合
相

談
機

能
を

果
た

す
た

め
、

平
成

2
6
年

度
に

新
規

・
社

協
独

自
事

業
と

し
て

開
始

し
て

い
る

。
平

成
2
9
年

度
の

目
標

値
は

開
始

年
度

の
実

績
か

ら
、

新
規

相
談

受
付

件
数

を
年

4
2
0
件

と
し

た
。

4
　

「
は

じ
め

て
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

説
明

会
」
を

は
じ

め
と

し
た

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

説
明

会
・
各

種
講

座
の

参
加

者
は

、
「
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

」
へ

の
区

民
の

参
加

を
含

め
1
,0

0
0
人

と
し

た
。

ま
た

、
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
の

運
営

ス
タ

ッ
フ

の
養

成
数

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

、
2
8
年

度
の

実
績

を
踏

ま
え

2
5
人

を
目

標
と

し
た

。
5
　

き
ず

な
サ

ロ
ン

参
加

利
用

総
数

は
、

運
営

を
希

望
す

る
方

を
対

象
と

す
る

「
運

営
の

い
ろ

は
」
へ

の
参

加
希

望
者

の
状

況
と

、
更

な
る

新
規

サ
ロ

ン
の

立
ち

上
げ

や
既

存
サ

ロ
ン

の
開

催
回

数
の

増
を

促
し

て
い

く
こ

と
を

踏
ま

え
、

1
0
,5

0
0
人

と
し

た
。

当
該

年
度

末
の

契
約

件
数

当
該

年
度

の
協

力
会

員
の

実
活

動
者

数
／

総
数

当
該

年
度

の
運

営
ス

タ
ッ

フ
養

成
数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
協

力
会

員
実

働
率

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

運
営

ス
タ

ッ
フ

養
成

数

成 果 指 標

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

契
約

件
数指

標
名

き
ず

な
サ

ロ
ン

参
加

利
用

総
数

目
標

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
6
年

度
実

績
単

位
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
（ア

）
千

円
5
8
6
,4

7
0

5
8
9
,3

8
5

5
7
7
,8

9
8

6
1
2
,8

5
8

7
2
0
,5

8
0

千
円

2
0
3
,7

3
2

2
0
1
,6

1
4

2
0
6
,3

0
4

2
2
3
,2

2
0

2
2
9
,3

0
3

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
2
9
6
,0

7
0

3
0
4
,8

6
4

3
1
5
,7

2
5

3
3
4
,2

7
6

3
3
8
,3

2
1

千
円

1
7
8
,8

9
6

1
9
0
,3

6
1

1
9
6
,0

9
6

2
2
7
,9

2
1

2
3
2
,9

5
9

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
1
7
,1

5
3

1
7
,4

5
3

2
0
,4

1
0

2
0
,0

0
4

1
8
,8

8
4

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
4
.0

4
.0

4
.5

4
.0

3
.7

（
ウ

）
千

円
5
8
6
,4

4
9

5
8
9
,6

3
3

5
7
8
,0

9
4

6
1
2
,5

2
4

7
2
0
,7

1
5

千
円

4
2
6
,2

4
7

4
3
7
,2

4
0

4
5
3
,3

7
7

5
0
4
,6

5
2

5
1
2
,8

1
3

千
円

1
3
0
,3

1
8

1
2
6
,9

6
8

1
0
8
,5

6
2

1
1
3
,4

6
9

1
1
0
,1

0
7

千
円

2
9
5
,9

2
9

3
1
0
,2

7
2

3
4
4
,8

1
5

3
9
1
,1

8
3

4
0
2
,7

0
6

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
1
7
5
,3

9
7

1
9
0
,0

5
1

1
9
3
,6

8
0

2
1
9
,4

8
3

2
3
1
,6

4
1

千
円

1
6
0
,2

0
1

1
5
2
,3

9
3

1
2
4
,7

1
7

1
0
7
,8

7
2

2
0
7
,9

0
1

千
円

8
2
,6

3
1

7
5
,4

2
2

4
3
,2

0
5

5
2
,0

0
2

1
4
7
,1

1
8

千
円

7
7
,5

7
0

7
6
,9

7
1

8
1
,5

1
2

5
5
,8

7
0

6
0
,7

8
3

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
3
7
3
,4

9
9

3
8
7
,2

4
3

4
2
6
,3

2
7

4
4
7
,0

5
3

4
6
3
,4

8
9

千
円

1
5
4
,9

0
6

1
6
7
,7

2
2

1
6
7
,3

3
5

1
9
1
,6

8
4

2
0
4
,8

3
9

（エ
）

千
円

8
5
9
,7

6
1

8
7
7
,7

2
6

8
3
3
,6

7
9

8
6
2
,2

8
8

8
7
0
,1

1
6

千
円

3
2
4
,1

2
2

3
3
6
,7

9
4

2
8
0
,0

6
2

2
8
9
,8

9
2

3
0
8
,8

9
4

資
産

－
負

債
千

円
5
3
5
,6

3
9

5
4
0
,9

3
2

5
5
3
,6

1
7

5
7
2
,3

9
6

5
6
1
,2

2
2

千
円

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

（シ
）役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
1
2
9

1
3
3

1
4
5

1
5
1

1
5
2

人
1

1
1

1
1

人
1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
0

1
1

1
1

人
3
7

3
8

3
9

4
6

4
7

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

7
5

7
7

8
8

8
7

8
7

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
7
1
.1

7
9
.8

7
8
.1

8
5
.0

8
9
.2

人
1
0
8
,6

5
7

1
0
3
,4

1
8

1
0
3
,7

0
3

1
0
6
,2

0
2

1
0
5
,7

3
6

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
1
,5

2
8

1
,2

9
6

1
,3

7
2

1
,2

4
9

1
,1

8
5

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
①

円
5
,9

9
4

9
,6

8
2

6
,4

6
7

6
,5

6
8

6
,3

5
7

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
②

円
6
,3

5
5

6
,2

8
0

5
,7

1
5

5
,4

8
3

5
,2

0
6

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
③

円
-

-
2
6
,3

7
2

2
6
,2

4
7

2
3
,0

4
2

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

り コ ス ト

単 位 当 た

相
談

1件
当

た
り

事
業

費

サ
ー

ビ
ス

活
動

1
件

当
た

り
事

業
費

新
規

相
談

1
件

当
た

り
事

業
費

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

8
8

指
標

算
定

式
単

位
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
6
.6

8
7
.5

9
1
.8

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 1
9
6

3
3
4

▲
 1

3
5

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

1
0
0
.0

1
0
0
.1

1
0
0
.0

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
1
0
3
.6

1
0
5
.9

1
0
1
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
9
8
.1

1
0
6
.1

1
1
7
.6

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

7
8
.4

8
2
.4

7
1
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
2
1
.6

1
7
.6

2
8
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

3
5
.7

3
6
.4

3
1
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
0
.1

0
.0

0
.1

  

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

4
2
.7

4
3
.5

4
5
.2

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

6
6
.4

6
6
.4

6
4
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
7
3
.7

7
3
.0

6
4
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

1
.3

1
.2

1
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

1
.4

1
.4

1
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

1
6
.5

1
8
.4

▲
 6

3
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0
.7

0
.7

0
.8

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
4
,1

7
8

3
,9

3
2

3
,7

9
2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
1
.5

2
.2

▲
 1

.3
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

5
7
8
,1

4
7

6
1
2
,4

2
8

7
2
0
,7

5
3

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
1
0
0
.0

9
9
.9

1
0
0
.0

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

○
資

産
剰

余
率

が
マ

イ
ナ

ス
に

転
じ

て
い

る
の

は
、

福
祉

な
ん

で
も

相
談

等
の

自
主

事
業

を
実

施
す

る
た

め
、

当
初

収
支

予
算

に
基

づ
き

積
立

資
産

を
取

り
崩

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

あ
る

。

※
満

期
を

迎
え

た
積

立
金

（
債

権
）
１

億
円

の
再

積
み

立
て

の
実

施
に

伴
い

、
収

入
の

積
立

資
産

取
崩

収
入

と
支

出
の

管
理

費
の

積
立

資
産

支
出

の
双

方
に

1億
円

を
計

上
し

た
。

こ
れ

に
よ

り
、

総
収

入
、

総
支

出
に

つ
い

て
、

い
ず

れ
も

1億
円

の
増

と
な

り
、

管
理

費
比

率
も

増
加

し
た

。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0

○
人

材
育

成
計

画
（
平

成
2
7
～

3
0
年

度
）
に

基
づ

く
職

層
研

修
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
「
地

域
共

生
社

会
」
の

実
現

に
向

け
た

地
域

づ
く

り
に

貢
献

で
き

る
職

員
育

成
の

た
め

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ワ

ー
ク

研
修

を
行

っ
た

。
ま

た
、

特
定

個
人

情
報

の
取

扱
い

や
電

子
情

報
の

管
理

方
法

等
の

留
意

点
を

繰
り

返
し

研
修

し
、

個
人

情
報

の
扱

い
に

は
常

に
細

心
の

注
意

を
払

う
こ

と
の

意
識

付
け

を
徹

底
し

て
い

る
。

「
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
手

順
書

」
等

を
定

め
、

個
人

情
報

へ
の

的
確

な
対

応
を

ル
ー

ル
化

し
て

い
る

。
○

適
切

な
財

務
管

理
及

び
会

計
処

理
を

行
う

と
共

に
、

外
部

（
会

計
事

務
所

）
委

託
に

よ
る

財
務

書
類

の
調

製
、

決
算

書
類

の
確

認
、

指
導

等
を

受
け

、
よ

り
適

正
な

事
務

を
行

っ
た

。
○

収
益

事
業

と
し

て
、

引
き

続
き

自
動

販
売

機
設

置
事

業
を

実
施

し
た

。

分
 野

計  画  性
1
0
0

　 目 的 適 合 性  健  全  性

1
0
0

○
杉

並
区

社
会

福
祉

協
議

会
実

施
計

画
（
平

成
2
6
～

3
0
年

）
に

基
づ

く
取

組
は

３
年

目
の

中
間

年
度

と
な

り
、

こ
れ

ま
で

の
進

捗
状

況
を

評
価

･検
証

し
、

社
会

福
祉

法
の

改
正

等
の

動
向

や
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
事

業
の

対
象

者
の

拡
大

等
を

図
る

と
と

も
に

、
区

内
の

大
学

等
と

連
携

し
、

学
生

な
ど

若
年

層
の

事
業

参
画

へ
の

働
き

か
け

を
強

化
し

た
。

○
実

施
計

画
（
平

成
2
6
～

3
0
年

）
に

基
づ

き
、

単
年

度
ご

と
の

事
業

計
画

及
び

行
動

計
画

を
作

成
し

て
い

る
。

行
動

計
画

は
四

半
期

ご
と

に
成

果
と

達
成

度
を

確
認

し
、

計
画

ど
お

り
に

進
捗

し
て

い
な

い
事

業
に

つ
い

て
は

、
そ

の
原

因
の

検
証

を
踏

ま
え

て
次

の
四

半
期

の
事

務
事

業
執

行
に

あ
た

っ
た

。

○
社

会
福

祉
協

議
会

の
本

来
目

的
で

あ
る

地
域

福
祉

の
推

進
、

地
域

福
祉

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ー
づ

く
り

を
目

指
し

、
住

民
活

動
へ

の
幅

広
い

支
援

と
地

域
で

生
活

す
る

上
で

の
狭

間
の

課
題

に
対

応
す

る
事

業
を

展
開

し
て

い
る

。
○

各
事

業
に

お
け

る
講

座
等

の
催

し
で

は
、

参
加

し
た

区
民

に
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

し
、

回
答

か
ら

得
ら

れ
た

満
足

度
や

ニ
ー

ズ
を

分
析

し
、

講
座

の
内

容
に

区
民

の
福

祉
課

題
に

関
係

の
深

い
民

法
の

解
説

を
取

り
入

れ
る

な
ど

、
次

の
企

画
･計

画
に

活
か

し
て

い
る

。
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

△

分 析 ・ 評 価

9
0

効  率  性

9
0

経  済  性

○
事

業
の

充
実

・
向

上
に

む
け

、
マ

ン
パ

ワ
ー

を
最

大
限

に
活

用
す

る
た

め
、

資
格

を
持

つ
非

常
勤

職
員

や
パ

ー
ト
タ

イ
マ

ー
を

採
用

し
、

O
JT

を
活

用
し

育
成

す
る

こ
と

で
、

相
談

援
助

等
の

専
門

分
野

で
質

の
高

い
支

援
が

で
き

る
よ

う
工

夫
し

て
い

る
。

○
「
資

金
管

理
方

針
」
に

基
づ

く
年

度
ご

と
の

資
金

管
理

計
画

に
よ

り
、

適
正

な
資

金
運

用
を

行
っ

て
い

る
。

○
城

西
ブ

ロ
ッ

ク
内

社
会

福
祉

協
議

会
に

設
置

し
た

協
議

会
に

お
い

て
、

法
人

全
体

、
管

理
運

営
部

門
及

び
各

事
業

部
の

担
当

者
会

議
等

を
定

例
的

に
開

催
し

、
情

報
交

換
や

比
較

研
究

等
を

行
い

、
改

正
社

会
福

祉
法

へ
の

適
切

な
対

応
や

、
効

率
的

な
業

務
遂

行
等

の
改

善
を

行
っ

て
い

る
。

○
商

品
購

入
の

際
は

複
数

社
か

ら
見

積
も

り
を

と
り

、
低

価
格

で
よ

り
よ

い
も

の
を

得
ら

れ
る

よ
う

努
力

し
た

。
ま

た
業

務
委

託
や

リ
ー

ス
契

約
の

発
注

の
際

も
同

様
に

見
積

も
り

を
取

り
、

発
注

先
を

決
め

て
い

る
。

○
相

談
、

サ
ー

ビ
ス

の
単

位
当

た
り

コ
ス

ト
は

低
減

傾
向

に
あ

り
、

公
益

事
業

等
の

事
業

費
は

前
年

度
並

み
で

あ
っ

た
が

、
自

主
事

業
の

実
施

の
た

め
、

当
初

収
支

予
算

に
基

づ
く

積
立

金
の

取
り

崩
し

等
を

行
っ

た
こ

と
に

よ
り

、
経

常
収

支
は

減
と

な
っ

た
。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

○
平

成
3
0
年

4
月

の
(仮

称
)天

沼
三

丁
目

複
合

施
設

「
複

合
施

設
棟

」
へ

の
移

転
に

伴
う

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

の
あ

り
方

に
つ

い
て

、
検

討
、

協
議

を
進

め
る

と
と

も
に

協
定

の
見

直
し

を
お

願
い

し
た

い
。

取 組 み ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
既

存
の

制
度

や
し

く
み

の
狭

間
に

あ
る

課
題

や
、

地
域

で
孤

立
し

が
ち

な
区

民
の

相
談

を
受

け
止

め
、

そ
の

困
り

ご
と

の
解

決
や

軽
減

の
た

め
、

積
極

的
に

地
域

に
出

向
い

て
支

援
す

る
。

○
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

、
地

域
の

活
動

に
関

心
が

あ
っ

て
も

踏
み

出
せ

な
い

層
に

働
き

か
け

る
と

と
も

に
、

地
域

の
様

々
な

人
々

の
潜

在
的

な
力

を
活

か
し

、
区

民
の

自
助

力
、

共
助

力
の

向
上

に
つ

な
げ

る
。

○
地

域
の

活
動

者
や

関
係

機
関

が
、

相
互

に
密

接
な

連
携

が
図

れ
る

よ
う

な
機

会
・
場

を
つ

く
る

と
と

も
に

、
福

祉
課

題
の

解
決

に
向

け
て

、
地

域
で

取
り

組
む

こ
と

の
で

き
る

し
く

み
を

つ
く

る
。

○
社

協
の

活
動

や
事

業
を

積
極

的
に

周
知

し
、

区
民

に
と

っ
て

わ
か

り
や

す
い

社
協

を
目

指
す

。
ま

た
、

新
た

な
福

祉
課

題
へ

の
取

組
へ

の
活

用
を

目
的

と
し

て
、

区
民

や
企

業
・
事

業
者

に
、

寄
附

等
を

募
る

と
と

も
に

空
間

の
提

供
を

働
き

か
け

る
。

○
社

協
内

で
の

業
務

連
携

の
強

化
や

事
例

の
共

有
を

通
じ

て
地

域
課

題
へ

の
認

識
を

深
め

、
事

例
検

討
等

を
重

ね
る

こ
と

で
、

区
民

と
協

働
し

て
地

域
の

課
題

に
向

き
合

え
る

社
協

職
員

と
し

て
の

専
門

性
を

高
め

る
。

○
改

正
社

会
福

祉
法

に
基

づ
く

組
織

ガ
バ

ナ
ン

ス
の

強
化

に
努

め
る

と
と

も
に

、
区

内
の

社
会

福
祉

法
人

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
よ

り
充

実
さ

せ
、

地
域

貢
献

の
取

組
み

を
推

進
す

る
。

　
平

成
28

年
度

は
、

「あ
な

た
の

力
(チ

カ
ラ

)を
つ

な
げ

る
共

助
の

ま
ち

づ
く

り
」を

基
本

目
標

と
し

た
実

施
計

画
（平

成
26

～
30

年
度

）３
年

目
の

中
間

年
度

で
あ

っ
た

。
下

半
期

に
は

、
今

計
画

の
新

規
事

業
を

は
じ

め
と

し
た

実
施

計
画

事
業

全
般

の
進

捗
状

況
を

評
価

･検
証

し
、

そ
の

結
果

及
び

社
会

福
祉

法
の

改
正

等
の

動
向

や
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
事

業
の

対
象

者
の

拡
大

等
を

図
る

と
と

も
に

、
区

内
の

大
学

等
と

の
連

携
を

図
り

、
学

生
な

ど
若

年
層

の
事

業
参

画
へ

の
働

き
か

け
を

強
化

し
た

。
　

こ
の

実
施

計
画

に
よ

る
新

た
な

取
組

と
し

て
平

成
26

年
4月

に
開

始
し

た
「福

祉
な

ん
で

も
相

談
」は

3年
目

と
な

っ
た

。
利

用
で

き
る

制
度

を
知

り
た

い
、

相
談

先
が

わ
か

ら
な

い
等

の
相

談
に

丁
寧

に
寄

り
添

い
、

地
域

で
暮

ら
す

区
民

の
様

々
な

福
祉

課
題

に
対

応
し

て
き

た
。

そ
の

中
で

、
連

携
で

き
る

制
度

や
仕

組
み

が
な

く
関

わ
り

が
長

期
化

す
る

ケ
ー

ス
の

支
援

や
、

こ
の

事
業

の
こ

れ
か

ら
の

あ
り

方
な

ど
、

今
後

、
取

り
組

む
べ

き
課

題
も

明
確

に
な

っ
て

き
た

。
　

平
成

28
年

度
の

重
点

事
業

で
あ

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業
で

は
、

「地
域

」「
若

者
」を

キ
ー

ワ
ー

ド
と

し
た

取
組

み
を

強
化

し
た

。
区

内
の

大
学

を
会

場
と

し
、

学
生

企
画

を
盛

り
込

ん
だ

「
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

」の
開

催
や

、
小

学
生

と
そ

の
親

を
対

象
と

し
た

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
す

る
な

ど
、

幅
広

い
世

代
へ

の
働

き
か

け
に

努
め

た
。

ま
た

、
平

成
29

年
4
月

に
全

面
施

行
さ

れ
る

「
改

正
社

会
福

祉
法

」
に

向
け

て
、

経
営

組
織

体
制

の
見

直
し

や
財

務
規

律
の

強
化

、
こ

れ
ら

に
伴

う
定

款
の

変
更

等
の

整
備

を
行

っ
た

。

○
「福

祉
な

ん
で

も
相

談
」に

つ
い

て
は

、
出

張
相

談
の

開
催

回
数

を
増

や
す

と
と

も
に

、
こ

れ
ま

で
実

施
し

て
い

な
い

地
域

で
開

催
す

る
こ

と
に

よ
り

、
よ

り
一

層
、

身
近

な
相

談
機

関
と

し
て

認
知

さ
れ

る
よ

う
に

取
り

組
む

。
ま

た
、

３
年

間
の

既
存

の
制

度
や

仕
組

み
の

狭
間

の
相

談
ケ

ー
ス

を
分

析
し

、
地

域
の

共
通

課
題

と
し

て
取

り
組

む
べ

き
事

例
な

ど
に

つ
い

て
、

社
会

福
祉

協
議

会
及

び
区

・
関

係
団

体
と

連
携

し
、

そ
の

課
題

の
解

決
策

等
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

く
。

○
判

断
能

力
が

十
分

で
な

い
区

民
が

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
し

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

本
人

の
権

利
や

意
思

を
尊

重
し

て
在

宅
生

活
を

支
援

す
る

こ
と

は
引

き
続

き
重

要
な

課
題

で
あ

る
。

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

の
サ

ー
ビ

ス
が

必
要

と
す

る
人

に
確

実
に

届
く

よ
う

、
高

齢
者

や
障

害
者

の
支

援
に

携
わ

る
関

係
機

関
や

支
援

者
に

対
し

、
改

め
て

事
業

の
意

義
と

役
割

の
周

知
・
P
R
を

強
化

す
る

。
○

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

推
進

事
業

は
、

平
成

２
８

年
度

に
引

き
続

き
、

「地
域

」「
若

者
」を

キ
ー

ワ
ー

ド
と

し
て

、
若

者
や

学
生

に
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
を

伝
え

、
活

動
に

参
加

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
を

目
指

す
。

ま
た

、
若

者
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

へ
の

参
加

促
進

の
方

策
を

検
討

す
る

た
め

、
区

内
６

大
学

の
学

生
を

対
象

に
「ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
意

識
調

査
」を

実
施

す
る

。
併

せ
て

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
を

受
入

れ
る

団
体

や
施

設
に

受
入

れ
状

況
の

実
態

調
査

も
実

施
す

る
。

○
災

害
発

生
時

に
支

援
活

動
を

担
う

「災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

」の
運

営
を

支
え

る
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

に
つ

い
て

は
、

準
備

会
を

発
足

さ
せ

、
構

成
メ

ン
バ

ー
や

課
題

の
検

討
を

行
い

、
正

式
な

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

連
絡

会
の

立
ち

上
げ

を
目

指
す

。
ま

た
、

第
５

期
と

な
る

「災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

運
営

ス
タ

ッ
フ

養
成

講
座

」は
、

発
災

時
に

備
え

た
人

材
養

成
と

し
て

、
引

き
続

き
実

施
す

る
。

団
体

名
称

社
会

福
祉

法
人

杉
並

区
社

会
福

祉
協

議
会

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

3072

定性評価

　当該団体の業務は、認定調査や相談対応、連絡調整（コーディネート）が多いことから、人件費
率が高いことはやむを得ない。しかし、業務量を算定した上で所要人員計画を策定し、適正な定
数管理を行っていくことが必要である。
　行動計画を四半期ごとに検証するなど、計画的な活動を推進する体制が確立されている。実施
計画に基づいて実施された新規事業については、特に前年度の事業実績を十分に分析し、翌
年度の事業計画に反映させることを望む。
　地域福祉権利擁護事業などの相談件数の多いサービスについては、支援へと着実に結びつく
よう適切に対応することを期待する。今後も利用者の意見・要望の把握に努めるとともに、更なる
顧客志向に基づく利用者満足度の向上に向けた取組を強化していくことが必要である。
　全面施行された「社会福祉法」に対し、経営組織体制の見直しや定款の変更等の整備を実施
しているが、今後も適切に対応できるよう継続して努力していくことが必要である。

二次評価（区経営評価）
　杉並区社会福祉協議会は、平成26年度から5年間の実施計画に基づき、日常生活の自立支援やボランティア活
動の促進など、様々な地域課題に取り組んでいる。
　社会福祉協議会の事業は、平成26年度から開始した自主事業「福祉なんでも相談」をはじめとして、相談業務が
数多くある。相談事業の質の向上には、相談終了時における利用者アンケートの実施等による相談者のニーズ調
査とその分析が有効であるため、相談事業に関するニーズ調査・分析の実施についての検討を望む。そして、社
会福祉協議会内部における情報共有と事業間の連携を深め、きめ細やかな対応をすることにより、アウトリーチの
さらなる充実に期待する。
　区委託事業を含むほぼ全ての事務事業についての評価を実施していることは、重要な取組であり、評価する。今
後は、実施計画を着実に推進するとともに、事務事業評価の結果を活用し、事業の見直しや適正な人員配置など
に取り組み、効率的な運営に努めてもらいたい。
　平成28年の社会福祉法の改正において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、「地域における公益的な
取組」の実施に関する責務規定が追加された。社会福祉協議会は地域福祉を推進する中核的な組織として、区か
らの補助事業や受託事業にとどまらず、これまで以上に地域の福祉課題等に対応した取組を実践するとともに、他
の社会福祉法人等と連携、協働して、公益的な取組を実施することを期待する。

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

　区からの補助金は、人件費が約89％を占めている。社会福祉協議会職員の給料については区
に準じていることから、平成27年度の区の給料のベースアップなどに伴い、補助金収入も増加し
た。
　職員体制の強化を必要に応じて実施しているが、業務量に応じた適正な人員配置がなされて
いるか、確認するためにも、所要人員計画を策定する必要がある。
　事業の多くは相談業務や調整業務であり、人件費の占める割合が高く、短期的にコストの削減
を図ることは容易ではないが、中長期的な視点で計画的にコスト削減を図る取組が必要である。
　平成28年度においても、ほぼ全ての事務事業について事務事業評価を実施し、事業単位での
コスト評価を行ったことは評価できる。今後は、評価結果を踏まえた事業の見直しなど、さらなる活
用に努めてもらいたい。

所管
部

課係
保健福祉部管理課庶務係

社会福祉法人
杉並区社会福祉協議会

団体名

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

　核家族化や高齢化の進展、社会的孤立の問題などにより、福祉ニーズは複雑化・多様化してい
る。指標は、支えられる側のサービス利用状況と支える側の活動状況の両面から設定されてお
り、また時代の状況に応じた福祉ニーズを反映しての指標の見直しを行っており評価できる。な
お、各指標については、さらに状況の変化等を踏まえながら、より適切なものとなるよう引き続き検
証することを望む。
　地域福祉権利擁護事業の相談件数は多く、増加傾向であるが、契約件数は微減である。適切なサービス
が提供されているか検証するとともに、利用者の状況に応じて、本事業から成年後見制度へよりスムーズに
移行できるようにするなど、成年後見センター等関係機関とさらなる連携を図っていく必要がある。
　福祉なんでも相談は、事業開始から３年を経過し、数多くの相談に対し解決に向けた支援につながってい
る。その相談内容や実績を分析・検証し、明らかとなった課題に対応していくとともに、今後の事業の進め方
について、具体的な検討を望む。
　「災害ボランティアセンター運営スタッフ」養成事業では、23名の運営スタッフを養成しており、ボランティア
説明会・各種講座の参加者数は、目標値には及ばなかったものの、実績は微増であり、大幅増となった平
成27年の水準を保っているため、一定の評価はできる。また、若年層のボランティア活動への参加促進に向
けた、区内大学における「ボランティア・活動見本市」の開催、小学生とその親を対象としたボランティアセミ
ナーの実施など、新たなボランティアの育成に寄与している。今後の若年層を呼び込む事業展開に期待す
る。
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

人 284 334

件 8,262 8,205

千円 44,604 44,820

名 2,896 2,780

％ 69.9 71.8

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 1,123,661 1,111,763 1,073,269

千円 0 0 0

千円 1,126,862 1,118,168 1,074,735

千円 239,302 240,900 211,988

千円 ▲ 3,201 ▲ 6,405 ▲ 1,466

％ 95.3 95.1 95.3

％ 4.7 4.9 4.7

％ 15.5 16.0 15.7

％ 17.3 18.2 17.6

千円 26,825 26,593 25,762

千円 1,142,382 1,147,844 1,109,659

人 68 65 65

人 35.2 34.9 34.9

％ 2.8 2.9 2.9

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A B 70

A A B 75

A A A 80

A A B 70

A A A 80

A A B 375

事業内容

0千円 昭和54年3月10日

事業目的団
体
概
要

　社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域
社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験
に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確
保し、生活感の充実及び福祉の増進を図るととも
に、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づく
りに寄与する。

区民高齢者及び東京都内
発注者

①就業機会提供
②調査研究
③相談
④研修・講習
⑤普及啓発
⑥社会参加等支援
⑦安全就業推進

3317-2217公益社団法人　杉並区シルバー人材センター

年度内にセンターへ新規に登録した人数

70.9

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

年度末会員数

家事・子育て支援
サービス事業収入

年間実契約件数

１．就業機会提供事業
　　１）年度末会員数　　2，772名　　　　　２）就業実人員　　 　1，966名
　　３）契約件数　　　　　7，985件　　  　　４）契約金額　　　 899，103千円
　　５）就業延日人員（年間総稼働日数）　　223,814人
２．普及啓発事業
　　１）入会説明会参加者数 　　422名　　２）１）のうち新規入会者数　　334名
３．社会参加等支援事業
　　シルバー孫の手事業実施件数　115件

事業評価指標について、以下の
理由により変更した。
単年度ごとに作成する事業計画
に基づき、センターの事業実施状
況を明確に表す新規入会者数、
契約件数、家事・子育て支援
サービス事業収入に活動指標を
変更した。
また、成果指標は年間活動状況
をより明確に比較することができ
る年度末会員数、年間就業率に
変更した。

成果
指標

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

年間就業実人員÷年度末会員数

地域ニーズの高い家事・子育て支援サービ
ス分野の事業収入

2,772

334

7,985

51,280

年度末時点の登録会員数

新規入会者数

契約件数

保健福祉部高齢者施策課

指標名 平成28年度算式･内容

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

年間就業率

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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　平成28年度は、地域特性への対応、会員の増強、適正就業の推進、安全就業の推進の４項目を基本方針に掲げ事業に取り組んだが、事業収
入が前年度と比べ▲2,900万円（▲3.1％）と大幅な減少となり、これが経常収支赤字の要因の一つとなった。この状況の中、地域ニーズの高い家
事・子育て支援サービス分野では、事業収入が前年度比＋6,460千円（14.4％）と計画を上回る結果を残すことができた。今後も引き続き家事・子
育て支援サービス分野の体制強化を行い就業拡大を推進するとともに、地域社会づくりに寄与するようそれ以外の分野についても地域ニーズを
意識した事業を展開していく。
　また、会員数は、平成24年度以降減少傾向にあったが、年度途中に実施した広域的な会員募集チラシ配布の効果もあり、年度末会員数は
2,772名で前年度と比べ▲8名に留まり、会員数の減少傾向は改善が図られた。
　地域貢献活動は、シルバー孫の手事業の実施件数が115件と減少傾向にあるため、提供するサービス内容、利用方法、周知方法等の事業見
直しによる改善に努めていく。
　財務状況は、事業収入の減少から固定費削減のため３つの分室を２つに統合し分室の効率的運用等コスト削減に努めたが、正味財産は１、
440千円減少した。平成29年度予算については、近年の事業収入の減少を鑑み、支出経費についても非常勤役員報酬の減額など大幅な削減
を行い、経常収支がマイナスにならない予算編成を行った。今後も公益法人基準に適合した事業運営及び組織運営に努め着実に事業を進め
ていく。

○予算執行状況を十分分析し、次年度に向け費用対効果に考慮した予算の見直しを検討した。
○シルバー事業専用の業務システムを軸にｗｅｂ受注等を運用し効率化を図った。
○資金運用は、現状の金融市場を俯瞰すると、安全性と流動性を優先すべきとの判断から慎重な運用に
留めている。
○3つの分室を2つに集約し、分室職員の配置を再編成することにより効率的運用を図った。

○上部団体（東京しごと財団）主催の職員研修への積極的に参加している。職員の年齢構成に偏りがあ
るため、年齢バランスに配慮した採用計画が必要である。
○各委員会で事業内容等を検討し、理事会の決定を経て事業を運営している。
○公益法人会計基準による会計処理を実行している。また、公認会計士による検査、監事による中間及
び期末監査と現金を取り扱う就業現場の監査を実施している。
○自主財源となる事務費及び会費によって公益法人としての適正な運営水準を維持し、分室運営の見
直しを行い固定費を削減するなど自助努力を実施している。
○会員へ接客・個人情報保護研修（12回、215名）を実施する他、ホームページで公益法人としての基本
情報及び情報公開を行っている。個人情報の管理については、班会議・就業会員打合せ会等で、引き続
き会員に周知徹底を図っていく。

計
画
性

○定款に定める目的及び公益認定の事項に沿って、事業計画及び予算を編成し事業を運営した。
○前年度の実績等を基に事業計画を積算し、目標数値を設定しているが、目標達成されていない項目も
あるため、再考が必要である。
○ＣＳ調査を提供するサービスごとに実施し、その結果を就業する会員へフィードバックし課題改善に繋
げている。
○センターに寄せられる要望等を基に事業の企画を行い、各委員会で調査分析をしている。

　シルバー人材センターは、平成24年度に策定した「中長期方針2012」に基づき、就業活動と地域貢献活動を二本柱とした活動を展開してきた。会員
数については、減少傾向であったが、会員募集チラシの広域的な配布など会員増強運動の成果により、平成28年度は、前年度同様の新規入会者数
を維持できた。事業収入については、平成26年度をピークに減収となっているが、ニーズが高い家事・子育て支援サービスの事業収入は増加してい
る。今後も継続して新規入会者の促進を図るとともに、発注件数の増加が見込めるサービス群の担い手の確保、高齢者の活用を考えている発注者や
会員の希望する就業先の開拓を進め、事業収入の増加につながるよう期待する。
　超高齢化の進展の中で、社会参加の意欲がある高齢者の就業や社会奉仕等の活動機会を確保するとともに、高齢者の能力を生かした地域社会づ
くりに寄与するために、シルバー人材センターの果たす役割はますます大きくなっている。現在、課題となっているセンターと会員との契約及び発注者
との契約の適正化、シルバー派遣事業についての方向性を早急に決定し、平成29年度以降の「中長期方針」を今年度中に策定することを求める。

【二次評価（区経営評価）】

経
済
性

○第3ブロック（6センター）内での情報交換や共同研修の開催により課題改善に繋げている。
○行政施策である「杉並子育て応援券」取扱い事業所とし、サービス提供事業を実施している。
○消耗品等物品ではネット販売を利用し、より安価な価格で購入した。常にコスト意識を持ち、法人運営
に当たる必要がある。
○業者選定は、財務規程に沿って処理を行っている。業務委託については、費用対効果を考慮し事業
計画へ反映させている。
○地域ニーズの高い職種（家事・育児サービス、除草）の受注対応強化に努めている。営業経験のある登
録会員を登用し、就業拡大に向けたプロジェクトチームを編成し、センターにあった就業開拓について検
討を進めている。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

・事業収入の減収により、平成28年度
決算は赤字となった。これは会員数
の伸び悩み、近年の景気を反映する
受注件数の頭打ち等が主な原因と
なっている。
この点を踏まえ、平成29年度は収支
改善のため、引き続き経費削減に努
めるとともに、事業拡大による収入増
加を目標としている。その施策として
「営業活動検討会」を設置し、会員の
意向に沿った就業先の開拓を積極的
に行う。併せて会員主体のサロンを開
設し、会員同士及び入会希望者と就
業情報交換の機会を通して、会員数
増強を図る。

定性評価
○「中長期方針2012」の長期方針（平成24～28年度）に基づき、事業計画及び予算を策定した。
○「中長期方針2012」は、事業ごとの方向性を示し日常的な業務遂行に対する基本指針となっているが、
個々の事業で具体的目標が示されていないため、次期中長期計画では、事業ごとの目標値を明確にし
ていく。
○「保健福祉計画」などの区の方針に沿ってサービス提供を計画・実施するほか、国(厚生労働省)及び東
京都の政策との一致を図っている。
○年次実績を基に、事業内容の見直しや予算見積を行い、各委員会での調査検討を経て、公益事業の
実施に向けた事業計画及び予算編成を行ったが、複数の項目で目標達成には至っていない。社会経済
情勢などの状況変化を的確に把握するとともに、新たな就業先の開拓と新規会員の増員に努めていく。

事業分析（現状の分析・評価）
　センターの基盤である会員数は、過去3年退会者が増加し減少傾向が続いていたが、年度末会員数は2,772名で前年度から8名の減に留まり、会員減
少には歯止めがかかりつつある。また、年間就業率は、前年度から0.9％減少した。これは就業実人員が前年度より29名減少したことによる。
　事業収入は、前年度比3.1％の減（▲2,900万）となった。この要因は、区内41校で230名が就業する通学案内交通指導業務において、契約内容の見直
しにより1日の就業時間が短縮となったこと及びゆうゆう浜田山館受付業務の契約が終了したことによる。また、労働者派遣法との関係から適正就業の徹
底のため契約内容を精査したことにより契約先が減少したことも起因している。この状況の中、家事・子育て支援サービス分野については、就業会員の体
制を強化し、地域ニーズへの対応を図ったことにより前年度比14.4％の増となった。
　シルバー孫の手事業実施件数は、115件で前年より26件の減少となっており、事業の拡大に向け、サービス提供内容、利用条件の緩和等の見直しを検
討する。
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〔
粗

入
会

率
　

 1
.9

%
〕

〔年
度

末
会

員
数

÷
60

歳
以

上
の

人
口

〕

年
間

就
業

実
人

員
1
,9

6
6
人

〔
年

間
就

業
率

　
　

7
0
.9

%
〕

〔
実

就
業

会
員

数
÷

年
度

末
会

員
数

〕

保
健

福
祉

部
高

齢
者

施
策

課
昭

和
5
4
年

3
月

1
0
日

3
3
1
7
-
2
2
1
7

区
民

高
齢

者
及

び
東

京
都

内
発

注
者

・
総

　
会

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
事

務
局

・
理

事
会

（
1
5
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
本

部
事

務
局

（
常

勤
9
　

嘱
託

3
　

臨
時

1
0
)

　
理

事
会

の
下

に
6
つ

の
委

員
会

　
　

　
　

　
 荻

窪
分

室
　

（
常

勤
2
　

嘱
託

2
）

・
監

事
（
2
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
 清

水
分

室
　

 (
常

勤
2
　

嘱
託

3
　

臨
時

1
8
）

・
地

域
班

（
9
2
）

カ
ッ

コ
内

は
平

成
2
9
年

3
月

3
1
日

現
在

構
成

員
数

公
益

社
団

法
人

　
杉

並
区

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

団
体

名
称

顧 　 客 事 業 目 的

―

組 織 構 成

基
本

財
産

１
．

就
業

機
会

提
供

事
業

　
区

内
の

家
庭

・
企

業
・
公

共
団

体
か

ら
、

請
負

又
は

委
任

契
約

に
よ

り
受

注
し

、
希

望
す

る
会

員
へ

提
供

２
．

調
査

・
研

究
事

業
　

１
）
お

客
様

満
足

度
調

査
、

公
共

施
設

利
用

者
ア

ン
ケ

ー
ト
、

未
就

業
会

員
意

向
調

査
及

び
就

業
会

員
打

合
せ

会
　

　
を

行
い

、
顧

客
や

会
員

の
意

向
を

把
握

　
２

）
就

業
・
地

域
活

動
・
広

報
・
安

全
管

理
・
女

性
部

の
各

委
員

会
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
チ

ー
ム

に
よ

り
、

事
業

の
検

討
、

　
　

就
業

の
適

正
化

、
就

業
環

境
の

改
善

を
実

施

３
．

相
談

事
業

　
１

）
常

設
相

談
 ２

）
特

別
相

談
 ３

）
N

P
O

法
人

と
合

同
の

入
会

説
明

や
就

業
相

談
会

 ４
）
就

業
希

望
相

談
の

実
施

４
．

研
修

・
講

習
事

業
　

１
）
接

客
及

び
個

人
情

報
保

護
研

修
　

２
）
新

規
就

業
者

会
員

研
修

　
３

）
技

能
講

習
の

実
施

　
４

）
東

京
し

ご
ご

財
団

及
び

第
３

ブ
ロ

ッ
ク

主
催

の
研

修
・
講

習
へ

の
参

加

５
．

普
及

啓
発

事
業

　
１

）
入

会
希

望
者

へ
の

説
明

会
実

施
　

２
）
広

報
活

動
の

実
施

６
．

社
会

参
加

等
支

援
事

業
　

１
）
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

事
業

の
実

施
　

２
）
ひ

ざ
こ

ぞ
う

ト
ー

ク
　

３
）
公

開
講

座
　

４
）
ﾌ
ｧ
ｯ
ｼ

ｮﾝ
シ

ョ
ー

の
開

催
　

５
）
青

梅
街

道
清

掃
の

実
施

７
．

安
全

就
業

推
進

事
業

　
１

）
安

全
就

業
対

策
　

２
）
安

全
・
適

正
就

業
巡

回
指

導
の

実
施

平 成 2 8 年 度 の 事 業 実 績

　
社

会
参

加
の

意
欲

あ
る

健
康

な
高

齢
者

に
対

し
、

地
域

社
会

と
連

携
を

保
ち

な
が

ら
、

そ
の

希
望

、
知

識
及

び
経

験
に

応
じ

た
就

業
並

び
に

社
会

奉
仕

等
の

活
動

機
会

を
確

保
し

、
生

活
感

の
充

実
及

び
福

祉
の

増
進

を
図

る
と

と
も

に
、

高
齢

者
の

能
力

を
生

か
し

た
活

力
あ

る
地

域
社

会
づ

く
り

に
寄

与
す

る
。

事 業 規 模
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

2
8
4

3
3
4

3
3
4

4
0
0

2
8

②
件

8
,2

6
2

8
,2

0
5

7
,9

8
5

8
,5

2
9

2
8

③
千

円
4
4
,6

0
4

4
4
,8

2
0

5
1
,2

8
0

4
5
,8

5
9

2
8

④
人

1
6
8

1
6
9

1
7
5

1
6
9

2
8

⑤
件

1
5
7

1
4
1

1
1
5

1
8
0

2
8

⑥
名

2
,8

9
6

2
,7

8
0

2
,7

7
2

2
,8

0
0

2
8

⑦
％

6
9
.9

7
1
.8

7
0
.9

7
1
.4

2
8

⑧
千

円
9
4
4
,2

5
9

9
2
8
,1

0
7

8
9
9
,1

0
3

9
3
4
,2

6
3

2
8

活 動 指 標

地
域

ニ
ー

ズ
の

高
い

家
事

・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

の
事

業
収

入
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

収
入

就
業

期
間

を
定

め
た

職
種

に
お

け
る

新
規

就
業

者
数

分
ち

合
い

就
業

に
よ

る
新

規
就

業
会

員
数

年
間

実
契

約
件

数

高
齢

者
世

帯
へ

の
無

償
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
実

施
件

数

年
度

内
に

セ
ン

タ
ー

へ
新

規
に

登
録

し
た

人
数

契
約

件
数

新
規

入
会

者
数

　
セ

ン
タ

ー
の

基
盤

で
あ

る
会

員
数

は
、

過
去

3
年

退
会

者
が

増
加

し
減

少
傾

向
が

続
い

て
い

た
が

、
年

度
末

会
員

数
は

2
,7

7
2
名

で
前

年
度

か
ら

8
名

の
減

に
留

ま
り

、
会

員
減

少
に

は
歯

止
め

が
か

か
り

つ
つ

あ
る

。
ま

た
、

年
間

就
業

率
は

、
前

年
度

か
ら

0
.9

％
減

少
し

た
。

こ
れ

は
就

業
実

人
員

が
前

年
度

よ
り

2
9
名

減
少

し
た

こ
と

に
よ

る
。

　
事

業
収

入
は

、
前

年
度

比
3
.1

％
の

減
（
▲

2
,9

0
0
万

）
と

な
っ

た
。

こ
の

要
因

は
、

区
内

41
校

で
23

0名
が

就
業

す
る

通
学

案
内

交
通

指
導

業
務

に
お

い
て

、
契

約
内

容
の

見
直

し
に

よ
り

1日
の

就
業

時
間

が
短

縮
と

な
っ

た
こ

と
及

び
ゆ

う
ゆ

う
浜

田
山

館
受

付
業

務
の

契
約

が
終

了
し

た
こ

と
に

よ
る

。
ま

た
、

労
働

者
派

遣
法

と
の

関
係

か
ら

適
正

就
業

の
徹

底
の

た
め

契
約

内
容

を
精

査
し

た
こ

と
に

よ
り

契
約

先
が

減
少

し
た

こ
と

も
起

因
し

て
い

る
。

こ
の

状
況

の
中

、
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

に
つ

い
て

は
、

就
業

会
員

の
体

制
を

強
化

し
、

地
域

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応
を

図
っ

た
こ

と
に

よ
り

前
年

度
比

1
4
.4

％
の

増
と

な
っ

た
。

　
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

事
業

実
施

件
数

は
、

1
1
5
件

で
前

年
よ

り
2
6
件

の
減

少
と

な
っ

て
お

り
、

事
業

の
拡

大
に

向
け

、
サ

ー
ビ

ス
提

供
内

容
、

利
用

条
件

の
緩

和
等

の
見

直
し

を
検

討
す

る
。

目
標

設
定

の
考

え
方

平
成

2
8
年

度
の

目
標

は
、

「
中

長
期

方
針

2
0
1
2
」
（
平

成
2
4
～

2
8
年

度
）
を

指
針

と
し

、
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

や
発

注
者

と
の

契
約

に
お

け
る

適
正

化
の

徹
底

等
の

課
題

を
勘

案
し

設
定

し
て

い
る

。
活

動
指

標
①

セ
ン

タ
ー

事
業

の
拡

大
は

、
仕

事
の

担
い

手
で

あ
る

会
員

の
増

強
と

会
員

へ
提

供
す

る
受

注
の

開
拓

が
根

幹
と

な
る

た
め

、
①

新
規

入
会

者
数

②
受

注
件

数
を

活
動

指
標

と
し

た
。

ま
た

、
目

標
値

は
、

課
題

や
過

去
の

実
績

を
基

に
設

定
し

て
い

る
。

③
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

収
入

は
、

事
業

の
拡

大
に

向
け

、
近

年
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
本

分
野

を
重

点
項

目
と

し
て

い
る

た
め

、
活

動
指

標
と

し
た

。
目

標
値

は
、

過
去

の
実

績
等

を
勘

案
し

設
定

し
て

い
る

。
④

適
正

な
就

業
を

進
め

、
新

規
入

会
者

の
就

業
意

欲
に

応
え

る
た

め
、

基
準

に
よ

り
公

平
な

就
業

機
会

の
提

供
を

円
滑

に
行

う
こ

と
が

必
要

と
な

る
た

め
、

分
ち

合
い

就
業

に
よ

る
新

規
就

業
会

員
数

を
指

標
と

し
た

。
⑤

シ
ル

バ
ー

孫
の

手
事

業
実

施
件

数
は

、
セ

ン
タ

ー
の

目
的

で
あ

る
社

会
貢

献
活

動
の

重
要

な
事

業
で

あ
る

た
め

指
標

と
し

、
目

標
値

は
、

過
去

の
実

績
か

ら
月

1
5
件

、
年

間
1
8
0
件

と
し

て
い

る
。

な
お

、
単

年
度

ご
と

に
作

成
す

る
事

業
計

画
の

基
本

方
針

に
基

づ
き

活
動

指
標

①
～

⑤
及

び
成

果
指

標
⑥

～
⑦

を
変

更
し

た
。

年
度

末
時

点
の

登
録

会
員

数

年
間

就
業

実
人

員
÷

年
度

末
会

員
数

事
業

収
入

＝
配

分
金

（
就

業
会

員
の

報
酬

）
＋

材
料

費
（
実

費
）
＋

事
務

費

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

年
間

就
業

率

事
業

収
入

成 果 指 標

年
度

末
会

員
数

指
標

名

シ
ル

バ
ー

孫
の

手
事

業
実

施
件

数

目
標

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
6
年

度
実

績
単

位

－ 53 －



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
（ア

）
千

円
1
,1

0
0
,0

3
5

1
,1

2
0
,3

8
1

1
,1

2
3
,6

6
1

1
,1

1
1
,7

6
3

1
,0

7
3
,2

6
9

千
円

1
7
7
,3

5
8

1
7
5
,2

1
6

1
7
3
,7

6
6

1
7
8
,2

0
1

1
6
8
,7

6
9

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
9
1
6
,4

4
4

9
3
9
,2

7
8

9
4
4
,2

5
9

9
2
8
,1

0
7

8
9
9
,1

0
3

千
円

5
4
9
,3

4
8

5
6
6
,9

2
8

5
8
1
,2

1
5

5
7
1
,2

3
5

5
4
8
,0

1
6

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
0

0
0

0
0

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

（
ウ

）
千

円
1
,1

0
2
,5

0
1

1
,1

1
5
,8

4
0

1
,1

2
6
,8

6
2

1
,1

1
8
,1

6
8

1
,0

7
4
,7

3
5

千
円

1
,0

4
9
,6

8
1

1
,0

6
6
,5

9
7

1
,0

7
4
,1

8
4

1
,0

6
3
,6

3
2

1
,0

2
4
,7

5
2

千
円

9
0
2
,0

1
0

9
2
2
,3

1
9

9
2
3
,9

8
9

9
0
6
,9

9
3

8
7
8
,5

8
9

千
円

1
4
7
,6

7
1

1
4
4
,2

7
8

1
5
0
,1

9
5

1
5
6
,6

3
9

1
4
6
,1

6
3

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
5
4
2
,6

6
2

5
6
0
,6

3
4

5
8
0
,2

1
5

5
7
1
,2

3
5

5
4
8
,0

1
6

千
円

5
2
,8

2
0

4
9
,2

4
2

5
2
,6

7
8

5
4
,5

3
6

4
9
,9

8
3

千
円

7
,9

5
8

7
,3

5
5

7
,5

2
9

7
,4

1
2

7
,5

0
4

千
円

4
4
,8

6
2

4
1
,8

8
7

4
5
,1

4
9

4
7
,1

2
4

4
2
,4

7
9

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
1
9
2
,5

3
3

1
8
6
,1

6
5

1
9
5
,3

4
4

2
0
3
,7

6
3

1
8
8
,6

4
2

千
円

2
6
,3

4
8

2
5
,6

8
0

2
8
,1

4
0

2
6
,5

7
4

2
6
,6

8
6

（エ
）

千
円

2
4
3
,5

1
2

2
4
6
,8

8
7

2
3
9
,3

0
2

2
4
0
,9

0
0

2
1
1
,9

8
8

千
円

1
2
9
,3

6
6

1
2
8
,1

9
9

1
2
3
,8

1
5

1
3
1
,8

0
5

1
0
4
,3

3
3

資
産

－
負

債
千

円
1
1
4
,1

4
6

1
1
8
,6

8
8

1
1
5
,4

8
7

1
0
9
,0

9
5

1
0
7
,6

5
5

千
円

0
0

0
0

0
（シ

）役
員

、
派

遣
職

員
、

固
有

職
員

の
総

数
人

6
7

6
6

6
8

6
5

6
5

人
1

1
1

1
1

人
1
5

1
4

1
5

1
5

1
5

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
0

0
0

0
0

人
1
4

1
4

1
3

1
4

1
4

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

3
7

3
7

3
9

3
5

3
5

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
3
5
.1

3
5
.8

3
5
.2

3
4
.9

3
4
.9

人
2
2
8
,2

2
7

2
2
7
,8

1
1

2
2
6
,5

2
4

2
2
7
,1

0
4

2
2
3
,8

1
4

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
6
,5

0
2

6
,3

6
3

6
,4

3
5

6
,5

0
7

6
,4

1
3

事
業

収
入

直
接

費
／

就
業

延
べ

日
人

員
円

4
,3

8
1

4
,1

2
3

4
,1

6
8

4
,0

8
7

4
,0

1
7

事
業

収
入

直
接

費
／

延
べ

受
託

件
数

円
5
5
,5

0
4

5
1
,0

1
9

5
2
,0

3
7

5
0
,6

1
4

4
9
,3

7
4

管
理

・
事

業
拡

充
費

／
月

平
均

会
員

数
円

3
4
,0

2
3

3
9
,2

1
3

4
4
,6

2
4

3
7
,9

8
7

3
6
,5

9
8

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

り コ ス ト

単 位 当 た

会
員

就
業

一
人

一
日

当
り

直
接

費

受
託

一
件

当
り

直
接

費

会
員

一
人

当
り

管
理

・事
業

拡
充

費

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
8
.5

1
0
9
.7

1
0
0
.1

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 3
,2

0
1

▲
 6

,4
0
5

▲
 1

,4
6
6

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
9
.7

9
9
.4

9
9
.9

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
1
0
0
.5

9
8
.3

9
6
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
1
0
0
.3

9
8
.9

9
6
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
5
.3

9
5
.1

9
5
.3

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
4
.7

4
.9

4
.7

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

1
5
.5

1
6
.0

1
5
.7

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
-

-
-

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

5
4
.0

5
3
.7

5
3
.5

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

4
8
.3

4
5
.3

5
0
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
-

-
-

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
1
7
.3

1
8
.2

1
7
.6

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

2
.8

2
.9

2
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

3
.6

3
.8

3
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 5

.9
▲

 3
.8

4
.6

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

4
.7

4
.6

5
.1

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
2
6
,8

2
5

2
6
,5

9
3

2
5
,7

6
2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
▲

 1
.3

0
.0

▲
 0

.7
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
,1

4
2
,3

8
2

1
,1

4
7
,8

4
4

1
,1

0
9
,6

5
9

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
1
0
1
.7

1
0
3
.2

1
0
3
.4

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

・
事

業
収

入
の

減
収

に
よ

り
、

平
成

28
年

度
決

算
は

赤
字

と
な

っ
た

。
こ

れ
は

会
員

数
の

伸
び

悩
み

、
近

年
の

景
気

を
反

映
す

る
受

注
件

数
の

頭
打

ち
等

が
主

な
原

因
と

な
っ

て
い

る
。

こ
の

点
を

踏
ま

え
、

平
成

29
年

度
は

収
支

改
善

の
た

め
、

引
き

続
き

経
費

削
減

に
努

め
る

と
と

も
に

、
事

業
拡

大
に

よ
る

収
入

増
加

を
目

標
と

し
て

い
る

。
そ

の
施

策
と

し
て

「営
業

活
動

検
討

会
」

を
設

置
し

、
会

員
の

意
向

に
沿

っ
た

就
業

先
の

開
拓

を
積

極
的

に
行

う
。

併
せ

て
会

員
主

体
の

サ
ロ

ン
を

開
設

し
、

会
員

同
士

及
び

入
会

希
望

者
と

就
業

情
報

交
換

の
機

会
を

通
し

て
、

会
員

数
増

強
を

図
る

。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

－ 55 －



財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
×

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

△

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

△

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
△

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価

○
：
十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

7
5

○
上

部
団

体
（
東

京
し

ご
と

財
団

）
主

催
の

職
員

研
修

へ
の

積
極

的
に

参
加

し
て

い
る

。
職

員
の

年
齢

構
成

に
偏

り
が

あ
る

た
め

、
年

齢
バ

ラ
ン

ス
に

配
慮

し
た

採
用

計
画

が
必

要
で

あ
る

。
○

各
委

員
会

で
事

業
内

容
等

を
検

討
し

、
理

事
会

の
決

定
を

経
て

事
業

を
運

営
し

て
い

る
。

○
公

益
法

人
会

計
基

準
に

よ
る

会
計

処
理

を
実

行
し

て
い

る
。

ま
た

、
公

認
会

計
士

に
よ

る
検

査
、

監
事

に
よ

る
中

間
及

び
期

末
監

査
と

現
金

を
取

り
扱

う
就

業
現

場
の

監
査

を
実

施
し

て
い

る
。

○
自

主
財

源
と

な
る

事
務

費
及

び
会

費
に

よ
っ

て
公

益
法

人
と

し
て

の
適

正
な

運
営

水
準

を
維

持
し

、
分

室
運

営
の

見
直

し
を

行
い

固
定

費
を

削
減

す
る

な
ど

自
助

努
力

を
実

施
し

て
い

る
。

○
会

員
へ

接
客

・
個

人
情

報
保

護
研

修
（
1
2
回

、
2
1
5
名

）
を

実
施

す
る

他
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
公

益
法

人
と

し
て

の
基

本
情

報
及

び
情

報
公

開
を

行
っ

て
い

る
。

個
人

情
報

の
管

理
に

つ
い

て
は

、
班

会
議

・
就

業
会

員
打

合
せ

会
等

で
、

引
き

続
き

会
員

に
周

知
徹

底
を

図
っ

て
い

く
。

分
 野

計  画  性
7
0

　 目 的 適 合 性  健  全  性

8
0

○
「
中

長
期

方
針

2
0
1
2
」
の

長
期

方
針

（
平

成
2
4
～

2
8
年

度
）
に

基
づ

き
、

事
業

計
画

及
び

予
算

を
策

定
し

た
。

○
「
中

長
期

方
針

2
0
1
2
」
は

、
事

業
ご

と
の

方
向

性
を

示
し

日
常

的
な

業
務

遂
行

に
対

す
る

基
本

指
針

と
な

っ
て

い
る

が
、

個
々

の
事

業
で

具
体

的
目

標
が

示
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

次
期

中
長

期
計

画
で

は
、

事
業

ご
と

の
目

標
値

を
明

確
に

し
て

い
く

。
○

「
保

健
福

祉
計

画
」
な

ど
の

区
の

方
針

に
沿

っ
て

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
計

画
・
実

施
す

る
ほ

か
、

国
(厚

生
労

働
省

)及
び

東
京

都
の

政
策

と
の

一
致

を
図

っ
て

い
る

。
○

年
次

実
績

を
基

に
、

事
業

内
容

の
見

直
し

や
予

算
見

積
を

行
い

、
各

委
員

会
で

の
調

査
検

討
を

経
て

、
公

益
事

業
の

実
施

に
向

け
た

事
業

計
画

及
び

予
算

編
成

を
行

っ
た

が
、

複
数

の
項

目
で

目
標

達
成

に
は

至
っ

て
い

な
い

。
社

会
経

済
情

勢
な

ど
の

状
況

変
化

を
的

確
に

把
握

す
る

と
と

も
に

、
新

た
な

就
業

先
の

開
拓

と
新

規
会

員
の

増
員

に
努

め
て

い
く

。

○
定

款
に

定
め

る
目

的
及

び
公

益
認

定
の

事
項

に
沿

っ
て

、
事

業
計

画
及

び
予

算
を

編
成

し
事

業
を

運
営

し
た

。
○

前
年

度
の

実
績

等
を

基
に

事
業

計
画

を
積

算
し

、
目

標
数

値
を

設
定

し
て

い
る

が
、

目
標

達
成

さ
れ

て
い

な
い

項
目

も
あ

る
た

め
、

再
考

が
必

要
で

あ
る

。
○

Ｃ
Ｓ

調
査

を
提

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
ご

と
に

実
施

し
、

そ
の

結
果

を
就

業
す

る
会

員
へ

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
し

課
題

改
善

に
繋

げ
て

い
る

。
○

セ
ン

タ
ー

に
寄

せ
ら

れ
る

要
望

等
を

基
に

事
業

の
企

画
を

行
い

、
各

委
員

会
で

調
査

分
析

を
し

て
い

る
。

－ 56 －



財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
△

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
×

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

△

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
△

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

8
0

効  率  性

7
0

経  済  性

○
予

算
執

行
状

況
を

十
分

分
析

し
、

次
年

度
に

向
け

費
用

対
効

果
に

考
慮

し
た

予
算

の
見

直
し

を
検

討
し

た
。

○
シ

ル
バ

ー
事

業
専

用
の

業
務

シ
ス

テ
ム

を
軸

に
ｗ

ｅ
ｂ
受

注
等

を
運

用
し

効
率

化
を

図
っ

た
。

○
資

金
運

用
は

、
現

状
の

金
融

市
場

を
俯

瞰
す

る
と

、
安

全
性

と
流

動
性

を
優

先
す

べ
き

と
の

判
断

か
ら

慎
重

な
運

用
に

留
め

て
い

る
。

○
3
つ

の
分

室
を

2
つ

に
集

約
し

、
分

室
職

員
の

配
置

を
再

編
成

す
る

こ
と

に
よ

り
効

率
的

運
用

を
図

っ
た

。

○
第

3
ブ

ロ
ッ

ク
（
6
セ

ン
タ

ー
）
内

で
の

情
報

交
換

や
共

同
研

修
の

開
催

に
よ

り
課

題
改

善
に

繋
げ

て
い

る
。

○
行

政
施

策
で

あ
る

「
杉

並
子

育
て

応
援

券
」
取

扱
い

事
業

所
と

し
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

○
消

耗
品

等
物

品
で

は
ネ

ッ
ト
販

売
を

利
用

し
、

よ
り

安
価

な
価

格
で

購
入

し
た

。
常

に
コ

ス
ト
意

識
を

持
ち

、
法

人
運

営
に

当
た

る
必

要
が

あ
る

。
○

業
者

選
定

は
、

財
務

規
程

に
沿

っ
て

処
理

を
行

っ
て

い
る

。
業

務
委

託
に

つ
い

て
は

、
費

用
対

効
果

を
考

慮
し

事
業

計
画

へ
反

映
さ

せ
て

い
る

。
○

地
域

ニ
ー

ズ
の

高
い

職
種

（
家

事
・
育

児
サ

ー
ビ

ス
、

除
草

）
の

受
注

対
応

強
化

に
努

め
て

い
る

。
営

業
経

験
の

あ
る

登
録

会
員

を
登

用
し

、
就

業
拡

大
に

向
け

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
編

成
し

、
セ

ン
タ

ー
に

あ
っ

た
就

業
開

拓
に

つ
い

て
検

討
を

進
め

て
い

る
。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

・
財

政
支

援
　

　
現

行
補

助
の

継
続

交
付

を
お

願
い

す
る

。
・
事

業
支

援
　

　
杉

並
区

か
ら

の
発

注
業

務
は

多
く

の
会

員
の

就
業

の
場

と
な

っ
て

い
る

の
で

、
今

後
も

継
続

及
び

新
規

業
務

の
発

注
を

お
願

い
す

る
。

特
に

、
経

験
豊

富
な

会
員

の
活

用
と

し
て

、
自

転
車

駐
輪

場
な

ど
の

管
理

分
野

の
発

注
を

希
望

す
る

。

取 組 み ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

・
公

益
社

団
法

人
と

し
て

、
高

齢
者

の
就

業
活

動
と

地
域

貢
献

活
動

の
伸

張
を

図
る

。
・
関

係
法

令
、

諸
制

度
及

び
公

益
法

人
会

計
基

準
に

適
合

し
た

事
業

運
営

及
び

組
織

運
営

に
努

め
る

。
・
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

の
体

制
整

備
を

進
め

、
こ

の
分

野
の

拡
大

と
女

性
会

員
の

増
加

を
図

る
。

・
セ

ン
タ

ー
で

の
就

業
の

大
前

提
で

あ
る

請
負

や
委

任
に

よ
る

就
業

を
実

践
す

る
た

め
、

セ
ン

タ
ー

と
事

業
主

と
の

契
約

内
容

の
適

正
化

を
進

め
る

。
・
中

長
期

計
画

に
つ

い
て

は
、

現
在

事
業

運
営

の
課

題
と

な
っ

て
い

る
セ

ン
タ

ー
と

会
員

と
の

契
約

及
び

セ
ン

タ
ー

と
発

注
者

の
契

約
に

お
け

る
適

正
化

、
シ

ル
バ

ー
派

遣
事

業
に

つ
い

て
の

方
向

性
が

決
定

し
た

後
、

策
定

す
る

。

　
平

成
2
8
年

度
は

、
地

域
特

性
へ

の
対

応
、

会
員

の
増

強
、

適
正

就
業

の
推

進
、

安
全

就
業

の
推

進
の

４
項

目
を

基
本

方
針

に
掲

げ
事

業
に

取
り

組
ん

だ
が

、
事

業
収

入
が

前
年

度
と

比
べ

▲
2
,9

0
0
万

円
（
▲

3
.1

％
）
と

大
幅

な
減

少
と

な
り

、
こ

れ
が

経
常

収
支

赤
字

の
要

因
の

一
つ

と
な

っ
た

。
こ

の
状

況
の

中
、

地
域

ニ
ー

ズ
の

高
い

家
事

・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

で
は

、
事

業
収

入
が

前
年

度
比

＋
6
,4

6
0
千

円
（
1
4
.4

％
）
と

計
画

を
上

回
る

結
果

を
残

す
こ

と
が

で
き

た
。

今
後

も
引

き
続

き
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

の
体

制
強

化
を

行
い

就
業

拡
大

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

地
域

社
会

づ
く

り
に

寄
与

す
る

よ
う

そ
れ

以
外

の
分

野
に

つ
い

て
も

地
域

ニ
ー

ズ
を

意
識

し
た

事
業

を
展

開
し

て
い

く
。

　
ま

た
、

会
員

数
は

、
平

成
2
4
年

度
以

降
減

少
傾

向
に

あ
っ

た
が

、
年

度
途

中
に

実
施

し
た

広
域

的
な

会
員

募
集

チ
ラ

シ
配

布
の

効
果

も
あ

り
、

年
度

末
会

員
数

は
2
,7

7
2
名

で
前

年
度

と
比

べ
▲

8
名

に
留

ま
り

、
会

員
数

の
減

少
傾

向
は

改
善

が
図

ら
れ

た
。

　
地

域
貢

献
活

動
は

、
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

事
業

の
実

施
件

数
が

1
1
5
件

と
減

少
傾

向
に

あ
る

た
め

、
提

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
内

容
、

利
用

方
法

、
周

知
方

法
等

の
事

業
見

直
し

に
よ

る
改

善
に

努
め

て
い

く
。

　
財

務
状

況
は

、
事

業
収

入
の

減
少

か
ら

固
定

費
削

減
の

た
め

３
つ

の
分

室
を

２
つ

に
統

合
し

分
室

の
効

率
的

運
用

等
コ

ス
ト
削

減
に

努
め

た
が

、
正

味
財

産
は

１
、

4
4
0
千

円
減

少
し

た
。

平
成

2
9

年
度

予
算

に
つ

い
て

は
、

近
年

の
事

業
収

入
の

減
少

を
鑑

み
、

支
出

経
費

に
つ

い
て

も
非

常
勤

役
員

報
酬

の
減

額
な

ど
大

幅
な

削
減

を
行

い
、

経
常

収
支

が
マ

イ
ナ

ス
に

な
ら

な
い

予
算

編
成

を
行

っ
た

。
今

後
も

公
益

法
人

基
準

に
適

合
し

た
事

業
運

営
及

び
組

織
運

営
に

努
め

着
実

に
事

業
を

進
め

て
い

く
。

・
会

員
増

強
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
8
年

度
に

実
施

し
た

会
員

募
集

チ
ラ

シ
は

、
配

布
後

の
入

会
者

数
が

月
平

均
3
1
.5

人
と

前
年

同
時

期
に

比
べ

約
9
名

上
回

る
効

果
が

見
ら

れ
た

た
め

、
配

布
地

域
を

変
更

し
今

年
度

も
実

施
す

る
。

ま
た

、
就

業
相

談
の

要
素

を
取

り
入

れ
た

サ
ロ

ン
の

開
設

を
予

定
し

会
員

増
強

に
努

め
る

。
・
就

業
開

拓
に

つ
い

て
は

、
新

た
に

サ
ー

ビ
ス

利
用

パ
ン

フ
レ

ッ
ト
を

作
成

し
会

員
募

集
チ

ラ
シ

と
併

せ
広

域
配

布
す

る
。

ま
た

、
営

業
経

験
の

あ
る

会
員

を
登

用
し

就
業

開
拓

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
設

置
し

、
営

業
活

動
の

検
討

を
行

う
。

・
発

注
の

あ
る

職
種

と
会

員
の

希
望

職
種

の
ミ
ス

マ
ッ

チ
解

消
に

つ
い

て
は

、
人

手
の

足
り

な
い

職
種

に
つ

い
て

仕
事

の
説

明
会

を
実

施
す

る
他

、
配

分
金

単
価

に
つ

い
て

市
場

調
査

を
行

い
仕

事
内

容
に

あ
っ

た
単

価
へ

の
見

直
し

を
行

い
就

業
環

境
を

整
え

、
就

業
会

員
の

確
保

に
努

め
る

。
・
孫

の
手

事
業

に
つ

い
て

は
、

利
用

件
数

の
拡

大
に

向
け

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
設

置
し

サ
ー

ビ
ス

内
容

、
利

用
方

法
等

を
検

討
す

る
と

と
も

に
、

他
団

体
と

の
連

携
も

視
野

に
入

れ
検

討
す

る
。

・
財

務
状

況
に

つ
い

て
は

、
事

業
収

入
の

減
収

が
見

込
ま

れ
る

た
め

、
費

用
に

つ
い

て
も

、
会

員
被

服
経

費
、

車
両

維
持

経
費

な
ど

経
費

削
減

に
加

え
、

非
常

勤
役

員
報

酬
の

削
減

な
ど

を
行

っ
た

。
・
高

齢
者

の
多

様
な

働
き

方
に

対
応

し
た

就
業

機
会

を
確

保
す

る
た

め
、

シ
ル

バ
ー

派
遣

事
業

に
つ

い
て

、
検

討
し

方
向

性
を

決
定

す
る

。

団
体

名
称

公
益

社
団

法
人

杉
並

区
シ

ル
バ

ー
人

材
セ

ン
タ

ー

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

内線　1165

定性評価

○経常収支の赤字は解消しなかったものの3年間で最少となり、事業費比率が増、管理費比率が
減となったことは評価できる。平成29年度は経常収支が黒字となるよう、具体的な目標の設定が
必要である。
○人件費比率も減となったが、定年退職者が再任用になったことによる減もあるため、超過勤務
の削減等により更に減少するよう期待する。

○平成28年度に実施された外部評価の結果を受け、厳しく自己評価を行なっている。
○「中長期方針2012」は平成24～28年度の5年間の計画であったが、平成28年度中に次期方針
は策定できていないため、「計画性」分野の評価には疑問が残る。適正就業の推進やシルバー
派遣事業についての検討等課題は山積しているが、中長期の方針という土台なしに個々の課題
の検討をしても矛盾が生じる可能性がある。早急に平成29年度以降の中長期方針を策定するよ
う望む。

二次評価（区経営評価）
　シルバー人材センターは、平成24年度に策定した「中長期方針2012」に基づき、就業活動と地域貢献活動を二
本柱とした活動を展開してきた。会員数については、減少傾向であったが、会員募集チラシの広域的な配布など
会員増強運動の成果により、平成28年度は、前年度同様の新規入会者数を維持できた。事業収入については、
平成26年度をピークに減収となっているが、ニーズが高い家事・子育て支援サービスの事業収入は増加している。
今後も継続して新規入会者の促進を図るとともに、発注件数の増加が見込めるサービス群の担い手の確保、高齢
者の活用を考えている発注者や会員の希望する就業先の開拓を進め、事業収入の増加につながるよう期待する。
　超高齢化の進展の中で、社会参加の意欲がある高齢者の就業や社会奉仕等の活動機会を確保するとともに、
高齢者の能力を生かした地域社会づくりに寄与するために、シルバー人材センターの果たす役割はますます大き
くなっている。現在、課題となっているセンターと会員との契約及び発注者との契約の適正化、シルバー派遣事業
についての方向性を早急に決定し、平成29年度以降の「中長期方針」を今年度中に策定することを求める。

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○会員就業一人一日当たり直接費、受託一件当たり直接費とも年々少額となっており、小規模の
仕事が増えている状況だが、春の入園入学シーズンにあわせた袋物縫製や、夏休みの作文教
室等、事務局職員と就業会員が一緒に取り組み、子育て世代にアピールできる就業を広げること
ができたことは評価できる。小規模の仕事であっても、シルバー人材センターの存在を知ってい
ただくことにより、新たな発注にもつながり、会員の就業意欲向上も図れるチャンスととらえ、小さな
積み重ねを続けるよう期待する。

所管
部

課係

保健福祉部高齢者施策課
いきがい活動支援係

公益社団法人
杉並区シルバー人材センター

団体名

○成果指標の「事業収入」以外の全ての指標が変更され、年間の活動量を端的に表す指標となった。
○事業収入が減少する中、家事・子育て支援サービス分野の事業収入は、目標値を大きく上回る結果と
なった。地域特性から、需要は増加するものと考えられるので、今後はより高い目標の設定が可能である。
○就業活動と並ぶシルバー事業の二本柱である地域貢献活動の一つであるシルバー孫の手事業は、会員
が充実感を感じ、センターの存在意義もアピールできる活動へ展開し、実施件数が増加するよう期待する。

○シルバー人材センターへの発注件数は平成27年度8,847件、平成28年度は8,835件でほぼ同
数であるが、契約件数は平成27年度8,205件に対して平成28年度は7,985件にとどまった。特に
軽作業群（屋内外清掃や除草等）、サービス群（通学案内や育児・家事サービス等）の契約率が
低く、発注に対応できる数の会員が確保できていないと見受けられる。
○平成25年度以降毎年80～120名減少していた年度末会員数は、前年度比▲8名となり、会員
増強活動は一定の成果を収めた。引き続き、効果的な方策を進めるとともに、実効性のある就業
開拓を進め、会員数とともに年間就業率も向上するよう求める。

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

件 1,578 1,661

団体数 481 500

人 24,367 22,503

件 2,800 2,505

トン 6,867 6,684

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 90,176 107,213 108,278

千円 0 0 0

千円 92,425 97,919 102,460

千円 23,903 33,645 38,790

千円 ▲ 2,249 9,294 5,818

％ 84.9 83.7 89.6

％ 15.1 16.3 10.4

％ 4.4 5.8 5.2

％ 74.3 75.0 75.5

千円 2,553 2,887 2,980

千円 88,705 97,188 101,793

人 63 63 60

人 33.2 34.7 34.4

％ 2.8 2.9 2.9

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 100

A A A 100

A A A 90

A A A 80

A A A 90

A A A 460

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

集団回収回収量

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

自治会・集合住宅等の団体が回収した量

来店者数（26年度はエコマーケット荻窪を含む）

2,595

1,836

511

22,649

家具販売件数

家具引き取り件数

集団回収団体数

環境部環境課

団
体
概
要

・環境・リサイクルに関する諸事業の推進を通じて、
区民の環境保全行動に寄与する。

・区民の生活環境の向上を図るとともに、活動を通し
て地球環境の保全、ひいては地球温暖化防止の一
助となる事業を展開していく。

区内在住・在勤・在学の方

成果
指標

①家具販売……2,595件　　　　　　②衣料品販売……56,923点
③フリーマーケットの運営…4回・60区画
④不用品情報コーナー…契約成立件数　132件
⑤集団回収の推進……団体数：511　回収量：6,330ｔ
⑥ディッシュ・リユース・システムの実施　10回　参加人数 6,950人
⑦かんきょうアイデア展……出品 126点、参加小中校 20校　来場者 406
人
⑧普及啓発事業（もったいない精神）講座・講演会・見学会
　　……講座　85講座、講演会 １回、バス見学会　１回　参加者数　2,289
人
⑨普及啓発事業（みどりテーマ）講座・講演会・見学会
　　……講座　5講座、観察会 ４回、バス見学会 3回　参加者数　408人

指標名 平成28年度算式･内容

区民の不要となった家具を引き取った数

6,330

（カ）　事業費比率

活動
指標

家具販売件数

衣料品販売所来
店者数

集団回収登録団体数

5941－8701特定非営利活動法人　すぎなみ環境ネットワーク

1．環境保全及びリサイクルに関する普及啓発
2．同情報の収集及び提供　　　3．同調査研究
4．集団回収の推進　5．家具、衣料品等のリ
ユース
6．エコ商品の普及
7．小中学生環境学習・サミット支援
8．フリーマーケットの運営
9．市民・他団体・行政等とのネットワーク構築

特記事項

⑩普及啓発事業（環境活動）講座・講演会・見学会
　　……講座 25講座、川ガキ復活講座 全9回、講演会 4回、
　　　　 バス見学会 2回           参加者数　731人
⑪講師養成講座……1講座5回シリーズ　　参加者 45人
⑫学校支援…実施数 109回　児童・生徒数　8,044人
⑬小中学生環境サミット…13校　児童・生徒数 1,011人
⑭みどり事業…参加者数　489人
⑮小型電子機器等の選別・分解等事業…訓練生 97人　処
理量 11,448Kg
⑯あんさんぶる荻窪の施設貸出管理　延べ 5,032回

事業内容

109千円 平成15年2月19日

事業目的

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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総合評価
　当法人の設立目的である『市民の生活環境の向上と、地球環境の保全に寄与する』ことを実現するため、第3次中期計画に沿っ
て、区からの受託事業と当法人の収益事業（自主事業）を中心に、環境に関する様々な事業に着実に取り組んだ。
　その結果、28年度は、第一に、収支状況の四半期ごとのチェックや会議での収益事業の収支把握など、職員のコスト意識・目標
管理の徹底に努め意識改革を図り、決算では、平成27年度に引き続き　黒字となった。
　第二に、従来の受託事業（講座や講演会・施設見学会等）に加え、新たに受託したかんきょうアイデア展や年４回のフリーマー
ケットを実施し、区民の環境保全に対する意識の高揚を図った。
　第三に、収益事業においては、定期的なフェアの開催や店舗の広さの関係から展示できない大型家具について写真展示を行
う等収入の確保に努めた。
　以上のような経営改善を図ることができた。

【二次評価（区経営評価）】
　当該法人の活動拠点は荻窪と高井戸の2か所に分散していたが、平成26年12月に高井戸１か所に集約されてから１年以上が経過し
た。一次評価をみると、事業活動のあり方や方向性が平準化されて定着してきたことがわかるが、それは、28年度が「すぎなみ環境ネッ
トワーク第３次中期計画（平成２８～３２年度）」の初年度であり、新計画に基づく事業運営を実施できたことが大きな要因といえる。
　平成26年12月の移転により事業実施環境は著しく変化したが、当該法人は、改善の好機と捉え、果敢に目標管理の徹底、職員のコ
スト意識改革等経営努力に取組み、平成２７年度に続き平成28年度も経常収支黒字を達成したことは高い評価に値する。今後も引き
続き事業改善、経営努力の取組みに期待したい。
　一方、環境活動推進センターの認知度向上及び環境団体の活動活性化を図るため環境イベントを開催する機運が高まっているもの
の、その一方で自己団体の活動をイベントでアピールしメンバー増に繋げたいという環境団体が思ったほど多くないということが判っ
た。メンバーの高齢化及びメンバー不足による団体の弱体化などが理由であると思われるが、改めて環境団体が環境活動推進セン
ターで活動しやすくなるよう理由を分析、環境団体に寄り沿う施設づくりをしていくことが重要となってくる。

・法人の設立目的は、環境保全分野におけるリサイクル等の諸事業を行うことにより区民の
生活環境の向上を図り、地球環境の保全に寄与することであり、この目的に沿って、リユー
スの向上・環境保全に関する普及啓発・リサイクルの推進、ごみの減量等の事業を実施して
いる。
・各事業について、それぞれの事業委員会で、事業実施後のアンケート等を活用し、環境
問題や住民ニーズの変化等を考慮して事業目標を設定し、企画・実施している。

健
全
性

・OJTを基本とした職員の指導育成を行うとともに、積極的な研修受講を勧めた。業務実施
にあたっては、複数職場、ローテーション勤務に伴う情報不足の解消や意思疎通を図るた
め、朝ミーティングや定期的な職場会議等を着実に実施し、課題解決に向けた組織の一体
性確保に努めた。
・財産管理や会計処理は、税理士の専門指導のもと、複数の職員体制で進めた。
・個人情報の保護については具体的な事例を適宜周知した。

効
率
性

・環境情報館の移転に伴う事務処理への影響を防止するため、荻窪と高井戸のPCネット
ワークの維持管理に努めたほか、経理事務の改善、事務処理の効率化に取り組んだ。
・ホームページの維持管理や適正な経理事務の推進のため、担当職員と委託業者との連
絡調整を密に進め、事務の効率化を図った。

経
済
性

・委託や物品調達にあたっては、複数の見積、その他の比較情報を参考に、過去の実施状
況を考慮するなど可能なコスト縮減に取り組んだ。
・事業収入の増加対策のため、ひろば高井戸で家具や衣料品等のフェアを開催し、家具・
衣料品等の販売増に努めた。
・法人の事業推進にあたっては、収益事業や各種事業実施において区民ボランティアの協
力を得て実施した。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

事業分析（現状の分析・評価）
①自主事業の柱であるリユース事業は、展示できない家具の写真を展示するコーナーを設けたり、売り場での展示レイアウトを適宜変更したり、更に、季節
毎のフェアなどのイベントを実施したが、夏場の天候不順などの影響により、前年度比５．１％減となった。
②講座・講習会は、区の環境課との連携によるセミナーの開催や、生物多様性や食品ロスなどのかんきょう講演会等身近なテーマでの企画に加え、夏休
みを中心に子ども向けの講座も例年通り開催した。また、通年で森林活動として取り組んでいる勝沼城跡地域等へのバス見学会の実施なども区民から好
評であった。
③27年度から取り組み始めた、小中学生環境サミットへの学習・開催支援事業は、ファシリテーター派遣校・環境サミット展示参加校及び発表参加校とも
に、27年度より増加した。
④集団回収は新聞購読者減を反映して、回収量は減少傾向にあるが、区と連携したPR等の結果、登録団体は11団体増加した。また、小型電子機器等の
選別・分解等業務やインクカートリッジ等の拠点回収等と併せ、環境負荷の軽減、循環型社会の実現に取り組んだ。
⑤第22回かんきょうアイデア展は、初めて区の受託事業として実施した。作品数は前年度を下回ったが、来場者は406名で、前年度を上回った。区立小中
学校20校の応募によるすぐれた作品を顕彰し、環境問題への啓発に寄与した。
⑥あんさんぶる荻窪の貸室業務は、29年度末での閉館が予定されているが前年度と同様に稼働率が77％となり、コミュニティ活動拠点として活用されてい
る。

経営分析
定量評価 定性評価

①経常収支は黒字となった。これは、委
託料収入の増によるものである。
②委託料収入が増となった主な理由は、
新規事業であるかんきょうアイデア展やフ
リーマーケット事業や学校支援事業の拡
充である。
③平成26年4月の消費増税に伴う法人の
租税負担増は、引き続き当法人が持続可
能な経営を維持するうえでの課題であ
る。
④平成28年度は、平成28年度から5年間
を計画年度として策定した「第3次中期計
画」の初年度として、計画に基づき、リサ
イクルや環境保全に関する事業を実施し
て、27年度に引き続き、黒字となった。今
後も、事務改善に努め、効率的な事業実
施をするとともに、行政やボランティア、他
団体との協働・連携を強め着実に推進し
ていく。

計
画
性

・事業推進にあたっては、区の環境基本計画との整合性を確保して策定した「すぎなみ環
境ネットワーク第３次中期計画(平成28～32年度）」を、予算に反映して推進した。
・事業実績は、各事業毎に検証し、翌年度の事業計画に反映させている。

目
的
適
合
性
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分

析
Ⅰ

（事
業

概
要

）

電
話

設
立

年
月

日
所

管
部

課
環

境
部

環
境

課

5
9
4
1
－

8
7
0
1

区
内

在
住

・
在

勤
・
在

学
の

方

・
理

　
　

　
事

　
１

３
人

（
常

務
理

事
が

事
務

局
長

を
兼

務
）

・
監

　
　

　
事

　
　

　
２

人
・
運

営
委

員
　

　
　

６
人

・
事

業
委

員
　

　
３

１
人

・
会

員
総

数
　

２
０

５
人

・
事

務
局

　
　

　
１

０
人

（
事

務
局

長
を

除
く

）

特
定

非
営

利
活

動
法

人
　

す
ぎ

な
み

環
境

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

団
体

名
称

顧 　 客 事 業 目 的

1
0
9
千

円

組 織 構 成

基
本

財
産

○
　

リ
ユ

ー
ス

事
業

…
不

用
と

な
っ

た
家

具
・
食

器
・
衣

料
品

等
を

引
き

取
り

販
売

す
る

こ
と

に
よ

り
、

リ
ユ

ー
ス

を
推

進
し

、
資

源
の

有
効

活
用

、
ご

み
の

減
量

化
を

図
る

。
○

　
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
の

運
営

…
各

家
庭

で
不

用
と

な
っ

た
小

物
や

衣
料

品
等

を
各

自
で

お
店

を
出

し
て

、
リ

ユ
ー

ス
を

推
進

し
、

資
源

の
有

効
活

用
、

ご
み

の
減

量
化

を
図

る
。

○
　

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
の

運
営

…
不

用
品

を
処

分
し

た
い

人
と

そ
れ

を
必

要
と

す
る

人
と

を
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

等
で

仲
介

、
斡

旋
し

、
リ

ユ
ー

ス
を

促
進

す
る

。
○

　
集

団
回

収
の

推
進

…
古

紙
、

ビ
ン

、
缶

等
の

資
源

を
回

収
し

、
資

源
の

リ
サ

イ
ク

ル
を

推
進

す
る

た
め

、
実

施
団

体
の

支
援

や
報

奨
金

支
給

の
基

礎
デ

ー
タ

資
料

を
作

成
す

る
。

○
　

デ
ィ

ッ
シ

ュ
・
リ

ユ
ー

ス
・
シ

ス
テ

ム
の

実
施

…
イ

ベ
ン

ト
に

お
い

て
の

食
器

等
用

具
の

貸
出

し
と

指
導

を
実

施
し

て
、

ご
み

の
減

量
化

と
使

い
捨

て
の

生
活

様
式

を
改

め
る

き
っ

か
け

づ
く

り
を

す
る

。
○

　
普

及
啓

発
事

業
…

リ
サ

イ
ク

ル
の

視
点

や
環

境
・
み

ど
り

に
係

る
区

民
の

自
然

環
境

意
識

啓
発

の
た

め
、

講
座

・
講

演
会

、
バ

ス
見

学
会

等
を

行
い

、
資

源
の

有
効

活
用

、
物

を
大

切
に

使
う

こ
と

や
再

利
用

、
自

然
環

境
保

全
意

識
の

高
揚

を
図

る
。

○
　

学
校

支
援

…
区

立
小

・
中

学
校

等
の

総
合

的
な

学
習

の
時

間
を

活
用

し
、

リ
サ

イ
ク

ル
体

験
、

ヤ
ゴ

救
出

作
戦

、
生

き
物

調
査

、
川

調
べ

等
の

活
動

を
通

し
て

環
境

リ
サ

イ
ク

ル
に

対
す

る
意

識
の

醸
成

を
図

る
。

○
　

小
中

学
生

環
境

サ
ミ

ッ
ト
…

小
中

学
校

の
環

境
学

習
支

援
及

び
成

果
発

表
の

開
催

支
援

。
○

　
み

ど
り

事
業

…
東

京
都

の
海

の
森

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
や

勝
沼

城
跡

森
林

保
全

活
動

（
青

梅
市

）
、

区
内

公
園

の
維

持
管

理
支

援
の

実
施

。
○

　
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
…

区
と

連
携

し
て

小
型

電
子

機
器

等
の

再
資

源
化

事
業

を
、

杉
並

区
就

労
支

援
セ

ン
タ

ー
訓

練
生

を
受

け
入

れ
て

実
施

。
○

　
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

施
設

貸
出

管
理

…
会

議
室

等
の

貸
出

し
、

使
用

料
の

徴
収

等
の

実
施

。

平 成 2 8 年 度 の 事 業 実 績

・
環

境
・
リ

サ
イ

ク
ル

に
関

す
る

諸
事

業
の

推
進

を
通

じ
て

、
区

民
の

環
境

保
全

行
動

に
寄

与
す

る
。

・
区

民
の

生
活

環
境

の
向

上
を

図
る

と
と

も
に

、
活

動
を

通
し

て
地

球
環

境
の

保
全

、
ひ

い
て

は
地

球
温

暖
化

防
止

の
一

助
と

な
る

事
業

を
展

開
し

て
い

く
。

事 業 規 模

①
家

具
販

売
…

…
2
,5

9
5
件

　
　

　
　

　
　

②
衣

料
品

販
売

…
…

5
6
,9

2
3
点

③
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
の

運
営

…
4
回

・
6
0
区

画
④

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
…

契
約

成
立

件
数

　
1
3
2
件

⑤
集

団
回

収
の

推
進

…
…

団
体

数
：
5
1
1
　

回
収

量
：
6
,3

3
0
ｔ

⑥
デ

ィ
ッ

シ
ュ

・
リ

ユ
ー

ス
・
シ

ス
テ

ム
の

実
施

　
1
0
回

　
参

加
人

数
 6

,9
5
0
人

⑦
か

ん
き

ょ
う

ア
イ

デ
ア

展
…

…
出

品
 1

2
6
点

、
参

加
小

中
校

 2
0
校

　
来

場
者

 4
0
6
人

⑧
普

及
啓

発
事

業
（
も

っ
た

い
な

い
精

神
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

　
8
5
講

座
、

講
演

会
 １

回
、

バ
ス

見
学

会
　

１
回

　
参

加
者

数
　

2
,2

8
9
人

⑨
普

及
啓

発
事

業
（
み

ど
り

テ
ー

マ
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

　
5
講

座
、

観
察

会
 ４

回
、

バ
ス

見
学

会
 3

回
　

参
加

者
数

　
4
0
8
人

⑩
普

及
啓

発
事

業
（
環

境
活

動
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

 2
5
講

座
、

川
ガ

キ
復

活
講

座
 全

9
回

、
講

演
会

 4
回

、
バ

ス
見

学
会

 2
回

  
  

  
  

  
 参

加
者

数
　

7
3
1
人

⑪
講

師
養

成
講

座
…

…
1
講

座
5
回

シ
リ

ー
ズ

　
　

参
加

者
 4

5
人

⑫
学

校
支

援
…

実
施

数
 1

0
9
回

　
児

童
・
生

徒
数

　
8
,0

4
4
人

⑬
小

中
学

生
環

境
サ

ミ
ッ

ト
…

1
3
校

　
児

童
・
生

徒
数

 1
,0

1
1
人

⑭
み

ど
り

事
業

…
参

加
者

数
　

4
8
9
人

⑮
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
等

事
業

…
訓

練
生

 9
7
人

　
処

理
量

 1
1
,4

4
8
K

g
⑯

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

の
施

設
貸

出
管

理
　

延
べ

 5
,0

3
2
回

事 業 内 容
①

家
具

販
売

…
…

2
,5

9
5
件

　
　

　
　

　
　

②
衣

料
品

販
売

…
…

5
6
,9

2
3
点

③
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
の

運
営

…
4
回

・
6
0
区

画
④

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
…

契
約

成
立

件
数

　
1
3
2
件

⑤
集

団
回

収
の

推
進

…
…

団
体

数
：
5
1
1
　

回
収

量
：
6
,3

3
0
ｔ

⑥
デ

ィ
ッ

シ
ュ

・
リ

ユ
ー

ス
・
シ

ス
テ

ム
の

実
施

　
1
0
回

　
参

加
人

数
 6

,9
5
0
人

⑦
か

ん
き

ょ
う

ア
イ

デ
ア

展
…

…
出

品
 1

2
6
点

、
参

加
小

中
校

 2
0
校

　
来

場
者

 4
0
6
人

⑧
普

及
啓

発
事

業
（
も

っ
た

い
な

い
精

神
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

　
8
5
講

座
、

講
演

会
 １

回
、

バ
ス

見
学

会
　

１
回

　
参

加
者

数
　

2
,2

8
9
人

⑨
普

及
啓

発
事

業
（
み

ど
り

テ
ー

マ
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

　
5
講

座
、

観
察

会
 ４

回
、

バ
ス

見
学

会
 3

回
　

参
加

者
数

　
4
0
8
人

⑩
普

及
啓

発
事

業
（
環

境
活

動
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
…

講
座

 2
5
講

座
、

川
ガ

キ
復

活
講

座
 全

9
回

、
講

演
会

 4
回

、
バ

ス
見

学
会

 2
回

  
  

  
  

  
 参

加
者

数
　

7
3
1
人

⑪
講

師
養

成
講

座
…

…
1
講

座
5
回

シ
リ

ー
ズ

　
　

参
加

者
 4

5
人

⑫
学

校
支

援
…

実
施

数
 1

0
9
回

　
児

童
・
生

徒
数

　
8
,0

4
4
人

⑬
小

中
学

生
環

境
サ

ミ
ッ

ト
…

1
3
校

　
児

童
・
生

徒
数

 1
,0

1
1
人

⑭
み

ど
り

事
業

…
参

加
者

数
　

4
8
9
人

⑮
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
等

事
業

…
訓

練
生

 9
7
人

　
処

理
量

 1
1
,4

4
8
K

g
⑯

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

の
施

設
貸

出
管

理
　

延
べ

 5
,0

3
2
回

平
成

1
5
年

2
月

1
9
日

－ 64 －



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
件

1
,5

7
8

1
,6

6
1

1
,8

3
6

2
,0

1
1

2
9

②
団

体
数

4
8
1

5
0
0

5
1
1

5
2
0

2
9

③
人

2
4
,3

6
7

2
2
,5

0
3

2
2
,6

4
9

2
2
,5

7
6

2
9

④
人

2
,3

6
8

2
,9

8
8

3
,4

7
3

3
,5

0
0

2
9

⑤
延

べ
部

屋
数

4
,6

1
6

4
,7

9
8

5
,0

3
2

4
,9

6
7

2
9

⑥
件

2
,8

0
0

2
,5

0
5

2
,5

9
5

2
,5

0
0

2
9

⑦
ト

ン
6
,8

6
7

6
,6

8
4

6
,3

3
0

6
,7

0
0

2
9

⑧
％

8
4

7
7

7
7

7
8

2
9

指
標

名

貸
室

実
績

目
標

平
成

2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・
具

体
的

内
容

平
成

2
6
年

度
実

績
単

位

①
自

主
事

業
の

柱
で

あ
る

リ
ユ

ー
ス

事
業

は
、

展
示

で
き

な
い

家
具

の
写

真
を

展
示

す
る

コ
ー

ナ
ー

を
設

け
た

り
、

売
り

場
で

の
展

示
レ

イ
ア

ウ
ト
を

適
宜

変
更

し
た

り
、

更
に

、
季

節
毎

の
フ

ェ
ア

な
ど

の
イ

ベ
ン

ト
を

実
施

し
た

が
、

夏
場

の
天

候
不

順
な

ど
の

影
響

に
よ

り
、

前
年

度
比

５
．

１
％

減
と

な
っ

た
。

②
講

座
・
講

習
会

は
、

区
の

環
境

課
と

の
連

携
に

よ
る

セ
ミ

ナ
ー

の
開

催
や

、
生

物
多

様
性

や
食

品
ロ

ス
な

ど
の

か
ん

き
ょ

う
講

演
会

等
身

近
な

テ
ー

マ
で

の
企

画
に

加
え

、
夏

休
み

を
中

心
に

子
ど

も
向

け
の

講
座

も
例

年
通

り
開

催
し

た
。

ま
た

、
通

年
で

森
林

活
動

と
し

て
取

り
組

ん
で

い
る

勝
沼

城
跡

地
域

等
へ

の
バ

ス
見

学
会

の
実

施
な

ど
も

区
民

か
ら

好
評

で
あ

っ
た

。
③

2
7
年

度
か

ら
取

り
組

み
始

め
た

、
小

中
学

生
環

境
サ

ミ
ッ

ト
へ

の
学

習
・
開

催
支

援
事

業
は

、
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
派

遣
校

・
環

境
サ

ミ
ッ

ト
展

示
参

加
校

及
び

発
表

参
加

校
と

も
に

、
2
7
年

度
よ

り
増

加
し

た
。

④
集

団
回

収
は

新
聞

購
読

者
減

を
反

映
し

て
、

回
収

量
は

減
少

傾
向

に
あ

る
が

、
区

と
連

携
し

た
P
R
等

の
結

果
、

登
録

団
体

は
1
1
団

体
増

加
し

た
。

ま
た

、
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
等

業
務

や
イ

ン
ク

カ
ー

ト
リ

ッ
ジ

等
の

拠
点

回
収

等
と

併
せ

、
環

境
負

荷
の

軽
減

、
循

環
型

社
会

の
実

現
に

取
り

組
ん

だ
。

⑤
第

2
2
回

か
ん

き
ょ

う
ア

イ
デ

ア
展

は
、

初
め

て
区

の
受

託
事

業
と

し
て

実
施

し
た

。
作

品
数

は
前

年
度

を
下

回
っ

た
が

、
来

場
者

は
4
0
6
名

で
、

前
年

度
を

上
回

っ
た

。
区

立
小

中
学

校
2
0
校

の
応

募
に

よ
る

す
ぐ

れ
た

作
品

を
顕

彰
し

、
環

境
問

題
へ

の
啓

発
に

寄
与

し
た

。
⑥

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

の
貸

室
業

務
は

、
2
9
年

度
末

で
の

閉
館

が
予

定
さ

れ
て

い
る

が
前

年
度

と
同

様
に

稼
働

率
が

7
7
％

と
な

り
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

活
動

拠
点

と
し

て
活

用
さ

れ
て

い
る

。

目
標

設
定

の
考

え
方

　
平

成
2
9
年

度
の

目
標

値
は

、
平

成
2
6
年

1
2
月

に
区

立
施

設
再

編
整

備
計

画
に

よ
り

環
境

情
報

館
（
荻

窪
）
か

ら
環

境
活

動
推

進
セ

ン
タ

ー
（
高

井
戸

）
に

移
転

後
の

、
平

成
2
7
年

度
と

平
成

2
8
年

度
の

数
値

を
基

礎
に

、
「
す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

第
3
次

中
期

計
画

」
の

目
標

値
を

反
映

し
設

定
し

た
。

①
家

具
リ

ユ
ー

ス
事

業
の

引
き

取
り

件
数

、
販

売
件

数
に

つ
い

て
は

、
過

去
2
か

年
の

実
績

及
び

中
期

計
画

の
販

売
収

入
を

勘
案

し
設

定
し

た
。

②
集

団
回

収
に

つ
い

て
は

、
区

実
行

計
画

を
反

映
し

、
団

体
数

は
新

規
登

録
団

体
と

同
じ

伸
び

を
見

込
み

、
ま

た
、

回
収

量
は

中
期

計
画

の
目

標
値

と
し

た
。

③
衣

料
品

販
売

に
つ

い
て

は
、

移
転

に
伴

う
エ

コ
マ

ー
ケ

ッ
ト
荻

窪
の

廃
止

に
よ

る
集

客
環

境
が

変
わ

っ
た

の
で

、
2
7
・
2
8
年

度
の

2
か

年
実

績
の

平
均

値
と

し
た

。
④

講
座

・
講

習
会

は
、

2
8
年

度
契

約
の

委
託

事
業

の
見

直
し

の
中

で
、

講
座

数
が

減
と

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

2
8
年

度
実

績
と

ほ
ぼ

同
数

と
し

た
。

⑤
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

貸
室

実
績

及
び

稼
働

率
に

つ
い

て
は

、
貸

室
数

が
減

と
な

っ
た

以
降

の
2
7
・
2
8
年

度
の

2
か

年
の

実
績

の
平

均
値

と
し

た
。

家
具

販
売

件
数

自
治

会
・
集

合
住

宅
等

の
団

体
が

回
収

し
た

量

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

の
貸

室
稼

働
率

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

集
団

回
収

回
収

量

貸
室

稼
働

率

成 果 指 標

家
具

販
売

件
数

活 動 指 標

来
店

者
数

（
2
6
年

度
は

エ
コ

マ
ー

ケ
ッ

ト
荻

窪
を

含
む

）
衣

料
品

販
売

所
来

店
者

数

講
座

・
講

習
会

等
の

参
加

者
講

座
・
講

習
会

参
加

者
数

集
団

回
収

登
録

団
体

数

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

の
貸

室
管

理

区
民

の
不

要
と

な
っ

た
家

具
を

引
き

取
っ

た
数

集
団

回
収

団
体

数

家
具

引
き

取
り

件
数
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（
財

務
状

況
等

の
推

移
）

算
式

・説
明

単
位

平
成

24
年

度
平

成
25

年
度

平
成

26
年

度
平

成
27

年
度

平
成

28
年

度
備

考
（ア

）
千

円
80

,1
49

86
,7

45
90

,1
76

10
7,

21
3

10
8,

27
8

千
円

3,
62

8
3,

52
5

3,
96

2
6,

27
1

5,
67

3
事

業
収

入
＋

掛
金

収
入

千
円

76
,0

48
82

,2
46

84
,6

35
10

0,
19

0
10

2,
51

6
千

円
50

,8
49

53
,7

50
57

,7
15

72
,3

49
75

,4
3
5

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
0

0
0

0
0

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0.

0
0.

0
0.

0
0.

0
0
.0

（ウ
）

千
円

81
,4

16
87

,7
00

92
,4

25
97

,9
19

10
2,

46
0

千
円

70
,5

03
75

,6
84

78
,4

73
81

,9
30

91
,8

1
8

千
円

16
,0

54
17

,9
30

12
,3

50
11

,1
48

17
,0

8
8

千
円

54
,4

49
57

,7
54

66
,1

23
70

,7
82

74
,7

3
0

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
50

,8
50

51
,7

36
54

,7
91

58
,0

69
67

,4
9
5

千
円

10
,9

13
12

,0
09

13
,9

53
15

,9
90

10
,6

4
2

千
円

8,
48

1
9,

58
9

11
,3

99
13

,3
35

8,
04

0
千

円
2,

43
2

2,
42

0
2,

55
4

2,
65

5
2,

60
2

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
56

,8
81

60
,1

74
68

,6
77

73
,4

37
77

,3
3
2

千
円

58
,4

19
47

,8
11

49
,5

26
52

,2
45

55
,9

5
1

（エ
）

千
円

23
,7

94
23

,6
79

23
,9

03
33

,6
45

38
,7

9
0

千
円

5,
56

8
6,

40
9

9,
16

0
9,

53
1

8,
81

1
資

産
－

負
債

千
円

18
,2

26
17

,2
70

14
,7

43
24

,1
13

29
,9

7
9

千
円

0
0

0
0

10
9

（
シ

）
役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
55

59
63

63
6
0

人
1

1
1

1
1

人
13

13
14

14
1
4

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
0

0
0

0
0

人
10

10
9

11
1
0

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

31
35

39
37

3
5

（
ス

）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
28

.6
28

.6
33

.2
34

.7
34

.4
人

16
3,

47
6

16
9,

89
5

16
9,

50
0

17
7,

69
9

18
1,

84
1

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
5,

71
6

5,
94

0
5,

11
3

5,
12

1
5,

28
6

事
業

費
／

利
用

団
体

数
（
年

）
円

66
0

48
8

17
3

59
6

60
5

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
事

業
費

／
紹

介
者

数
円

1,
93

8
1,

55
9

1,
38

5
2,

07
9

2,
22

5
講

座
講

習
会

担
当

職
員

人
件

費
／

参
加

者
数

円
1,

94
7

1,
47

3
1,

48
5

2,
86

0
2,

48
5

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

り コ ス ト

単 位 当 た

集
団

回
収

の
事

業
費

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
事

業
費

講
座

講
習

会
事

業

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
1
0
0
.6

9
2
.8

9
1
.4

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 2
,2

4
9

9
,2

9
4

5
,8

1
8

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
7
.6

1
0
9
.5

1
0
5
.7

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
1
0
2
.9

1
1
8
.4

1
0
2
.3

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
1
0
4
.0

1
1
8
.9

1
0
1
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

8
4
.9

8
3
.7

8
9
.6

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
1
5
.1

1
6
.3

1
0
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

4
.4

5
.8

5
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
2
2
.0

2
3
.5

2
5
.3

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

6
9
.8

7
0
.9

7
3
.5

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

6
1
.7

7
1
.7

7
7
.3

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
-

-
-

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
7
4
.3

7
5
.0

7
5
.5

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

2
.8

2
.9

2
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

5
.5

6
.0

6
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 1

0
.3

▲
 8

.2
3
6
.4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

3
.8

3
.2

2
.8

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
2
,5

5
3

2
,8

8
7

2
,9

8
0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
▲

 1
0
.6

2
7
.8

1
5
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

8
8
,7

0
5

9
7
,1

8
8

1
0
1
,7

9
3

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
9
8
.4

9
0
.6

9
4
.0

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

①
経

常
収

支
は

黒
字

と
な

っ
た

。
こ

れ
は

、
委

託
料

収
入

の
増

に
よ

る
も

の
で

あ
る

。
②

委
託

料
収

入
が

増
と

な
っ

た
主

な
理

由
は

、
新

規
事

業
で

あ
る

か
ん

き
ょ

う
ア

イ
デ

ア
展

や
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
事

業
や

学
校

支
援

事
業

の
拡

充
で

あ
る

。
③

平
成

26
年

4月
の

消
費

増
税

に
伴

う
法

人
の

租
税

負
担

増
は

、
引

き
続

き
当

法
人

が
持

続
可

能
な

経
営

を
維

持
す

る
う

え
で

の
課

題
で

あ
る

。
④

平
成

28
年

度
は

、
平

成
28

年
度

か
ら

5
年

間
を

計
画

年
度

と
し

て
策

定
し

た
「第

3次
中

期
計

画
」の

初
年

度
と

し
て

、
計

画
に

基
づ

き
、

リ
サ

イ
ク

ル
や

環
境

保
全

に
関

す
る

事
業

を
実

施
し

て
、

27
年

度
に

引
き

続
き

、
黒

字
と

な
っ

た
。

今
後

も
、

事
務

改
善

に
努

め
、

効
率

的
な

事
業

実
施

を
す

る
と

と
も

に
、

行
政

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
、

他
団

体
と

の
協

働
・連

携
を

強
め

着
実

に
推

進
し

て
い

く
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○
分 析 ・ 評 価 6

事
業

内
容

と
団

体
の

設
立

目
的

が
合

致
し

て
い

る
か

。
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
△

健
全

性

1
1

意
思

決
定

及
び

業
務

の
妥

当
性

を
確

保
す

る
た

め
の

管
理

体
制

が
で

き
て

い
る

か
。

○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

分
 野

計  画  性
1
0
0

　 目 的 適 合 性  健  全  性

9
0

・O
JT

を
基

本
と

し
た

職
員

の
指

導
育

成
を

行
う

と
と

も
に

、
積

極
的

な
研

修
受

講
を

勧
め

た
。

業
務

実
施

に
あ

た
っ

て
は

、
複

数
職

場
、

ロ
ー

テ
ー

シ
ョ
ン

勤
務

に
伴

う
情

報
不

足
の

解
消

や
意

思
疎

通
を

図
る

た
め

、
朝

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

や
定

期
的

な
職

場
会

議
等

を
着

実
に

実
施

し
、

課
題

解
決

に
向

け
た

組
織

の
一

体
性

確
保

に
努

め
た

。
・財

産
管

理
や

会
計

処
理

は
、

税
理

士
の

専
門

指
導

の
も

と
、

複
数

の
職

員
体

制
で

進
め

た
。

・個
人

情
報

の
保

護
に

つ
い

て
は

具
体

的
な

事
例

を
適

宜
周

知
し

た
。

・事
業

推
進

に
あ

た
っ

て
は

、
区

の
環

境
基

本
計

画
と

の
整

合
性

を
確

保
し

て
策

定
し

た
「す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

第
３

次
中

期
計

画
(平

成
2
8
～

32
年

度
）」

を
、

予
算

に
反

映
し

て
推

進
し

た
。

・事
業

実
績

は
、

各
事

業
毎

に
検

証
し

、
翌

年
度

の
事

業
計

画
に

反
映

さ
せ

て
い

る
。

・法
人

の
設

立
目

的
は

、
環

境
保

全
分

野
に

お
け

る
リ
サ

イ
ク

ル
等

の
諸

事
業

を
行

う
こ

と
に

よ
り

区
民

の
生

活
環

境
の

向
上

を
図

り
、

地
球

環
境

の
保

全
に

寄
与

す
る

こ
と

で
あ

り
、

こ
の

目
的

に
沿

っ
て

、
リ

ユ
ー

ス
の

向
上

・環
境

保
全

に
関

す
る

普
及

啓
発

・リ
サ

イ
ク

ル
の

推
進

、
ご

み
の

減
量

等
の

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

・各
事

業
に

つ
い

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
委

員
会

で
、

事
業

実
施

後
の

ア
ン

ケ
ー

ト
等

を
活

用
し

、
環

境
問

題
や

住
民

ニ
ー

ズ
の

変
化

等
を

考
慮

し
て

事
業

目
標

を
設

定
し

、
企

画
・実

施
し

て
い

る
。

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

△

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
△

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
△

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

効  率  性

8
0

経  済  性

・環
境

情
報

館
の

移
転

に
伴

う
事

務
処

理
へ

の
影

響
を

防
止

す
る

た
め

、
荻

窪
と

高
井

戸
の

P
C

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
維

持
管

理
に

努
め

た
ほ

か
、

経
理

事
務

の
改

善
、

事
務

処
理

の
効

率
化

に
取

り
組

ん
だ

。
・ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

維
持

管
理

や
適

正
な

経
理

事
務

の
推

進
の

た
め

、
担

当
職

員
と

委
託

業
者

と
の

連
絡

調
整

を
密

に
進

め
、

事
務

の
効

率
化

を
図

っ
た

。

・委
託

や
物

品
調

達
に

あ
た

っ
て

は
、

複
数

の
見

積
、

そ
の

他
の

比
較

情
報

を
参

考
に

、
過

去
の

実
施

状
況

を
考

慮
す

る
な

ど
可

能
な

コ
ス

ト
縮

減
に

取
り

組
ん

だ
。

・事
業

収
入

の
増

加
対

策
の

た
め

、
ひ

ろ
ば

高
井

戸
で

家
具

や
衣

料
品

等
の

フ
ェ

ア
を

開
催

し
、

家
具

・衣
料

品
等

の
販

売
増

に
努

め
た

。
・法

人
の

事
業

推
進

に
あ

た
っ

て
は

、
収

益
事

業
や

各
種

事
業

実
施

に
お

い
て

区
民

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
協

力
を

得
て

実
施

し
た

。

9
0
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

　
当

法
人

の
設

立
目

的
で

あ
る

『市
民

の
生

活
環

境
の

向
上

と
、

地
球

環
境

の
保

全
に

寄
与

す
る

』こ
と

を
実

現
す

る
た

め
、

第
3
次

中
期

計
画

に
沿

っ
て

、
区

か
ら

の
受

託
事

業
と

当
法

人
の

収
益

事
業

（自
主

事
業

）を
中

心
に

、
環

境
に

関
す

る
様

々
な

事
業

に
着

実
に

取
り

組
ん

だ
。

　
そ

の
結

果
、

28
年

度
は

、
第

一
に

、
収

支
状

況
の

四
半

期
ご

と
の

チ
ェ

ッ
ク

や
会

議
で

の
収

益
事

業
の

収
支

把
握

な
ど

、
職

員
の

コ
ス

ト
意

識
・
目

標
管

理
の

徹
底

に
努

め
意

識
改

革
を

図
り

、
決

算
で

は
、

平
成

27
年

度
に

引
き

続
き

　
黒

字
と

な
っ

た
。

　
第

二
に

、
従

来
の

受
託

事
業

（講
座

や
講

演
会

・施
設

見
学

会
等

）に
加

え
、

新
た

に
受

託
し

た
か

ん
き

ょ
う

ア
イ

デ
ア

展
や

年
４

回
の

フ
リ

ー
マ

ー
ケ

ッ
ト
を

実
施

し
、

区
民

の
環

境
保

全
に

対
す

る
意

識
の

高
揚

を
図

っ
た

。
　

第
三

に
、

収
益

事
業

に
お

い
て

は
、

定
期

的
な

フ
ェ

ア
の

開
催

や
店

舗
の

広
さ

の
関

係
か

ら
展

示
で

き
な

い
大

型
家

具
に

つ
い

て
写

真
展

示
を

行
う

等
収

入
の

確
保

に
努

め
た

。
　

以
上

の
よ

う
な

経
営

改
善

を
図

る
こ

と
が

で
き

た
。

　
持

続
可

能
な

法
人

経
営

を
目

標
に

第
3次

中
期

計
画

の
29

年
度

は
そ

の
2年

度
目

と
な

る
こ

と
か

ら
、

28
年

度
に

引
き

続
き

、
こ

の
計

画
に

基
づ

く
5
分

野
3
0
計

画
、

7
1
事

業
を

す
べ

て
予

算
化

し
、

当
法

人
の

目
的

で
あ

る
区

民
の

生
活

環
境

の
向

上
と

地
球

環
境

の
保

全
に

寄
与

す
る

た
め

、
次

の
事

業
を

柱
に

取
り

組
む

。
　

第
一

に
、

今
年

度
の

杉
並

清
掃

工
場

の
再

稼
働

に
伴

い
、

33
の

環
境

団
体

を
主

体
と

し
た

環
境

イ
ベ

ン
ト
の

実
施

す
る

こ
と

か
ら

、
区

立
環

境
活

動
推

進
セ

ン
タ

ー
の

活
性

化
を

推
進

し
、

環
境

情
報

発
信

拠
点

と
し

て
の

充
実

に
取

り
組

む
。

　
第

二
に

、
講

座
・講

演
会

等
の

実
施

は
、

タ
イ

ム
リ

ー
な

テ
ー

マ
の

選
択

、
参

加
し

や
す

い
日

程
設

定
、

区
民

参
加

を
促

進
す

る
セ

ミ
ナ

ー
形

式
な

ど
実

施
方

法
も

工
夫

し
、

区
民

が
環

境
配

慮
行

動
に

積
極

的
に

取
り

組
む

契
機

と
な

る
よ

う
な

時
宣

を
得

た
事

業
企

画
の

よ
り

一
層

の
充

実
に

努
め

て
い

く
。

　
第

三
に

、
家

具
・衣

料
品

等
の

収
益

事
業

に
つ

い
て

は
、

様
々

な
媒

体
を

活
用

し
た

P
R
や

販
売

方
法

の
工

夫
・
収

入
増

に
努

め
、

法
人

の
運

営
基

盤
安

定
化

を
図

る
。

　
第

四
に

、
引

き
続

き
経

営
改

善
を

図
る

た
め

、
事

務
改

善
や

事
業

の
見

直
し

な
ど

効
率

的
な

法
人

経
営

に
取

り
組

む
。

団
体

名
称

特
定

非
営

利
活

動
法

人
　

す
ぎ

な
み

環
境

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

総 合 評 価

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

　
持

続
可

能
な

法
人

運
営

を
目

標
と

し
て

定
め

、
第

3次
中

期
計

画
で

定
め

た
受

託
事

業
で

あ
る

講
座

や
講

演
会

や
、

リ
サ

イ
ク

ル
を

促
進

す
る

自
主

事
業

な
ど

を
着

実
に

推
進

す
る

た
め

、
下

記
の

点
に

つ
い

て
要

望
し

ま
す

。
①

杉
並

清
掃

工
場

建
て

替
え

後
の

、
当

法
人

と
杉

並
区

、
清

掃
工

場
、

関
係

団
体

等
と

の
事

業
連

携
の

具
体

化
。

②
安

定
的

・持
続

的
経

営
の

基
盤

と
な

る
自

主
事

業
の

柱
で

あ
る

、
家

具
や

衣
料

・雑
貨

等
販

売
の

収
益

確
保

の
た

め
の

支
援

策
。

③
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
閉

館
に

よ
る

受
託

契
約

終
了

に
伴

う
収

益
の

確
保

。
④

み
ど

り
事

業
が

安
定

し
て

実
施

で
き

る
財

政
的

支
援

。
⑤

30
年

度
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

財
産

交
換

に
伴

う
、

就
労

を
希

望
す

る
補

助
職

員
の

就
労

先
の

確
保

。

取 組 み ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

　
こ

れ
ま

で
、

当
法

人
で

は
、

リ
サ

イ
ク

ル
、

次
世

代
へ

の
環

境
学

習
や

普
及

啓
発

、
み

ど
り

の
保

全
の

3つ
の

分
野

を
中

心
に

活
動

し
、

成
果

を
上

げ
て

き
た

。
2
7
年

度
に

続
き

、
28

年
度

も
黒

字
決

算
と

な
っ

た
。

　
し

か
し

、
30

年
度

か
ら

の
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

財
産

交
換

に
伴

う
受

託
事

業
収

入
の

大
幅

な
減

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

、
新

た
な

受
託

事
業

や
収

益
事

業
の

強
化

に
よ

る
自

主
財

源
の

確
保

の
必

要
性

は
、

急
務

の
課

題
で

あ
る

。
　

収
益

事
業

は
、

今
後

、
消

費
税

増
税

は
収

入
減

に
直

結
す

る
大

き
な

影
響

が
予

測
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
中

期
的

に
は

、
第

3
次

中
期

計
画

で
定

め
た

計
画

事
業

を
着

実
に

推
進

し
つ

つ
、

減
収

や
増

税
時

へ
の

的
確

な
対

応
が

必
要

と
考

え
て

い
る

。
ま

た
、

当
法

人
の

活
動

に
協

力
す

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
や

事
業

委
員

の
高

齢
化

、
IT

C
を

活
用

し
た

情
報

発
信

な
ど

へ
の

対
応

も
、

中
期

計
画

に
沿

っ
て

強
力

に
推

し
進

め
る

必
要

が
あ

る
。

　
更

に
、

自
主

事
業

の
見

直
し

、
受

託
事

業
の

効
率

的
な

展
開

、
高

井
戸

を
杉

並
区

の
環

境
情

報
発

信
拠

点
と

す
る

た
め

の
取

組
の

強
化

が
課

題
で

あ
る

。

－ 70 －



杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

3704

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

　法人経営が改善され平成27、28年度と経常収支の黒字を達成できた。黒字経営が一時的なも
のにならぬよう、今後も着実に事業活動に取り組み健全な経営を継続していかねばならない。
　収入の主なものは、自主事業収入、区の委託事業収入及び区からの補助金収入である。29年
度のあんさんぶる荻窪閉館による区の委託事業費減により、今後自主財源の確保は一層大きな
課題になる。健全経営継続のため、より積極的な経営に取組み安定した自主財源の確保に努め
てもらいたい。
　

所管
部

課係
環境部環境課環境活動推進係

特定非営利活動法人
すぎなみ環境ネットワーク

団体名

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

①リユース事業は当該法人の収益の中心であるため、不用品の引き取り件数増に向けた取組みは重要で
ある。今後も引き続き効果的なPR活動を実施し高い目標の設定を望む。
②講座・講習会・施設見学会については、今後、平成29年10月に竣工・稼働する杉並清掃工場と連携し、
ごみの排出抑制に関するテーマを工場見学と絡め魅力ある講座とするなど新しい企画づくりを期待する。
③29年度のあんさんぶる荻窪の閉館により、全ての業務が高井戸の環境活動推進センターに一元化される
が、あんさんぶる荻窪の貸室稼働率は70％後半と高い。閉館後に利用団体が他の施設に円滑に移行でき
るよう的確な案内業務の実施を求める。

①自主事業の柱であるリユース販売については、、展示できない家具の写真を掲示するコーナーを設ける
ことや売り場の展示レイアウトを適宜変更する等の創意工夫により、家具引き取り件数は前年度比10％増、
また販売件数は前年度比3％増を達成することができた。販売収入は前年度比微減となったが、収入の安
定化のためフェア開催による販売機会の増加等を検討してもらいたい。
②ごみの総量が減少しているため集団回収量は減少しているが、集団回収登録団体数は前年度比増に
なったことは評価に値する。今後も啓発活動に継続して取組み、目標達成に向け努力されたい。
③講座・講習会・施設見学会等については、常に、タイムリーで新しいテーマを取り込もうと検討し、区民の
関心を集めることが出来た。今後も区民が興味を持つ企画に期待する。

定性評価

　経常収支が黒字になった要因は、定期的なフェアの開催などの経営努力のほか、区の委託事
業の増加による委託費収入増によるところもあり、区委託事業依存度は71.4％（前年度比0.5ポイ
ントの微増）である。一方で、補助金交付額は前年度比減のため、補助金収入依存度は5.2％（前
年度比0.6ポイントの減少）である。
　

　26年度の環境情報館（荻窪）から環境活動推進センター（高井戸）への移転に伴い事業実施環
境が著しく変化したが、当該団体の目標管理の徹底、職員のコスト意識改革等による様々な経営
努力により、27年度に引き続き28年度も経常収支の黒字を達成することができた。
　当該法人が自己分析する計画性、目的適合性に関しては「すぎなみ環境ネットワーク第３次中
期計画（平成28年度～32年度）」に基づき、事業を的確に執行していることは評価に値する。しか
し、その一方で引き続き経営改善を図るには、健全性、効率性、経済性に関して事務改善やコス
ト意識の課題があると自己分析をしている。今後は、他自治体類似団体への経営調査の実施や
更なる職員のコスト意識の向上等により、健全な経営の実現を求める。

二次評価（区経営評価）
　当該法人の活動拠点は荻窪と高井戸の2か所に分散していたが、平成26年12月に高井戸１か所に集約されてから１年
以上が経過した。一次評価をみると、事業活動のあり方や方向性が平準化されて定着してきたことがわかるが、それは、
28年度が「すぎなみ環境ネットワーク第３次中期計画（平成２８～３２年度）」の初年度であり、新計画に基づく事業運営を
実施できたことが大きな要因といえる。
　平成26年12月の移転により事業実施環境は著しく変化したが、当該法人は、改善の好機と捉え、果敢に目標管理の徹
底、職員のコスト意識改革等経営努力に取組み、平成２７年度に続き平成28年度も経常収支黒字を達成したことは高い
評価に値する。今後も引き続き事業改善、経営努力の取組みに期待したい。
　一方、環境活動推進センターの認知度向上及び環境団体の活動活性化を図るため環境イベントを開催する機運が高
まっているものの、その一方で自己団体の活動をイベントでアピールしメンバー増に繋げたいという環境団体が思ったほ
ど多くないということが判った。メンバーの高齢化及びメンバー不足による団体の弱体化などが理由であると思われるが、
改めて環境団体が環境活動推進センターで活動しやすくなるよう理由を分析、環境団体に寄り沿う施設づくりをしていく
ことが重要となってくる。

－ 71 －



       

－ 72 －



６ 
杉
並
区
交
流
協
会 

     

－ 73 －



名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成26年度 平成27年度

回 188 194

回 22 27

人 378 481

% 82 78

件 194 148

単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 37,804 48,007 41,396

千円 963 2,922 1,764

千円 37,804 48,007 41,396

千円 8,500 5,600 8,250

千円 0 0 0

％ 71.9 78.7 77.2

％ 23.9 17.9 19.0

％ 66.7 57.3 64.4

％ 41.2 34.2 41.3

千円 1,711 2,643 1,884

千円 16,425 18,704 14,516

人 22 23 23

人 7.3 7.7 7.8

％ 0.0 0.0 0.0

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 80

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 480

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

外国人相談件数

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成26年度 平成27年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
2
8
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

経済性

平成28年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入依存度

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

　　　平成29年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

外国人サポートデスク等における相談件数

事業開催時のボランティア協力者の人
数

86

193

32

518

交流事業に参加した区民の満足度

外国人相談実施
回数

交流事業等実施
回数

区民生活部文化・交流課

指標名 平成28年度算式･内容

外国人サポートデスク等の実施回数

273

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

交流事業参加者
満足度

交流事業を支える
区民数

国内・国際友好都市との交流事業及び交流
イベントの実施回数

成果
指標

1、在住外国人への支援に関する事業　　3,159人
・ウエルカムパーティーの実施 　304人
・外国人とのコミュニケーション講座　118人
・外国人おもてなし語学ボランティア講座 143名
・語学ボランティアスキルアップ講座　90人
・外国人相談・専門家相談会　 313人
・語学ボランティアの派遣　149人
・日本語教室への支援  延べ　2,042人
２、　国内外の自治体交流の促進に関する事業　492人
・交流自治体への交流ツアー等の企画、実施・「小千谷市田舎暮らし体験ツアー」
23人
・交流自治体への阿波踊りの派遣（名寄市、東吾妻町、青梅市、南伊豆町)及び高円
寺阿波踊りの受入れ　317人
・南相馬市交流自治体フェア参加　6人
・台湾友好親善ツアー　35人
・すぎなみ地域おこし協力隊小千谷市モニターツアー　14人
・中学生親善野球大会台湾選手団受入　33名
・小千谷市杉並訪問ツアー受入　64名

３、多文化共生社会の相互理解の向上に関する事業　3,935人
・海外文化セミナー（台湾まるごとフェア）　　　3,245人
・すぎなみフェスタへの参加　　　　　　　　　　　　　22人
・外国語コミュニケーション講座（英語）　49人
・イタリア語講座 12人
・ブータンフェア　351人
・異文化理解講座(ネパールの今、スウェーデンの今)　56人
・日本語スピーチ大会　 200人
４　その他協会の目的を達成するための事業
・広報及び情報の提供に関する事業
・交流ニュースの発行　年４回   8,500部
・ニュースレターの発行　年８回　各1,500部
・ホームページ・フェイスブック等の運営　 アクセス 9,050件
・調査・支援事業　　各種事業でアンケート調査を実施。
・協会会員数　203人 法人1団体　　 レターフレンド　215人
・コミュかるショップの運営及びコミュかるフェアの開催（10回）、 出張販売（4
回）
・コミュかるショップ売上額　17,569,151円

事業内容

― 平成18年4月1日

事業目的
団
体
概
要

　「人と人、地域と地域をつなぎ、活力ある地域社会
を実現する」ことを基本理念として、①在住外国人へ
の支援、②国内外の自治体交流の推進、③多文化
共生社会の相互理解の向上、の3つの柱の実現を
目指す。

　区内在住外国人及び区
民

①在住外国人への支援に関する事業
②国内外の自治体交流の促進に関する事業
③多文化共生社会の相互理解の向上に関す
る事業
④その他協会の目的を達成するための事業

5378-8833　　杉並区交流協会
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　「杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる地方との連携を推進していくため、交流自治体との交流事業に取組む交流協会の
果たす役割は大きく、区及び交流自治体からも民間交流を推進する組織として期待されている。
　 また、増加する在住外国人が安心・安全に生活できる環境づくりを担う組織として交流協会の役割は大きく、在住外国人が地域の中
で生活していく相談役として貴重な存在となっている。
   今後は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした外国人旅行者の増加を見据えた語学ボランティアのスキルアッ
プ研修の充実や外国人とのコミュニケーション講座などの取組は、区民などの期待が大きく、区と協会で意見交換や情報共有を密に
行いながら、更なる充実を図っていくことに期待する。

【二次評価（区経営評価）】

経
済
性

○他区やNPOの連絡会等を通じ、情報交換や意見交換を行って業務改善に生
かしている。
○年間事業計画策定時に見直しを行うとともに、事業執行時には、常にコストの
削減に努めている。
○必要最小限のものに限定するとともに、市場の動向に応じ適正価格による購入
に努めている。
○適正な受益者負担を基本に、事業計画を作成し事業展開を図っている。
○コミュかるショップについては、適時商品の価格設定などを見直し、期末棚卸商
品が少なくなるようにしている。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

・事業収入の伸長率が減収したが、28年
度は阿波おどり台湾公演がなかったた
め、公演実施に伴う事業収入（参加者負
担金）及び区からの受託収入が減収した
ことが主な要因である。
・コミュかるショップでは、様々なフェアの
開催やPR方法の工夫で、前年に引き続
き販売実績が伸びた。
・今後も受益者負担という考え方を基本
にした事業開催とコミュかるショップでの
売り上げ向上を図る取組により、補助金
依存率を低下させていく方向である。

定性評価
○中長期の事業計画としては、｢杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」におい
て、「地方との連携により、豊かな暮らしをつくる」という基本目標を定めており、こ
の目的を達成するための様々な交流自治体との連携事業が計画化されている。
その一環として、交流自治体訪問（体験）ツアーの実施・受入れを行っている。
○事業計画及び収支予算については、事業終了後に事業実績の分析・評価を
行い、区主管課と調整したうえで次年度計画に反映させている。

事業分析（現状の分析・評価）
①「外国人サポートデスク」は、在住外国人支援の重要な柱であり、在住外国人の増加とともに外国人からの相談件数も増加している。今後も知
識や経験が豊かなボランティアの協力を得て、相談体制の充実を図っていく必要がある。
②交流協会が実施する交流自治体訪問ツアーは、女性や高齢者が１人でも安心して参加でき、訪問先自治体で住民同士の交流や様々な体験
が出来ることから、リピーターが多くツアーのアンケートでも満足度が高い結果となっている。
具体例としては、「田舎暮らし体験小千谷ツアー」は、田植えやそば打ち体験のほか郷土料理などが好評で、参加者満足度が95%だった。
③東京オリンピック・パラリンピックが近づく中で、外国人とのコミュニケーションを図る機会を望む区民が増えており、多くの外国人が参加する交
流協会の事業に大きな期待が寄せられており、イベントの参加者募集の際は、募集開始後１週間以内で定員に達する場合が多い。

　事業目的に掲げる基本理念を推進するための事業を着実に実施した。①在住外国人への支援では、在住外国人が増加する中で、外国人を
対象としたゴミ分別方法の講習や無料専門家相談会を開催など、区内外の団体・個人と連携し、様々な支援を行った。また、語学ボランティアの
協力を得て、多くの通訳（翻訳）依頼に対応した。さらに、東京オリンピック・パラリンピックが近づく中で、外国人来街者とのコミュニケーション能力
向上や語学ボランティアを希望する区民ニーズが多いため、これらに対応する講座を開催し多くの区民が参加した。②国内外の自治体交流の推
進では、交流人口の拡大を目指すため、様々な交流自治体体験・交流ツアーを開催し、交流自治体と連携を図りながら実施した。③多文化共生
社会の相互理解の向上では、毎年開催している「まるごと台湾フェア」において、3,000人以上の区民に台湾の食文化、観光等を紹介したほか、
海外文化セミナーでは約300人の区民に「ブータン」の風俗や習慣を紹介するなど相互理解や相互交流の場を提供し好評を得た。なお、協会の
持続可能な財政運営のため、収益力の向上および必要経費の抑制にも継続的に取り組んでおり、交流協会が運営しているコミュかるショップで
は、区内商店街や交流自治体と連携した１０回のフェアを開催し売上げを増やすことができた。またイベント開催に際しては、多くのボランティア
の協力を得たほかチラシや展示物を職員が作成するなど、必要経費の抑制に努めた。

○前年度事業の分析・検証を行うとともに、その結果を翌年度事業に反映させて
いる。
○情報紙等の発送準備作業は、障害者生活支援課のチャレンジ雇用制度を活
用するなど、常に事務処理の効率化とコストダウンを意識している。
○収益事業の拡充に向け様々な工夫を積み重ねてきている。
○事務のOA化を進めるとともに、会議や打合せ等の効率化に努めている。
○HPの書換えや追加など委託できるものは積極的に委託を進めコストダウンに努
めた。
○イベントでの職員業務は煩雑多岐にわたるが多くのボランティア協力によりこれ
ら業務改善が図られた。

○都や外部団体が主催する研修会等への積極的な参加や内部研修、職員ミー
ティングを充実させることにより、能力育成体制の充実を図っている。
○規約に基づく運営管理に努める一方、職員とサポート委員のミーティングの回
数を重ねることによって新たな事業展開、意思統一を図っている。
○会計処理及び監査体制とも、規定に基づき実施しており、監査人の一人は税
理士資格を有する外部専門家である。
○規則等に基づき、個人情報の管理及び情報の公開を適切に行っている。

計
画
性

○すべて協会の設立目的に沿って事業を行っている。
○各事業ごとに毎回参加者アンケートを実施して、参加者の意見・要望や顧客満
足度を把握し、分析している。
○区民要望や交流自治体等の意向にも配慮して事業を計画している。
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44
,2

77
千

円
○

　
　

会
員

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

個
人

20
3人

、
外

国
人

21
5人

、
法

人
１

団
体

○
　

　
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
　

　
　

　
　

　
通

訳
・
翻

訳
54

9人
○

　
　

理
事

会
開

催
　

　
　

　
　

　
3回

○
　

　
コ

ミ
ュ

か
る

売
上

額
　

　
　

17
,5

69
,1

51
円

○
　

　
事

業
概

要
　

　
　

　
　

　
　

　
右

記
事

業
内

容
の

通
り
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
回

1
8
8

1
9
4

1
9
3

2
0
0

2
9

②
回

2
2

2
7

3
2

3
3

2
9

③
人

3
7
8

4
8
1

5
1
8

5
2
0

2
9

④
人

2
2
1

2
2
6

2
0
3

2
3
0

2
9

⑤ ⑥
%

8
2

7
8

8
6

8
7

2
9

⑦
件

1
9
4

1
4
8

2
7
3

2
8
0

2
9

⑧
人

5
,4

0
3

7
,3

7
3

7
,5

8
6

7
,6

0
0

2
9

指
標

名
目

標
平

成
2
7
年

度
実

績
平

成
2
8
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
6
年

度
実

績
単

位

①
「
外

国
人

サ
ポ

ー
ト
デ

ス
ク

」
は

、
在

住
外

国
人

支
援

の
重

要
な

柱
で

あ
り

、
在

住
外

国
人

の
増

加
と

と
も

に
外

国
人

か
ら

の
相

談
件

数
も

増
加

し
て

い
る

。
今

後
も

知
識

や
経

験
が

豊
か

な
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

協
力

を
得

て
、

相
談

体
制

の
充

実
を

図
っ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
②

交
流

協
会

が
実

施
す

る
交

流
自

治
体

訪
問

ツ
ア

ー
は

、
女

性
や

高
齢

者
が

１
人

で
も

安
心

し
て

参
加

で
き

、
訪

問
先

自
治

体
で

住
民

同
士

の
交

流
や

様
々

な
体

験
が

出
来

る
こ

と
か

ら
、

リ
ピ

ー
タ

ー
が

多
く

ツ
ア

ー
の

ア
ン

ケ
ー

ト
で

も
満

足
度

が
高

い
結

果
と

な
っ

て
い

る
。

具
体

例
と

し
て

は
、

「
田

舎
暮

ら
し

体
験

小
千

谷
ツ

ア
ー

」
は

、
田

植
え

や
そ

ば
打

ち
体

験
の

ほ
か

郷
土

料
理

な
ど

が
好

評
で

、
参

加
者

満
足

度
が

9
5
%
だ

っ
た

。
③

東
京

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

が
近

づ
く

中
で

、
外

国
人

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

を
図

る
機

会
を

望
む

区
民

が
増

え
て

お
り

、
多

く
の

外
国

人
が

参
加

す
る

交
流

協
会

の
事

業
に

大
き

な
期

待
が

寄
せ

ら
れ

て
お

り
、

イ
ベ

ン
ト
の

参
加

者
募

集
の

際
は

、
募

集
開

始
後

１
週

間
以

内
で

定
員

に
達

す
る

場
合

が
多

い
。

目
標

設
定

の
考

え
方

①
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

を
推

進
す

る
た

め
、

引
き

続
き

「
外

国
人

相
談

実
施

回
数

」
及

び
「
外

国
人

相
談

件
数

」
を

指
標

と
し

て
設

定
し

た
。

在
住

外
国

人
が

増
加

し
て

い
る

影
響

も
あ

り
、

2
8
年

度
の

相
談

件
数

が
大

幅
に

増
加

し
た

。
 こ

う
し

た
状

況
に

対
応

す
る

た
め

、
毎

月
1
回

相
談

員
会

議
を

開
催

し
、

相
談

事
例

の
報

告
や

検
討

を
行

う
こ

と
で

相
談

員
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

を
図

っ
て

い
る

。
②

新
た

に
活

動
指

標
と

し
て

「
交

流
事

業
を

支
え

る
区

民
の

人
数

」
に

つ
い

て
、

ま
た

、
成

果
指

標
と

し
て

「
交

流
事

業
に

参
加

し
た

区
民

の
満

足
度

」
を

加
え

、
こ

れ
ま

で
以

上
に

事
業

実
績

が
分

る
よ

う
に

し
た

。
③

交
流

事
業

等
参

加
者

数
の

実
績

・
目

標
値

に
大

き
く

反
映

し
て

い
る

「
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

」
は

、
一

部
を

屋
外

会
場

と
す

る
た

め
、

天
候

が
来

場
者

数
に

大
き

く
影

響
す

る
。

フ
ェ

ア
当

日
が

悪
天

候
の

場
合

は
、

目
標

値
の

達
成

が
困

難
に

な
る

可
能

性
が

あ
る

。

交
流

事
業

に
参

加
し

た
区

民
の

満
足

度

外
国

人
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

等
に

お
け

る
相

談
件

数

国
内

・
国

際
友

好
都

市
と

の
交

流
事

業
及

び
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

参
加

者
数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

外
国

人
相

談
件

数

交
流

事
業

等
参

加
者

数

成 果 指 標

交
流

事
業

参
加

者
満

足
度

活 動 指 標

事
業

開
催

時
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

協
力

者
の

人
数

交
流

事
業

を
支

え
る

区
民

数

登
録

会
員

（
個

人
）
の

数
会

員
数

国
内

・
国

際
友

好
都

市
と

の
交

流
事

業
及

び
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

回
数

外
国

人
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

等
の

実
施

回
数

交
流

事
業

等
実

施
回

数

外
国

人
相

談
実

施
回

数

－ 77 －



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
4
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
（ア

）
千

円
2
9
,8

9
2

3
9
,8

4
9

3
7
,8

0
4

4
8
,0

0
7

4
1
,3

9
6

千
円

2
2
,2

0
2

2
6
,0

5
3

2
5
,2

1
9

2
7
,5

1
5

2
6
,6

7
1

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
7
,6

6
1

1
3
,7

7
5

1
2
,4

9
2

2
0
,3

5
2

1
4
,6

9
8

千
円

2
,4

2
9

3
,0

4
0

2
,9

0
8

8
,1

4
2

3
,4

8
4

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
8
9
2

1
,2

7
3

9
6
3

2
,9

2
2

1
,7

6
4

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
4
.1

4
.0

3
.5

7
.7

5
.5

（
ウ

）
千

円
2
9
,8

9
2

3
9
,8

4
9

3
7
,8

0
4

4
8
,0

0
7

4
1
,3

9
6

千
円

2
1
,7

0
4

3
1
,5

5
7

2
7
,1

7
9

3
7
,7

6
4

3
1
,9

5
3

千
円

1
0
,3

4
4

1
9
,1

0
4

1
7
,0

2
2

2
5
,7

0
4

1
8
,9

3
5

千
円

1
1
,3

6
0

1
2
,4

5
3

1
0
,1

5
7

1
2
,0

6
0

1
3
,0

1
8

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
2
,4

2
9

3
,0

4
0

2
,9

0
8

8
,1

4
2

3
,4

8
4

千
円

8
,1

8
8

8
,2

9
2

9
,0

3
4

8
,6

0
4

7
,8

7
6

千
円

3
,1

8
7

3
,2

5
8

3
,6

0
1

4
,2

6
8

3
,8

0
2

千
円

5
,0

0
1

5
,0

3
4

5
,4

3
3

4
,3

3
6

4
,0

7
4

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
1
6
,3

6
1

1
7
,4

8
7

1
5
,5

9
0

1
6
,3

9
6

1
7
,0

9
2

千
円

0
0

0
0

0
（エ

）
千

円
7
,5

7
5

5
,5

8
0

8
,5

0
0

5
,6

0
0

8
,2

5
0

千
円

7
,5

7
5

5
,5

8
0

8
,5

0
0

5
,6

0
0

8
,2

5
0

資
産

－
負

債
千

円
0

0
0

0
0

千
円

0
0

0
0

0
（シ

）役
員

、
派

遣
職

員
、

固
有

職
員

の
総

数
人

2
4

2
2

2
2

2
3

2
3

人
0

0
0

0
0

人
1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
2

2
2

3
3

人
0

0
0

0
0

パ
ー

ト
タ

イ
ム

、
ア

ル
バ

イ
ト

を
含

む
人

1
2

1
0

1
0

1
0

1
0

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
6
.6

7
.3

7
.3

7
.7

7
.8

人
1
,6

5
2

3
,7

1
1

5
,4

0
3

7
,3

7
3

7
,5

8
6

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
2
5
0

5
0
8

7
4
0

9
5
8

1
,0

3
9

イ
ベ

ン
ト

事
業

費
／

参
加

者
数

(年
度

末
)

円
1
1
,8

3
2

5
,1

4
7

3
,1

5
0

3
,4

8
6

2
,4

9
6

友
好

都
市

交
流

事
業

費
／

友
好

都
市

事
業

参
加

者
数

円
6
,2

9
5

1
4
,9

2
5

7
,5

7
0

2
4
,5

6
7

1
3
,0

4
9

 

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

り コ ス ト

単 位 当 た

交
流

イ
ベ

ン
ト

一
人

当
た

り
の

事
業

費
　

友
好

都
市

と
の

交
流

事
業

一
人

あ
た

り
の

事
業

費
　

組   織

総
職

員
数

内  訳

常
勤

役
員

数

非
常

勤
役

員
数

派
遣

職
員

数

常
勤

固
有

職
員

数

非
常

勤
固

有
職

員
数

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

－ 78 －



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
1
.7

9
5
.3

9
4
.6

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
0

0
0

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
9
0
.7

1
6
2
.9

7
2
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
9
4
.9

1
2
7
.0

8
6
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

7
1
.9

7
8
.7

7
7
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
2
3
.9

1
7
.9

1
9
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
依

存
度

補
助

金
収

入
÷

総
収

入
合

計
×

１
０

０
％

6
6
.7

5
7
.3

6
4
.4

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
1
7
.1

1
6
.0

1
7
.6

　
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

区
委

託
事

業
依

存
度

区
か

ら
の

受
託

事
業

費
÷

総
事

業
費

×
１

０
０

   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

1
0
.7

2
1
.6

1
0
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
4
1
.2

3
4
.2

4
1
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 1

4
.8

2
5
.0

▲
 6

.2
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

4
.4

8
.6

5
.0

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

あ
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
1
,7

1
1

2
,6

4
3

1
,8

8
4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
6
,4

2
5

1
8
,7

0
4

1
4
,5

1
6

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
4
3
.4

3
9
.0

3
5
.1

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

・
事

業
収

入
の

伸
長

率
が

減
収

し
た

が
、

2
8年

度
は

阿
波

お
ど

り
台

湾
公

演
が

な
か

っ
た

た
め

、
公

演
実

施
に

伴
う

事
業

収
入

（参
加

者
負

担
金

）及
び

区
か

ら
の

受
託

収
入

が
減

収
し

た
こ

と
が

主
な

要
因

で
あ

る
。

・
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
で

は
、

様
々

な
フ

ェ
ア

の
開

催
や

P
R
方

法
の

工
夫

で
、

前
年

に
引

き
続

き
販

売
実

績
が

伸
び

た
。

・
今

後
も

受
益

者
負

担
と

い
う

考
え

方
を

基
本

に
し

た
事

業
開

催
と

コ
ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
で

の
売

り
上

げ
向

上
を

図
る

取
組

に
よ

り
、

補
助

金
依

存
率

を
低

下
さ

せ
て

い
く

方
向

で
あ

る
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

△
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
△

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○
分 析 ・ 評 価 6

事
業

内
容

と
団

体
の

設
立

目
的

が
合

致
し

て
い

る
か

。
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

分
 野

計  画  性
8
0

　 目 的 適 合 性  健  全  性

1
0
0

○
都

や
外

部
団

体
が

主
催

す
る

研
修

会
等

へ
の

積
極

的
な

参
加

や
内

部
研

修
、

職
員

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
充

実
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

能
力

育
成

体
制

の
充

実
を

図
っ

て
い

る
。

○
規

約
に

基
づ

く
運

営
管

理
に

努
め

る
一

方
、

職
員

と
サ

ポ
ー

ト
委

員
の

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
回

数
を

重
ね

る
こ

と
に

よ
っ

て
新

た
な

事
業

展
開

、
意

思
統

一
を

図
っ

て
い

る
。

○
会

計
処

理
及

び
監

査
体

制
と

も
、

規
定

に
基

づ
き

実
施

し
て

お
り

、
監

査
人

の
一

人
は

税
理

士
資

格
を

有
す

る
外

部
専

門
家

で
あ

る
。

○
規

則
等

に
基

づ
き

、
個

人
情

報
の

管
理

及
び

情
報

の
公

開
を

適
切

に
行

っ
て

い
る

。

○
中

長
期

の
事

業
計

画
と

し
て

は
、

｢杉
並

区
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

」
に

お
い

て
、

「
地

方
と

の
連

携
に

よ
り

、
豊

か
な

暮
ら

し
を

つ
く

る
」
と

い
う

基
本

目
標

を
定

め
て

お
り

、
こ

の
目

的
を

達
成

す
る

た
め

の
様

々
な

交
流

自
治

体
と

の
連

携
事

業
が

計
画

化
さ

れ
て

い
る

。
そ

の
一

環
と

し
て

、
交

流
自

治
体

訪
問

（
体

験
）
ツ

ア
ー

の
実

施
・
受

入
れ

を
行

っ
て

い
る

。
○

事
業

計
画

及
び

収
支

予
算

に
つ

い
て

は
、

事
業

終
了

後
に

事
業

実
績

の
分

析
・
評

価
を

行
い

、
区

主
管

課
と

調
整

し
た

う
え

で
次

年
度

計
画

に
反

映
さ

せ
て

い
る

。

○
す

べ
て

協
会

の
設

立
目

的
に

沿
っ

て
事

業
を

行
っ

て
い

る
。

○
各

事
業

ご
と

に
毎

回
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

、
参

加
者

の
意

見
・
要

望
や

顧
客

満
足

度
を

把
握

し
、

分
析

し
て

い
る

。
○

区
民

要
望

や
交

流
自

治
体

等
の

意
向

に
も

配
慮

し
て

事
業

を
計

画
し

て
い

る
。

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
が

凝
ら

さ
れ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

が
凝

ら
さ

れ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

効  率  性

1
0
0

経  済  性

○
前

年
度

事
業

の
分

析
・
検

証
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
結

果
を

翌
年

度
事

業
に

反
映

さ
せ

て
い

る
。

○
情

報
紙

等
の

発
送

準
備

作
業

は
、

障
害

者
生

活
支

援
課

の
チ

ャ
レ

ン
ジ

雇
用

制
度

を
活

用
す

る
な

ど
、

常
に

事
務

処
理

の
効

率
化

と
コ

ス
ト
ダ

ウ
ン

を
意

識
し

て
い

る
。

○
収

益
事

業
の

拡
充

に
向

け
様

々
な

工
夫

を
積

み
重

ね
て

き
て

い
る

。
○

事
務

の
O

A
化

を
進

め
る

と
と

も
に

、
会

議
や

打
合

せ
等

の
効

率
化

に
努

め
て

い
る

。
○

H
P
の

書
換

え
や

追
加

な
ど

委
託

で
き

る
も

の
は

積
極

的
に

委
託

を
進

め
コ

ス
ト
ダ

ウ
ン

に
努

め
た

。
○

イ
ベ

ン
ト
で

の
職

員
業

務
は

煩
雑

多
岐

に
わ

た
る

が
多

く
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

協
力

に
よ

り
こ

れ
ら

業
務

改
善

が
図

ら
れ

た
。

○
他

区
や

N
P
O

の
連

絡
会

等
を

通
じ

、
情

報
交

換
や

意
見

交
換

を
行

っ
て

業
務

改
善

に
生

か
し

て
い

る
。

○
年

間
事

業
計

画
策

定
時

に
見

直
し

を
行

う
と

と
も

に
、

事
業

執
行

時
に

は
、

常
に

コ
ス

ト
の

削
減

に
努

め
て

い
る

。
○

必
要

最
小

限
の

も
の

に
限

定
す

る
と

と
も

に
、

市
場

の
動

向
に

応
じ

適
正

価
格

に
よ

る
購

入
に

努
め

て
い

る
。

○
適

正
な

受
益

者
負

担
を

基
本

に
、

事
業

計
画

を
作

成
し

事
業

展
開

を
図

っ
て

い
る

。
○

コ
ミ

ュ
か

る
シ

ョ
ッ

プ
に

つ
い

て
は

、
適

時
商

品
の

価
格

設
定

な
ど

を
見

直
し

、
期

末
棚

卸
商

品
が

少
な

く
な

る
よ

う
に

し
て

い
る

。

1
0
0

－ 81 －



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

　
事

業
目

的
に

掲
げ

る
基

本
理

念
を

推
進

す
る

た
め

の
事

業
を

着
実

に
実

施
し

た
。

①
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

で
は

、
在

住
外

国
人

が
増

加
す

る
中

で
、

外
国

人
を

対
象

と
し

た
ゴ

ミ
分

別
方

法
の

講
習

や
無

料
専

門
家

相
談

会
を

開
催

な
ど

、
区

内
外

の
団

体
・
個

人
と

連
携

し
、

様
々

な
支

援
を

行
っ

た
。

ま
た

、
語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

協
力

を
得

て
、

多
く

の
通

訳
（
翻

訳
）
依

頼
に

対
応

し
た

。
さ

ら
に

、
東

京
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
が

近
づ

く
中

で
、

外
国

人
来

街
者

と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

向
上

や
語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
を

希
望

す
る

区
民

ニ
ー

ズ
が

多
い

た
め

、
こ

れ
ら

に
対

応
す

る
講

座
を

開
催

し
多

く
の

区
民

が
参

加
し

た
。

②
国

内
外

の
自

治
体

交
流

の
推

進
で

は
、

交
流

人
口

の
拡

大
を

目
指

す
た

め
、

様
々

な
交

流
自

治
体

体
験

・
交

流
ツ

ア
ー

を
開

催
し

、
交

流
自

治
体

と
連

携
を

図
り

な
が

ら
実

施
し

た
。

③
多

文
化

共
生

社
会

の
相

互
理

解
の

向
上

で
は

、
毎

年
開

催
し

て
い

る
「
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

」
に

お
い

て
、

3
,0

0
0
人

以
上

の
区

民
に

台
湾

の
食

文
化

、
観

光
等

を
紹

介
し

た
ほ

か
、

海
外

文
化

セ
ミ
ナ

ー
で

は
約

3
0
0
人

の
区

民
に

「
ブ

ー
タ

ン
」
の

風
俗

や
習

慣
を

紹
介

す
る

な
ど

相
互

理
解

や
相

互
交

流
の

場
を

提
供

し
好

評
を

得
た

。
な

お
、

協
会

の
持

続
可

能
な

財
政

運
営

の
た

め
、

収
益

力
の

向
上

お
よ

び
必

要
経

費
の

抑
制

に
も

継
続

的
に

取
り

組
ん

で
お

り
、

交
流

協
会

が
運

営
し

て
い

る
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
で

は
、

区
内

商
店

街
や

交
流

自
治

体
と

連
携

し
た

１
０

回
の

フ
ェ

ア
を

開
催

し
売

上
げ

を
増

や
す

こ
と

が
で

き
た

。
ま

た
イ

ベ
ン

ト
開

催
に

際
し

て
は

、
多

く
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
協

力
を

得
た

ほ
か

チ
ラ

シ
や

展
示

物
を

職
員

が
作

成
す

る
な

ど
、

必
要

経
費

の
抑

制
に

努
め

た
。

・
南

相
馬

市
訪

問
ツ

ア
ー

を
実

施
し

、
農

業
体

験
や

防
災

セ
ン

タ
ー

見
学

等
を

通
じ

て
、

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復

興
が

急
速

に
進

ん
で

い
る

南
相

馬
市

の
現

状
や

魅
力

を
体

験
し

て
も

ら
う

。
・
1
0
0
名

の
お

ど
り

団
を

派
遣

す
る

東
京

高
円

寺
阿

波
お

ど
り

台
湾

公
演

2
0
1
7
（
杉

並
区

、
東

京
高

円
寺

阿
波

お
ど

り
振

興
協

会
と

連
携

）
を

実
施

し
、

区
を

代
表

す
る

文
化

で
あ

る
東

京
高

円
寺

阿
波

お
ど

り
を

通
じ

て
、

台
湾

と
の

交
流

を
推

進
す

る
。

・
ウ

ェ
ル

カ
ム

パ
ー

テ
ィ

で
は

、
ゴ

ミ
の

分
別

体
験

、
交

通
ル

ー
ル

の
指

導
、

消
火

訓
練

等
を

行
い

、
来

日
後

間
も

な
い

外
国

人
に

日
本

で
生

活
す

る
上

で
必

要
な

ル
ー

ル
や

防
災

に
つ

い
て

学
ぶ

機
会

を
提

供
す

る
。

・
2
0
2
0
年

の
東

京
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
を

見
据

え
て

、
外

国
人

と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

基
礎

知
識

を
学

ぶ
｢外

国
人

お
も

て
な

し
語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
講

座
」
を

2
回

開
催

す
る

。
・
「
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

」
や

「
チ

ェ
コ

フ
ェ

ア
」
の

開
催

を
通

じ
て

、
そ

れ
ぞ

れ
の

国
の

歴
史

や
文

化
を

紹
介

し
、

区
民

に
異

文
化

理
解

・
国

際
理

解
を

深
め

る
機

会
を

創
出

す
る

。
・
台

湾
に

お
い

て
中

学
生

親
善

野
球

大
会

が
開

催
さ

れ
る

た
め

、
出

場
す

る
選

手
の

保
護

者
を

対
象

と
し

た
中

学
生

野
球

応
援

ツ
ア

ー
を

実
施

し
、

大
会

の
盛

り
上

げ
に

協
力

す
る

。

団
体

名
称

　
杉

並
区

交
流

協
会

総 合 評 価

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

　

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

　
交

流
協

会
は

、
平

成
2
5
年

度
か

ら
交

流
協

会
の

ミ
ッ

シ
ョ
ン

を
よ

り
明

確
に

す
る

た
め

に
「
人

と
人

、
地

域
と

地
域

を
つ

な
ぎ

、
活

力
あ

る
地

域
社

会
を

実
現

す
る

」
と

し
て

、
①

在
住

外
国

人
へ

の
支

援
、

②
国

内
外

の
自

治
体

交
流

の
推

進
、

③
多

文
化

共
生

社
会

の
相

互
理

解
の

向
上

を
３

つ
の

柱
と

し
て

事
業

を
推

進
し

て
い

る
。

こ
う

し
た

組
織

目
標

に
基

づ
き

、
区

と
連

携
を

し
て

国
内

外
の

自
治

体
や

地
域

と
の

交
流

に
取

組
む

と
と

も
に

、
魅

力
あ

る
講

座
や

イ
ベ

ン
ト
等

を
開

催
し

、
年

間
を

通
じ

て
多

く
の

区
民

が
交

流
協

会
の

事
業

に
参

加
し

て
も

ら
え

る
よ

う
な

活
動

を
行

っ
て

い
く

。
・
交

流
協

会
の

事
業

に
は

、
多

国
籍

の
外

国
人

が
参

加
し

て
お

り
、

日
本

人
区

民
と

の
貴

重
な

国
際

交
流

の
機

会
と

な
っ

て
い

る
。

今
後

も
多

く
の

語
学

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
に

支
え

ら
れ

た
交

流
協

会
の

強
み

を
活

か
し

、
外

国
人

も
安

心
し

て
参

加
で

き
る

な
事

業
を

行
っ

て
い

く
。

・
近

づ
く

東
京

オ
リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
に

向
け

、
語

学
・
通

訳
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

育
成

や
英

語
な

ど
の

語
学

講
座

を
開

催
し

、
東

京
2
0
2
0
年

大
会

に
向

け
た

気
運

の
醸

成
を

図
る

と
と

も
に

、
区

に
訪

れ
る

外
国

人
の

受
入

体
制

の
充

実
を

図
っ

て
い

く
。
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

電話番号

3785

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

・海外からの留学生も年々増加しており、交流協会事業の日本語教室を利用する留学生も少なく
ない。受益者負担という考え方を基本にして事業展開をしているが、留学生を対象とした事業は、
負担感の少ない参加費設定などが必要となっている。
・引き続き収益確保に向けた取組が課題となっており、今後も補助金依存率を低下させる仕組み
づくりが必要である。

所管
部

課係
区民生活部文化・交流課 杉並区交流協会団体名

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

・　「人と人　地域と地域をつなぐ　杉並区交流協会」の基本理念を定めて、①在住外国人への支援、②国
内外の自治体交流の推進、③多文化共生社会の相互理解の向上、を3つの柱としてミッションの実現を目指
している。この柱に沿い、年間を通じて様々なイベントを開催し、多くの区民を集めており、積極的な事業活
動を行っており、事業成果として表れていると考える。
・成果指標として新たに「交流事業参加者満足度」を設定し、事業の成果を適切に表す指標として評価でき
る。

・区の外国人相談を補完している外国人サポートデスクは、在住外国人支援の大きな柱であり、在住外国人
が年々増加している状況から、今後も相談件数が増加することが予測される。区政相談課と連携し、実績に
沿った体制の充実を図っていく必要がある。
・毎年、交流協会では、特色ある交流自治体訪問ツアーを実施し、区民から好評を得ているが、総合戦略の
計画の中で、体験型の交流自治体訪問ツアーを実施することとなっており、交流協会のこれまで培ってきた
経験を基に魅力あるツアー実施し、参加者と交流自治体の住民同士の交流が深まることを期待したい。
・東京オリンピック・パラリンピックが近づく中で、上級者向けの語学ボランティアスキルアップ講座を新たに実
施するなど、区民と外国人とのコミュニケーション能力向上を図る事業の展開をこれからも期待している。

二次評価（区経営評価）
　「杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる地方との連携を推進していくため、交流自治体との交流事業に
取組む交流協会の果たす役割は大きく、区及び交流自治体からも民間交流を推進する組織として期待されてい
る。
　 また、増加する在住外国人が安心・安全に生活できる環境づくりを担う組織として交流協会の役割は大きく、在
住外国人が地域の中で生活していく相談役として貴重な存在となっている。
   今後は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした外国人旅行者の増加を見据えた語学ボラン
ティアのスキルアップ研修の充実や外国人とのコミュニケーション講座などの取組は、区民などの期待が大きく、区
と協会で意見交換や情報共有を密に行いながら、更なる充実を図っていくことに期待する。

経営分析

定量評価

定性評価

・今後も、収益性の高い事業展開を図り、補助金依存率を低下させていけるよう、更に財務改善を
図る必要がある。
・コミュかるショップでは、様々なフェアの開催やＰＲ方法の工夫など、販売実績の向上に取り組ん
でいる成果から経常収入の伸長率が増加しており、今後も更なる成果を期待している。

・「杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定める事業計画に基づく取組を着実に実施してお
り、年次計画の実効性は評価できる。
・各事業の実施にあたっては参加者のアンケート調査などにより事業の評価・分析を行っている。
その結果を次回に反映させるなど、各事業における顧客満足度を向上させる相違・工夫ある取組
みは評価できる。
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